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博士学位論文	 要旨	 

「転機を迎えた商業まちづくり政策	 −2014年の立地適正化計画制度の創設を踏まえて」	 
	 

熊本学園大学大学院商学研究科商学専攻	 畠山	 直 
 
	 2014年，中心市街地活性化法（中活法）の改正が行われた。中活法は，大規模小売店舗
立地法，都市計画法とあわせた，いわゆる「まちづくり３法」のひとつとして1998年に制
定された法律であり，この法改正は2006年に続いて２度目となる。 
	 中活法は，市町村が都心の活性化を図るために行う事業に対して国が認定・支援する制度

（中活制度）を規定した法律である。同法は，当初は商業活性化を軸にした中心市街地再生

の取り組みを主たる支援対象とするものであったが，2006年の法改正でまちなか居住や都
市福利施設整備などの分野にその対象が拡大され，それによって都市基盤整備の支援制度と

しての色彩が強い内容となった。ただし，現在においても，中活法は流通政策の流れをくむ

法制度として位置づけられるとともに，上記のような内容を備えていることから，単一の中

心市街地へ様々な都市機能の集約を図る「単心型コンパクトシティ制度」として定義される。 
	 一方，この中活法再改正と同年に，改正都市再生特別措置法に基づく立地適正化計画制度

（立適制度）が創設された。同制度は，都市内に複数の地域拠点を設定し，その各所へ様々

な都市機能を誘導するとともに，そうした各拠点間のアクセス性を公共交通網の整備によっ

て確保するという内容であり，従来の中活制度と対比して「多極ネットワーク型コンパクト

シティ制度」として示されるものである。 
	 この立適制度は人口減少によって縮退する地域社会への対応を「攻めの姿勢」で図るとい

う政府方針の下に整備されたもので，土地利用の観点を重要視する内容となっていることが

特徴である。また都市計画法と密接に関連し，土地計画制度としての役割を基調としながら，

行政区内の複数の地域拠点に向けて商業や医療・福祉などの都市機能の集約・配置を推進す

るものであり，なによりも流通政策の系譜とは異なる由来を持った法制度である。  
	 さてこのように，現在のわが国では，従来の単心型の中活制度と新設の多極型の立適制度

という異なるコンパクトシティ制度が並立している状況にある。そして，この両制度の活用

をめぐる自治体の動きとしては，後発制度である立適計画の策定に取り組む市町村が非常に

早いペースで増加しつつある一方で，中活制度に取り組む市町村数については伸び悩み，な

いしは減少傾向がみられるなど，極めて対照的な状況となっている。 
	 以上の政策動向，特にこの“中活離れ”ともいうべき自治体の動きを，ここまで概観して

きたことを踏まえつつみるならば，わが国の流通政策は現在大きな局面を迎えつつあるとい

うことが指摘できるだろう。本研究ではこうした問題意識に基づくとともに，宇野［2012］
による商業施設の適正配置に関する議論を論考の基盤として据えながら，この中活と立適の

２つの制度に焦点をあて，渡辺［2014］が提示する「商業まちづくり政策」の観点からそ
れぞれの法制度の整備にいたる政策過程や枠組み等に関する検証を行った。 



 

	 本論文の本編は４つの章から構成される。それぞれの概要は以下のとおりである。まず，

本稿の導入部分として位置づけた第１章「商業まちづくり政策の展開と評価－中心市街地

活性化法の制定・改正・再改正をとおして」では，1990年代後半以降のわが国の商業まち
づくり政策において基底をなす役割を担ってきた中活法に主として焦点をあてながら，そ

の立法段階から 2014 年の再改正にいたる流れを確認するとともに，それぞれの法制度の
枠組みについてくわしく検証した。 
	 次に，第２章「転機を迎えた商業まちづくり政策－2014年改正中心市街地活性化法に関
する検証をとおして」では，前章で行った 2014 年中活法に関する考察が２次データ等に
依拠したものであったことを踏まえ，実態調査を基にこれらの検証を行うことの必要性に

ついて提起した上で九州および中国地区の計 12 の中活認定自治体へのヒアリング調査を
行い，本調査から得られた知見に基づきながら同法による効果と課題とを明らかにした。 
	 続く第３章「立地適正化計画制度における地域商業の位置づけに関する考察－わが国の

コンパクトシティ政策の変遷をとおして」では，2014年に創設された改正都市再生特別措
置法に基づく立適制度に関する検証を行い，その期待される実効性について考察した。そ

の上で，同制度においては，流通政策の位置づけや地域商業の捉え方に着目した場合，非

常に重大な懸念がみられるということを指摘した。 
	 最後に，第４章「まちづくり会社の現状と支援制度に関する考察－民間中心市街地商業

活性化事業に基づく投資支援制度に着目して」では，わが国の中心市街地活性化の取り組

みにおける重要主体であるまちづくり会社について，組織設立時の根拠となった法制度の

新旧によってそれらを分類しながら，それぞれの組織を取り巻く現状と課題について分析

するとともに，2014年の中活法改正で新設されたまちづくり会社を対象とする投資支援制
度を中心として取り上げ，今後の同制度の活用をめぐる課題を抽出した。 
	 以上の議論をとおして，本稿では次の３点を明らかにした。第１は，2014年の中活法再
改正，および立適制度の整備によって大きなターニングポイントを迎えることとなった商

業まちづくり政策の現在地である。具体的には，この２つの法制度の整備後，小規模自治

体においては中活法再改正に基づく「裾野拡大」による効果も相まって中活制度に対する

期待の高さがみられるものの，その一方で一定規模以上の自治体においてはそうした同制

度への期待感や取り組む意欲が減退しつつあることを実態調査に基づきながらつまびらか

にしたこと，そして，こうした中活制度をめぐる市町村の動向について，その一因が立適

制度の導入によるものであることを描き出したことである。 
	 第２は，この立適制度をめぐる流通政策サイドからの懸念である。すなわち，同制度は様々

な政策分野にわたって細やかな将来予測を要するものであることなど，今後の縮退社会への

対応として高い政策効果が期待されるものであるが，現状のその枠組みにおいては商業の視

点が十分に反映されていないという問題点があることを指摘した。これを踏まえ，同制度を

めぐっては地域経済のなかで地域商業が果たす役割や有効性について再評価し，これを政策

的に埋め込む必要があるということを提起した。 



 

	 第３は，まちづくり会社をめぐる課題と支援制度の問題点である。ここでは，特に2006
年中活法改正以後に設立された団体について，資本金を極端に抑制して立ち上げられたケー

スが多いこと，そしてそのことに起因した数多くの問題を複合的に抱える傾向がみられるこ

とを明らかにした。また，2014年改正中活法に基づき新設されたまちづくり会社を対象と
する投資支援制度について，制度の周知不足や配当をめぐる運用面での課題があることを指

摘した。 
	 以上のとおり，本研究において展開した議論はわが国の商業まちづくり政策について制度

論の側面からアプローチを試みたものであった。そして，今回取り上げた中活制度や立適制

度をめぐっては，同様の問題意識や分析枠組みの下に今後も取り組んでいくべきテーマであ

ると考えている。 
	 ただし，まちづくり会社をめぐる研究については，制度論からのアプローチもさることな

がら，今後は組織の取り組みや民間主体の参画のあり方などにより焦点をあてる必要がある

だろう。すなわち，エリア価値の向上といったまちづくり会社に本来求められる役割につい

て構想するとき，その組織運営や事業活動をめぐっては多数の市民や地元企業などの参画に

よって推進されることがその目指すべきひとつの方向性であり，またそうした点に着目した

研究を行う場合においてはソーシャル・キャピタルの概念をはじめ，地域主体間の紐帯のあ

り方を重視した異なる分析枠組みが必要と考えるからである。この点については，今後残さ

れた筆者の研究課題として示しておきたい。 
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序章 本研究の目的と構成

 

１．本研究の目的と問題意識

２．本研究の構成

１ 本研究の目的と問題意識

2014年，中心市街地活性化法（中活法）と都市再生特別措置法の改正が行われた。 
前者は，大規模小売店舗立地法，都市計画法とあわせた，いわゆる「まちづくり３法」の

ひとつとして1998年に制定された法律であり，今回の法改正は2006年に続いて２度目とな

る。同法については，端的にいうならば，市町村が都市中心部の活性化を図るために行う事

業を国が認定の上，それらの認定事業に対して様々な財政支援等を行う制度（中活制度）を

規定した法律として示される。 
まちづくり３法の整備は，1990年代初頭より大型店の郊外立地とそれによって引き起こ

された中心市街地の衰退が各地で急速に進展したことを受けた対応であった。しかしながら，

その後もこうした事態の進行に歯止めが効かなかったため，2006年に３法の改正が行われ

たのは周知のとおりである。 
この３法の見直しをめぐる検討が行われた時期においては，折からの中心市街地の空洞化

問題に加えて，将来的な人口減少社会への対応が喫緊の課題として認識されはじめていた。

こうした時勢を受け，この３法改正では，大型店の郊外出店の規制強化などの内容を盛り込

んだ都市計画法の改正が行われるとともに，中活法においては中心市街地活性化のための推

進体制が従前のタウンマネジメント機関方式から中心市街地活性化協議会方式へと一新さ

れたほか，中心市街地に居住や様々な都市機能の集約を図るためのコンパクトシティ制度と

しての役割が付与されるなどの全面的な見直しが行われた。 
だが，その後も各地の中心市街地を取り巻く状況は好転することはなかった。そして，中

活制度をめぐっては，中心市街地活性化の取り組みに対する支援制度としての側面のみなら

ず，コンパクトシティ制度としての側面からみた場合も期待された政策効果をほとんど発揮

することはできなかった。 
こうした事態への対応として2014年に中活法の再改正が行われた。ここでは，従来の中

活制度における認定のハードルの高さを緩和するための措置（裾野拡大）が設けられたほか，

それまで中心市街地への民間資本の流入が十分に進まなかったことを受け，その誘導を図る

方策として，民間事業者等による都心部での大規模プロジェクトを対象とした支援制度「特

定民間中心市街地経済活力向上事業」が新設されるなどの対応が行われた（重点支援）。 
ただし，コンパクトシティ政策に関しては，それまでの中活法の枠組みは維持しながらも，

新たに別の法制度が用意されることとなった。それが，後者の2014年改正都市再生特別措

置法に基づき創設された立地適正化計画制度（立適制度）である。 



 

この２つのコンパクトシティ制度について簡単に整理すると，まず従来の中活制度が１ヶ

所の中心市街地への居住や都市機能の集約を目指す「単心型コンパクトシティ」とされるの

に対して，新設された立適制度は，都市内に複数の地域拠点を設定しその各所へ様々な都市

機能を誘導するとともに，そうした各拠点間のアクセス性を公共交通網の整備によって確保

するという内容であり，「多極ネットワーク型コンパクトシティ」として定義されるもので

ある。 
なお，前者の制度は，前身の1998年旧法の名称が「中心市街地における市街地の整備改

善及び商業の活性化の一体的推進に関する法律」であったことが示すように，元々は商業活

性化を軸にした中心市街地再生の取り組みを支援するために導入されたものである。その後，

2006年の法改正で都市福利施設やまちなか居住施設整備が中活制度の対象事業に加えられ，

それによって同制度は都市基盤整備の支援制度としての色彩が強い内容となったものの，現

在においても流通政策の流れをくむ制度として位置づけられる。 
一方，後者の制度は人口減少によって縮退する地域社会への対応を「攻めの姿勢」で図る

という政府方針の下に整備されたもので，土地利用の観点を重要視する内容となっているこ

とが特徴である。この立適制度は都市計画法と密接に関連し，土地利用計画制度としての役

割を基調としながら，既述したように行政区内の複数の地域拠点に向けて商業や医療・福祉

などの都市機能の集約・配置を推進するもので，またなによりも流通政策の系譜とは異なる

由来を持った法制度である。  
現在これらの制度をめぐっては，まず中活制度については，同制度が現行の枠組みとなっ

た2006年以降の認定計画数が延べ数で200程度にとどまっているのに対して，一方の立適制

度については，2014年８月の制度化以降，同制度に基づく立地適正化計画（立適計画）の

策定・公表を目指す自治体数が309団体に達するなど非常に早いペースで各地に普及しつつ

あるという対照的な状況がみられる（2016年12月末現在）。 
こうした政策動向を踏まえ，本研究ではこの２つの法制度，すなわち2014年改正中活法

に基づく中活制度と改正都市再生特別措置法に基づく立適制度に焦点をあて，渡辺［2014］
が提示する「商業まちづくり政策」の観点から，それぞれの法制度の整備にいたる政策過程

や枠組み等に関する検証を行うこととする。 
ちなみに，渡辺はこの「商業まちづくり政策」について「地域商業の問題を中心に据えな

がら，経済的側面だけではなく，社会的・文化的側面を含めた地域コミュニティのあり方に

関する構想ないし計画，およびそれらの実現に向けた地域住民を巻き込んだ運動や活動」
（ １ ）

と

定義しているが，本書においても同様に，商業を軸にしたまちづくりに関する政策，あるい

はそのような政策領域のことを商業まちづくり政策と呼ぶ。 
なお，これまでに行われた商業まちづくり政策，あるいはまちづくり３法や中活法の変遷

をテーマとした研究の大半は2006年の法改正までの歩みを追ったものであり，それ以降の

展開について取り上げた先行研究はほとんど行われていない。同様に，立適制度についても

都市計画論からのアプローチが主となるものであるため，商業論の立場から論じた研究はこ



 

この２つのコンパクトシティ制度について簡単に整理すると，まず従来の中活制度が１ヶ

所の中心市街地への居住や都市機能の集約を目指す「単心型コンパクトシティ」とされるの

に対して，新設された立適制度は，都市内に複数の地域拠点を設定しその各所へ様々な都市

機能を誘導するとともに，そうした各拠点間のアクセス性を公共交通網の整備によって確保

するという内容であり，「多極ネットワーク型コンパクトシティ」として定義されるもので

ある。 
なお，前者の制度は，前身の1998年旧法の名称が「中心市街地における市街地の整備改

善及び商業の活性化の一体的推進に関する法律」であったことが示すように，元々は商業活

性化を軸にした中心市街地再生の取り組みを支援するために導入されたものである。その後，

2006年の法改正で都市福利施設やまちなか居住施設整備が中活制度の対象事業に加えられ，

それによって同制度は都市基盤整備の支援制度としての色彩が強い内容となったものの，現

在においても流通政策の流れをくむ制度として位置づけられる。 
一方，後者の制度は人口減少によって縮退する地域社会への対応を「攻めの姿勢」で図る

という政府方針の下に整備されたもので，土地利用の観点を重要視する内容となっているこ

とが特徴である。この立適制度は都市計画法と密接に関連し，土地利用計画制度としての役

割を基調としながら，既述したように行政区内の複数の地域拠点に向けて商業や医療・福祉

などの都市機能の集約・配置を推進するもので，またなによりも流通政策の系譜とは異なる

由来を持った法制度である。  
現在これらの制度をめぐっては，まず中活制度については，同制度が現行の枠組みとなっ

た2006年以降の認定計画数が延べ数で200程度にとどまっているのに対して，一方の立適制

度については，2014年８月の制度化以降，同制度に基づく立地適正化計画（立適計画）の

策定・公表を目指す自治体数が309団体に達するなど非常に早いペースで各地に普及しつつ

あるという対照的な状況がみられる（2016年12月末現在）。 
こうした政策動向を踏まえ，本研究ではこの２つの法制度，すなわち2014年改正中活法

に基づく中活制度と改正都市再生特別措置法に基づく立適制度に焦点をあて，渡辺［2014］
が提示する「商業まちづくり政策」の観点から，それぞれの法制度の整備にいたる政策過程

や枠組み等に関する検証を行うこととする。 
ちなみに，渡辺はこの「商業まちづくり政策」について「地域商業の問題を中心に据えな

がら，経済的側面だけではなく，社会的・文化的側面を含めた地域コミュニティのあり方に

関する構想ないし計画，およびそれらの実現に向けた地域住民を巻き込んだ運動や活動」
（ １ ）

と

定義しているが，本書においても同様に，商業を軸にしたまちづくりに関する政策，あるい

はそのような政策領域のことを商業まちづくり政策と呼ぶ。 
なお，これまでに行われた商業まちづくり政策，あるいはまちづくり３法や中活法の変遷

をテーマとした研究の大半は2006年の法改正までの歩みを追ったものであり，それ以降の

展開について取り上げた先行研究はほとんど行われていない。同様に，立適制度についても

都市計画論からのアプローチが主となるものであるため，商業論の立場から論じた研究はこ

 

れまでに発表されていない。本論文においてこの2014年に整備された２つの法制度を研究

テーマに据えるのは，こうした学術的動向を受けたものでもある。 
ところで，このような概要で示される本研究については，宇野［2012］による商業施設

の適正配置に関する考えが基底をなすものであることに言及しておきたい。すなわち，宇野

は都市空間における流通システムの動態に着目しながら展開したその議論のなかで，2006
年のまちづくり３法改正に関する評価を行いつつ次の２点を主張した。第１は，大型店の適

正配置について，市場競争による活力維持を基本としながらも市場メカニズムに全面的に委

ねるのではなく，都心部（中心都市）と郊外部（周辺地域）との関係や周辺の地方自治体へ

の影響をも考慮しつつ，広域的かつ長期的なまちづくりの視点から立地規制と誘導によって

進めていく必要性があるということ，
（２）

第２は，市町村自らが事業の選択と集中の方針の下

にまちなか再生に取り組む必要があるということである。
（３）

 
以上の２つの指摘は，2006年以後における実際の政策動向と通底するものといえる。つ

まり，ここまで触れたように，宇野の第１の指摘である大型店の適正配置をめぐっては，

2014年に導入された立適制度によって適正立地の観点から商業をはじめとする様々な都市

機能の集約が目指されており，そして，第２の指摘である自治体による事業の選択と集中に

基づくまちなか再生については，2014年の中活法改正で新設された特定民間中心市街地経

済活力向上事業制度によって中心市街地への民間資本の誘導促進が図られるところとなっ

ているのである。 
このように，本研究は宇野によって提起された問題意識に基づくものであること，そして

2006年の３法改正後における政策動向のなかにこうした宇野が提示した考えとの共通点を

見出したものであることをはじめに示しておきたい。 

 

２ 本研究の構成

以下，本研究の構成を示す。まず，第１章「商業まちづくり政策の展開と評価－中心市街

地活性化法の制定・改正・再改正をとおして」では，主に中心市街地活性化法（中活法）に

焦点をあてながら，その立法時から２度の法改正にいたる流れを確認するとともに，それぞ

れの法制度の枠組みを検証する。 
そのためには，1998年のまちづくり３法（中活法，大規模小売店舗立地法，改正都市計

画法）の整備以前の商業まちづくりの系譜を確認することが極めて重要となる。したがって，

ここでははじめに高度経済成長期におけるそれらの政策展開を跡づけ，流通政策のなかにま

ちづくりの視点を取り入れようと行われたその一連の取り組みについて概観する。 
その上で，中活法の変遷プロセスとこれまでの法制度の内容について確認する。ただし，

同法をめぐっては，1998年の法制定から2006年の法の見直しにいたる政策展開，および

1998年旧法と2006年改正法それぞれの制度の問題点等については数々の先行研究によって

明らかにされている（宇野［2012］，石原［2011］，渡辺［2014］など）。 



 

これらの既往研究を踏まえつつ，ここではこれまでほとんど研究対象とされることがなか

った2006年法改正以降の商業まちづくり政策に主として焦点をあてることとする。すなわ

ち，2006年以後に顕在化した中心市街地活性化政策をめぐる問題とそうした課題の解消を

図るために行われた国の検討過程などについてくわしく考察するとともに，それらの問題へ

の対応として整備された2014年改正中活法のスキーム，および同法に基づく新たな事業制

度や改正措置によってもたらされつつある効果や課題を検証することに主眼を置きながら

議論を進める。 
次に，第２章「転機を迎えた商業まちづくり政策－2014年改正中心市街地活性化法に関

する検証をとおして」では，前章で行った2014年中活法に関する考察が２次データ等に依

拠したものであったことを踏まえて，実態調査を基にこれらの検証を行うことの必要性につ

いて提起する。その上で，この調査から得られた知見に基づきながら同法による効果と課題

とをつまびらかにする。具体的には，2014年改正中活法における主要施策である「裾野拡

大」と「重点支援」について，ここでは九州・中国地区の計12の中活認定自治体に対する

ヒアリング調査を実施し，その活用主体である市町村からの評価等をとおしてその政策効果

と問題点について解明することを試みる。 
なお，本調査からは，2014年の中活法再改正後，人口５万人以上の中活認定自治体を中

心として中活制度に対する期待や同制度に基づく活性化事業に取り組む意欲が減退しつつ

あることが確認された。こうした市町村の動きを，ここまで概観した中心市街地活性化政策

の展開プロセスを踏まえながらみるならば，わが国の商業まちづくり政策は今まさに大きな

局面を迎えつつあるということがいえよう。そうしたことから，同章においてはその要因を

分析するとともに，現行の中活制度のメリットやデメリット等についてくわしく考察する。 
続く第３章「立地適正化計画制度における地域商業の位置づけに関する考察－わが国のコ

ンパクトシティ政策の変遷をとおして」では，2014年に創設された改正都市再生特別措置

法に基づく立地適正化計画制度（立適制度）に関する検証を行う。これは，このように多く

の自治体で中活制度に対する期待感が減退しつつあることの一因をこの立適制度の導入に

よるものとみることができることに加えて，同制度に基づく立地適正化計画（立適計画）の

策定に取り組む市町村数が現在非常に早いペースで増加していること，そして，なによりも

この制度が土地利用計画としての色合いを強く持つもので，累次の商業まちづくり政策の系

譜を継ぐ制度ではないことに着目したものである。 
なお，既述のとおり，従来の中活制度が「単心型コンパクトシティ」であるのに対して，

新設の立適制度はいわゆる「多極ネットワーク型コンパクトシティ」として定義される。こ

こでは，この単心型から多極型へといたるわが国のコンパクトシティ政策の変遷過程につい

て学術的な動向との関連性を示しながら跡づけるとともに，それぞれの制度内容を整理する。 
そして，現在の立適制度の枠組みや自治体の立適計画策定の取り組みについて，流通政策

の立場からみて重大な懸念があることを提起した上で，宇野［2005］による「都市流通シ



 

これらの既往研究を踏まえつつ，ここではこれまでほとんど研究対象とされることがなか

った2006年法改正以降の商業まちづくり政策に主として焦点をあてることとする。すなわ

ち，2006年以後に顕在化した中心市街地活性化政策をめぐる問題とそうした課題の解消を

図るために行われた国の検討過程などについてくわしく考察するとともに，それらの問題へ

の対応として整備された2014年改正中活法のスキーム，および同法に基づく新たな事業制

度や改正措置によってもたらされつつある効果や課題を検証することに主眼を置きながら

議論を進める。 
次に，第２章「転機を迎えた商業まちづくり政策－2014年改正中心市街地活性化法に関

する検証をとおして」では，前章で行った2014年中活法に関する考察が２次データ等に依

拠したものであったことを踏まえて，実態調査を基にこれらの検証を行うことの必要性につ

いて提起する。その上で，この調査から得られた知見に基づきながら同法による効果と課題

とをつまびらかにする。具体的には，2014年改正中活法における主要施策である「裾野拡

大」と「重点支援」について，ここでは九州・中国地区の計12の中活認定自治体に対する

ヒアリング調査を実施し，その活用主体である市町村からの評価等をとおしてその政策効果

と問題点について解明することを試みる。 
なお，本調査からは，2014年の中活法再改正後，人口５万人以上の中活認定自治体を中

心として中活制度に対する期待や同制度に基づく活性化事業に取り組む意欲が減退しつつ

あることが確認された。こうした市町村の動きを，ここまで概観した中心市街地活性化政策

の展開プロセスを踏まえながらみるならば，わが国の商業まちづくり政策は今まさに大きな

局面を迎えつつあるということがいえよう。そうしたことから，同章においてはその要因を

分析するとともに，現行の中活制度のメリットやデメリット等についてくわしく考察する。 
続く第３章「立地適正化計画制度における地域商業の位置づけに関する考察－わが国のコ

ンパクトシティ政策の変遷をとおして」では，2014年に創設された改正都市再生特別措置

法に基づく立地適正化計画制度（立適制度）に関する検証を行う。これは，このように多く

の自治体で中活制度に対する期待感が減退しつつあることの一因をこの立適制度の導入に

よるものとみることができることに加えて，同制度に基づく立地適正化計画（立適計画）の

策定に取り組む市町村数が現在非常に早いペースで増加していること，そして，なによりも

この制度が土地利用計画としての色合いを強く持つもので，累次の商業まちづくり政策の系

譜を継ぐ制度ではないことに着目したものである。 
なお，既述のとおり，従来の中活制度が「単心型コンパクトシティ」であるのに対して，

新設の立適制度はいわゆる「多極ネットワーク型コンパクトシティ」として定義される。こ

こでは，この単心型から多極型へといたるわが国のコンパクトシティ政策の変遷過程につい

て学術的な動向との関連性を示しながら跡づけるとともに，それぞれの制度内容を整理する。 
そして，現在の立適制度の枠組みや自治体の立適計画策定の取り組みについて，流通政策

の立場からみて重大な懸念があることを提起した上で，宇野［2005］による「都市流通シ

 

ステム」の概念を提示しながら，地域経済において地域商業が果たす役割や有効性の観点か

ら同制度のあり方について論じる。 
最後に，第４章「まちづくり会社の現状と支援制度に関する考察－民間中心市街地商業活

性化事業に基づく投資支援制度に着目して」では，わが国の中心市街地活性化の取り組みに

おける重要な主体として位置づけられるまちづくり会社をめぐる現状とその支援制度に関

する考察を行う。 
まちづくり会社は中心市街地のエリア価値向上を図ることや，公的部門では対応しづらい

公益的事業を担うことを期待されるまちづくりの推進組織である。しかしながら，大半のま

ちづくり会社をめぐる現状はこうしたあるべき姿とは程遠いもので，十分な事業活動を展開

することができないばかりではなく，様々な組織上の課題を複合的に抱える状況がみられる。

そして，このようなまちづくり会社を取り巻く種々の問題については多年にわたって指摘さ

れているところである。 
そうしたことから，ここでははじめに，1980年代後半に整備された旧街づくり会社制度

以来のまちづくり会社を規定する法制度についてその一連の変遷プロセスを概観するとと

もに，現在のまちづくり会社を組織設立時の根拠法の新旧によって分類しながら，設立時期

別にそれぞれの団体の現状と課題についてくわしく分析を行う。 
以上を踏まえ，次に2014年の中活法改正によって創設されたまちづくり会社を支援対象

とした事業制度に着目する。なかでも，同法改正で新設された「民間中心市街地商業活性化

事業」に基づく投資支援制度に焦点をあて，その枠組みや期待される効果などに関する考察

を行う。そして，まちづくり会社へのヒアリング調査などから得られた知見に基づきながら，

同制度の活用拡大を図る上での課題を指摘するとともに，まちづくり会社における今後の検

討課題について論じる。 

［注］

（１）渡辺達朗『商業まちづくり政策－日本における展開と政策評価』 年， ページ。

（２）宇野史郎『まちづくりによる地域流通の再生』 年， ページ。

（３）宇野史郎，同上書， ページ。



 

第１章 商業まちづくり政策の展開と評価

− 中心市街地活性化法の制定・改正・再改正をとおして −

 

１．は じ め に

２．中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に

関する法律（旧中活法）成立まで

（１）まちづくり３法整備以前の商業まちづくり政策

（２）旧中活法と TMO 制度

３．中心市街地の活性化に関する法律（中活法）

（１）中活法と中心市街地活性化協議会制度

（２）中活認定自治体数の伸び悩みと目標達成率の低迷

４．中心市街地の活性化に関する法律の一部を改正する法律（改正中活法）

（１）中活法改正をめぐる検討過程

（２）改正中活法のスキーム

（３）改正中活法の取り組み状況

５．結 び に

１．は じ め に

2014 年７月，「中心市街地の活性化に関する法律」（中活法）が改正された。今回の法

改正は，前身の「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に

関する法律」（1998 年）の成立から数えると，2006 年の見直しに続いて２回目となる。 
中活法は，大規模小売店舗立地法，都市計画法とあわせた，いわゆる「まちづくり３法」

のひとつとして整備されたものであり，また，あらためていうまでもないが，市町村が都市

中心部の活性化を図るために行う事業に対して国が認定・支援する制度（中活制度）を規定

した法律である。しかしながら，2006年に行われた１度目の法改正を経ても，その政策効

果はほとんど表れず，かえって「シャッター通り」に代表されるような都心の衰退がその後

も全国で進展したため，今回２度目の法の見直しが行われるにいたった。 
なお，前回の2006年においては抜本的な法改正が行われたが，2014年に再改正された現

行法は，2006年中活法の枠組みを下敷きとしながら，新たな制度や改正措置を盛り込んだ

内容となっている（法律名＝中心市街地の活性化に関する法律の一部を改正する法律）。  
さて，このように中活法について直近の法改正までの経緯を簡単に追ったが，本章では現

行法であるこの2014年改正中活法にいたるまでの商業まちづくり政策の展開プロセスを跡



 

第１章 商業まちづくり政策の展開と評価

− 中心市街地活性化法の制定・改正・再改正をとおして −
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５．結 び に

１．は じ め に

2014 年７月，「中心市街地の活性化に関する法律」（中活法）が改正された。今回の法

改正は，前身の「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に

関する法律」（1998 年）の成立から数えると，2006 年の見直しに続いて２回目となる。 
中活法は，大規模小売店舗立地法，都市計画法とあわせた，いわゆる「まちづくり３法」

のひとつとして整備されたものであり，また，あらためていうまでもないが，市町村が都市

中心部の活性化を図るために行う事業に対して国が認定・支援する制度（中活制度）を規定

した法律である。しかしながら，2006年に行われた１度目の法改正を経ても，その政策効

果はほとんど表れず，かえって「シャッター通り」に代表されるような都心の衰退がその後

も全国で進展したため，今回２度目の法の見直しが行われるにいたった。 
なお，前回の2006年においては抜本的な法改正が行われたが，2014年に再改正された現

行法は，2006年中活法の枠組みを下敷きとしながら，新たな制度や改正措置を盛り込んだ

内容となっている（法律名＝中心市街地の活性化に関する法律の一部を改正する法律）。  
さて，このように中活法について直近の法改正までの経緯を簡単に追ったが，本章では現

行法であるこの2014年改正中活法にいたるまでの商業まちづくり政策の展開プロセスを跡

 

づけるとともに，これまでの中活制度の枠組みを確認しながらそれぞれの法制度の検証を行

う。 
中活法は，1990年代後半以降のわが国の商業まちづくり政策において，いわば基本法と

しての役割を期待されてきた法制度である。その２度目となる法改正が行われた今，ここで

あらためて，これまでの商業まちづくり政策の系譜を確認しつつ，その制度内容を検証する

ことは，今後の流通政策のあり方を構想する上でも大きな意味を持つものと考える。 
ところで，こうした商業まちづくり政策の展開や中活法の変遷をテーマとした先行研究は，

宇野［2012］，石原［2011］，松島［2009］，渡辺 ［2014］［2016］など数多く行われ

ているが，その大半は2006年中活法改正までの歩みを追ったものであり，2014年の再改正

にいたるまでの政策の齟齬，あるいは，再改正後の法制度やその取り組み状況について検証

した既往研究はない。
（１）

また，そのため，これまで行われた研究のなかでは，1998年法を中

活法，2006年法を改正中活法と略す場合が多い。こうしたことから，今回はそれぞれの便

宜上の呼称を整理する必要があると考え，ここでは2006年成立の「中心市街地の活性化に

関する法律」を「中活法」とし，その2014年改正法については「改正中活法」あるいは「改

正法」と，そして1998年旧法については「旧中活法」と示すこととした。 
本章の構成は以下のとおりに示される。第２節では，まちづくり３法整備までのわが国の

商業まちづくり政策の流れを跡づけ，1998年に整備された旧中活法のスキームを示す。そ

の上で，旧中活制度をめぐる課題を整理する。第３節では，2006年中活法の制度内容を確

認するとともに，その問題点についての検討を行う。続く第４節では，2014年中活法再改

正にいたる国レベルでの検討過程とそこでの主な論点を整理し，新たに成立した改正中活法

の枠組み，および再改正後の中活制度に対する自治体の取り組み状況について確認する。最

後に第５節では，2014年中活法再改正における主要な政策対応となった「裾野拡大」と「重

点支援」に関する評価を行うとともに，次章以降にて詳論する研究課題を提示する。 
 
２．中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に 

関する法律（旧中活法）成立まで 
 

（１）まちづくり３法整備以前の商業まちづくり政策 
まちづくり３法整備以前の流通政策は，大規模小売商と中小小売商との競争秩序の整備を

図ることに力点を置いた，いわゆる調整政策を基調とするものであった。特に，戦前の百貨

店法にはじまり，戦後の第二次百貨店法，大規模小売店舗法と続く法体系下での商業調整の

流れは，間違いなく日本の流通政策の主流を占めるものであった。
（２）

 
だが，そうした時代にも流通政策のなかにまちづくりの概念を取り入れることの必要性が

認識され，そのための数々の取り組みが行われてきた。ここでは，こうした３法以前におけ

る商業まちづくり政策の展開について概観することにする。 
まず，流通政策のなかに都市計画等のまちづくり的な要素がはじめて明示的に位置づけら



 

れた政策対応は，1970 年の「商業近代化地域計画」であるとされる。
（３）

日本経済が高度成長

期へと移行し，国際競争の荒波にさらされていくなかで，わが国の流通政策はそれまでの中

小保護的商業政策から流通近代化政策を推進する方向へと大きく舵を切った。そうした流れ

のなかで，中小企業庁から日本商工会議所への委託事業として開始された同計画事業は，市

町村の都市計画等との調整を図りながら，地域全体としての商業近代化を図ることを目的と

したものであった。 

この事業は，同年を皮切りに，年度ごとに策定地域を順次選定して行われたが，
（４）

事業の

実施にあたっては，日本商工会議所において，各地の商工会議所の代表のほか流通論，都市

計画論，交通論等の様々な分野の専門家・学識経験者を結集した商業近代化委員会が設置さ

れ商業近代化地域計画策定の手法が開発された。そして，これを各地の商工会議所に設けら

れた地域部会に提示し，各地域部会でそれらの手法を参考にした地域計画を策定するという

手順で進められた。
（５）

 
結果的に，商業近代化地域計画の策定は 1990年までの 20年間で 241の地域で行われた。

しかしながら，策定された計画に拘束力がなかったため，ハード事業に著しく傾斜したケー

ス，あるいは，そのまま実施に移されないケースが数多くあり，
（６）

そのため，地域による濃

淡はあったにせよ，総じてその成果は芳しいものではなかった。だが一方で，同事業につい

ては「多くの都市で商人が地域社会と向き合い，自らを見つめなおすきっかけを与えた」（石

原・石井［1992］）など，商業まちづくりの萌芽的な取り組みとして評価する意見もあり，

そうした側面においては少なからず意義ある試みとなった。 
次に登場したのが，『80 年代の流通産業ビジョン』（1983 年，以下 80 年代ビジョン）で

ある。同ビジョンは，商業近代化地域計画の流れを受け，コミュニティ機能の担い手という

観点から流通政策にまちづくり的な要素を位置づけたものである。
（７）

 
ここでは，特に商店街について「各地域の消費者ニーズを充たしていく上で地域住民にと

って身近な存在であり，かつ，一定の集積を備えた商店街の役割には極めて大きいものがあ

る」と再評価が行われ，その上で，商店街に期待する方向性として「地域文化の担い手とし

て極めて重要な地位」や「地域社会全体の活性化のシンボルとしての役割」などが示された。
（ ８ ）

すなわち，同ビジョンは，流通産業を考える場合において，経済的効率性ばかりではなく，

全体として一体感のある安定的な社会システムの維持・形成という社会的有効性の理念につ

いても配慮する必要性を示す内容となった。
（９）

 
加えて，この『80 年代ビジョン』においては，こうした考えに基づく「コミュニティ・

マート構想」が提示された。同構想においては，「買い物空間から暮らしの広場へ」という

キャッチフレーズの下，地域商業計画に盛り込まれた商店街整備事業の実施を都市計画事業

と総合的に推進することが提言され，加えて，中小小売業者による自主的なまちづくり活動

に対する支援等が掲げられた。 
コミュニティ・マート構想モデル事業は，1984 年度からほぼ年間 10 ヶ所で実施された。

このなかでは，小売業を都市のなかに位置づけるとともに，長期的な視野に立って交通問題



 

れた政策対応は，1970 年の「商業近代化地域計画」であるとされる。
（３）

日本経済が高度成長

期へと移行し，国際競争の荒波にさらされていくなかで，わが国の流通政策はそれまでの中

小保護的商業政策から流通近代化政策を推進する方向へと大きく舵を切った。そうした流れ

のなかで，中小企業庁から日本商工会議所への委託事業として開始された同計画事業は，市

町村の都市計画等との調整を図りながら，地域全体としての商業近代化を図ることを目的と

したものであった。 

この事業は，同年を皮切りに，年度ごとに策定地域を順次選定して行われたが，
（４）

事業の

実施にあたっては，日本商工会議所において，各地の商工会議所の代表のほか流通論，都市

計画論，交通論等の様々な分野の専門家・学識経験者を結集した商業近代化委員会が設置さ

れ商業近代化地域計画策定の手法が開発された。そして，これを各地の商工会議所に設けら

れた地域部会に提示し，各地域部会でそれらの手法を参考にした地域計画を策定するという

手順で進められた。
（５）

 
結果的に，商業近代化地域計画の策定は 1990年までの 20年間で 241の地域で行われた。

しかしながら，策定された計画に拘束力がなかったため，ハード事業に著しく傾斜したケー

ス，あるいは，そのまま実施に移されないケースが数多くあり，
（６）

そのため，地域による濃

淡はあったにせよ，総じてその成果は芳しいものではなかった。だが一方で，同事業につい

ては「多くの都市で商人が地域社会と向き合い，自らを見つめなおすきっかけを与えた」（石

原・石井［1992］）など，商業まちづくりの萌芽的な取り組みとして評価する意見もあり，

そうした側面においては少なからず意義ある試みとなった。 
次に登場したのが，『80 年代の流通産業ビジョン』（1983 年，以下 80 年代ビジョン）で

ある。同ビジョンは，商業近代化地域計画の流れを受け，コミュニティ機能の担い手という

観点から流通政策にまちづくり的な要素を位置づけたものである。
（７）

 
ここでは，特に商店街について「各地域の消費者ニーズを充たしていく上で地域住民にと

って身近な存在であり，かつ，一定の集積を備えた商店街の役割には極めて大きいものがあ

る」と再評価が行われ，その上で，商店街に期待する方向性として「地域文化の担い手とし

て極めて重要な地位」や「地域社会全体の活性化のシンボルとしての役割」などが示された。
（ ８ ）

すなわち，同ビジョンは，流通産業を考える場合において，経済的効率性ばかりではなく，

全体として一体感のある安定的な社会システムの維持・形成という社会的有効性の理念につ

いても配慮する必要性を示す内容となった。
（９）

 
加えて，この『80 年代ビジョン』においては，こうした考えに基づく「コミュニティ・

マート構想」が提示された。同構想においては，「買い物空間から暮らしの広場へ」という

キャッチフレーズの下，地域商業計画に盛り込まれた商店街整備事業の実施を都市計画事業

と総合的に推進することが提言され，加えて，中小小売業者による自主的なまちづくり活動

に対する支援等が掲げられた。 
コミュニティ・マート構想モデル事業は，1984 年度からほぼ年間 10 ヶ所で実施された。

このなかでは，小売業を都市のなかに位置づけるとともに，長期的な視野に立って交通問題

 

等をも考慮しながら都市に良質なストックを形成するという目的が示され，そのために商業

系のみならず都市系の専門家も加わった取り組みが行われたが，こうした各地での議論が果

たした役割は大きいものであったとされる 。
（１０）

なお，松島［2009］は，同構想について，「商

業近代化地域計画の系譜に位置づけられるものであり，これに地縁的人間関係，行商人との

交流といったコミュニティ的要素をもった人間的な都市商業空間を取り戻そうという『都市

商業ルネッサンス』のイメージの彩りを加えたものであった」と評している。 
そして，これに続いて策定されたのが『90 年代の流通ビジョン』（1989 年，以下 90 年代

ビジョン）である。同ビジョンにおいては，『80 年代ビジョン』のコミュニティ・マート構

想から着想を得た「街づくり会社制度」や，「ハイ・マート 2000 構想」などの新たな施策

が盛り込まれた。 
しかしながら，この『90 年代ビジョン』は，当時の日米構造協議における市場開放や規

制緩和の流れを受けたものであったため，市場メカニズムを重視する姿勢を鮮明に打ち出し

た内容となり，そればかりか，一連の政策対応によって積み上げられてきたまちづくりの視

点を大きく後退させるものとなった。かつての商業まちづくり政策において，経済的効率性

と並列的な関係におかれていた社会的有効性の理念は，ここで一応継承されはしたものの競

争メカニズムを補完する関係に置かれてしまい，それによって経済的効率性を志向する「本

流」の流通近代化政策に回帰してしまったのである 。
（１１）

 
また，同ビジョンで示された「ハイ・マート 2000 構想」は，その後 1991 年に特定商業

集積整備法（商業集積法）として法整備されたが，この法律は 1990 年代初頭から顕在化し

つつあった大型店の郊外立地を助長するものとなった。商業集積法は，規制緩和が強く求め

られるなかで地域商業の新たな振興策を模索したものである。そのため，商業基盤施設を併

設したショッピングセンターのなかに大型店と中小店との共存共栄の姿を見出そうと，大規

模な商業集積を核としたまちづくりを構想した法律となった 。
（１２）

また，同法の枠組みにおい

ては，大規模な商業集積の計画的整備が想定されるとともに，その開発タイプとして中心市

街地と郊外の２つが用意されたが，実際に対象となったのは郊外立地タイプの高度商業集積

型であった 。
（１３）

 
この商業集積法は，３つの関係省庁（通商産業省［現経済産業省］，建設省［現国土交通

省］，自治省［現総務省］）が基本方針を策定する旨を規定していること，そして，基本構想

の策定主体を市町村と定めたことなど，のちの中活法の原型ともいえる枠組みを備えたもの

ではあった。しかしながら，この法律が郊外への大型開発を誘導したことは間違いなく ，
（１４）

そのように地域商業に深刻な影響を与えた負の側面はあまりに重大であった。 
同法の立法段階においては，中心市街地の衰退が，まだそれほど問題視されていなかった

という背景があった。だが，その後，各地で大型店の郊外立地が急速に進展したことを受け，

商業集積法は次第にその役割を喪失していき，そして，1998 年の中活法制定によって事実

上の停止状態へといたった（その後，2006 年に同法は廃止された）。 
さて，このような混迷を経て，1990 年代半ばになると，わが国の流通政策はまちづくり



 

の視点を重視するものへと再び方向転換していくこととなった。すなわち，まちづくり３法

の整備に向けた本格的な取り組みの開始である。 
まず，1995 年には，それまでの累次の流通ビジョンを集大成するものとして『21 世紀に

向けた流通ビジョン』が策定された。ここでは，商業施設の郊外立地と中心市街地の衰退に

対する懸念が明確に指摘されたが，なにより特筆すべきこととして，はじめて「まちづくり」

がビジョンのなかに位置づけられるという対応が行われた。また，商業集積については，そ

の社会的・文化的な役割や機能を認めた上で，「これらの機能を総体としてとらえれば，商

業集積が地域社会の基礎的なインフラとなっているという意味において，新たな社会資本と

して位置づけることが適切である」と
（１５）

して，その意義が再評価された。 
こうした考えの下，産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議

において中心市街地活性化政策に関する議論が行われ，1997 年８月には『中心市街地にお

ける商業振興について（中間とりまとめ）』とする報告書がまとめられた。そして，同年 12
月には，同合同会議によって大規模小売店舗法を廃止し，新法（大規模小売店舗立地法）の

制定を求める中間答申『今後の大規模小売店舗に係わる施策のあり方について』が取りまと

められた。また，これらの動きと歩調をあわせるかたちで，旧建設省において都市計画中央

審議会での議論が行われ，都市計画法の改正の方針が打ち出された。 
以上の流れを経て，1998 年に，中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性

化の一体的推進に関する法律（旧中活法），大規模小売店舗立地法，改正都市計画法からな

る，いわゆる「まちづくり３法」が成立した。 
 
（２）旧中活法と TMO 制度 

このような経緯を経て整備されたまちづくり３法であるが，本項でははじめに，３つの法

律のそれぞれの役割と特徴について整理しておきたい。まず，中活法は，市町村が中心市街

地の活性化を図るために行う取り組みと，それに対して国が認定・支援する制度を規定した

ものである。旧中活法においては，「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活

性化の一体的推進に関する法律」の正式名が示すように，商業を軸としたまちづくりの取り

組みがその支援対象とされた（なお，2006 年の法の見直しによって，この商業・市街地整

備改善の２分野に，都市福利施設整備とまちなか居住の２つを加えた計４分野へと中活法の

支援対象は拡大された）。 
一方，大規模小売店舗立地法は，店舗面積 1,000 ㎡以上の大型店の出店を生活環境保持

の観点から規制する法律である。また，1998 年の改正都市計画法は，もともと土地利用を

規定するための法律であったものを，商業施設を含めた様々な施設の立地をある程度コント

ロールすることを目的として見直ししたものであった。 
このように，中心市街地における活性化事業を定めた中活法と，規制的な役割を持った他

の２法とが互いに関連することで，都市中心部の活力回復を図ることを狙った法体系が一般

的にまちづくり３法と呼ばれるものである。そして，その枠組みのなかで，新たに商業まち



 

の視点を重視するものへと再び方向転換していくこととなった。すなわち，まちづくり３法

の整備に向けた本格的な取り組みの開始である。 
まず，1995 年には，それまでの累次の流通ビジョンを集大成するものとして『21 世紀に

向けた流通ビジョン』が策定された。ここでは，商業施設の郊外立地と中心市街地の衰退に

対する懸念が明確に指摘されたが，なにより特筆すべきこととして，はじめて「まちづくり」

がビジョンのなかに位置づけられるという対応が行われた。また，商業集積については，そ

の社会的・文化的な役割や機能を認めた上で，「これらの機能を総体としてとらえれば，商

業集積が地域社会の基礎的なインフラとなっているという意味において，新たな社会資本と

して位置づけることが適切である」と
（１５）

して，その意義が再評価された。 
こうした考えの下，産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議

において中心市街地活性化政策に関する議論が行われ，1997 年８月には『中心市街地にお

ける商業振興について（中間とりまとめ）』とする報告書がまとめられた。そして，同年 12
月には，同合同会議によって大規模小売店舗法を廃止し，新法（大規模小売店舗立地法）の

制定を求める中間答申『今後の大規模小売店舗に係わる施策のあり方について』が取りまと

められた。また，これらの動きと歩調をあわせるかたちで，旧建設省において都市計画中央

審議会での議論が行われ，都市計画法の改正の方針が打ち出された。 
以上の流れを経て，1998 年に，中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性

化の一体的推進に関する法律（旧中活法），大規模小売店舗立地法，改正都市計画法からな

る，いわゆる「まちづくり３法」が成立した。 
 
（２）旧中活法と TMO 制度 
このような経緯を経て整備されたまちづくり３法であるが，本項でははじめに，３つの法

律のそれぞれの役割と特徴について整理しておきたい。まず，中活法は，市町村が中心市街

地の活性化を図るために行う取り組みと，それに対して国が認定・支援する制度を規定した

ものである。旧中活法においては，「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活

性化の一体的推進に関する法律」の正式名が示すように，商業を軸としたまちづくりの取り

組みがその支援対象とされた（なお，2006 年の法の見直しによって，この商業・市街地整

備改善の２分野に，都市福利施設整備とまちなか居住の２つを加えた計４分野へと中活法の

支援対象は拡大された）。 
一方，大規模小売店舗立地法は，店舗面積 1,000 ㎡以上の大型店の出店を生活環境保持

の観点から規制する法律である。また，1998 年の改正都市計画法は，もともと土地利用を

規定するための法律であったものを，商業施設を含めた様々な施設の立地をある程度コント

ロールすることを目的として見直ししたものであった。 
このように，中心市街地における活性化事業を定めた中活法と，規制的な役割を持った他

の２法とが互いに関連することで，都市中心部の活力回復を図ることを狙った法体系が一般

的にまちづくり３法と呼ばれるものである。そして，その枠組みのなかで，新たに商業まち

 

づくり政策の基底をなす役割を担ったのが中活法である。したがって，以降では，この中活

法に焦点をあてながら，わが国の商業まちづくり政策の展開と制度内容の変遷過程について

確認していくこととする。 
まず，1998 年に制定された旧中活法では，はじめに中心市街地活性化事業（中活事業）

に関する定義が示された。すなわち，同事業について，国ではなく地域が主体となって自ら

の地域の活性化に取り組むものであり，その地域主体が地域事情に応じた独自性ある活性化

策を講じるための取り組みであるとする趣旨の明示である。その上で，国が必要と認めた中

活事業に対しては，当該地域に財政的支援が行われる旨などが盛り込まれた。 
そして，これらの事業を推進するためのシステムとして導入されたのがタウンマネジメン

ト機関（TMO）制度である。同制度では，中心市街地の商業集積をいわばひとつのショッ

ピングモールと見立て，これを一体的かつ計画的に整えていくために，タウンマネジメント

の手法が採用されるとともに，それらの事業を推進し，企画・調整と事業の実施を担う機関

として TMO を設立することが義務づけられた。 
同法のスキームによれば，まず自治体が基本計画を策定する。次に，これを受けて TMO

になろうとする者がTMO構想を策定し，自治体の認定を受けることによってTMOとなる。

さらに TMO は構想に盛り込まれた事業計画を作成し，経済産業大臣の認定を受けることに

よってはじめて，国からの財政的支援を受けることができるというものである。また， TMO
になれる団体として，商工会，商工会議所，第３セクターの特定会社や公益法人，NPO 法

人など４つの類型が定められた。 
そして，TMO には，中活事業における「企画・調整」と「事業の実施」という２つの役

割が付与された。まちづくりは，元来，商業者や商店街団体，行政だけでなく，企業，住民，

NPO などの多様な主体が参画するべきものであるにもかかわらず，それまではそれぞれの

主体が単独で事業に取り組むケースが多かった。それゆえ，ここで明示された TMO の２つ

の役割については，まさに画期的なものといえた。前者の「企画・調整」については，TMO
に対して，まちづくり事業の企画立案のみならず，関連する地域主体やステークホルダー間

の議論形成など幅広い業務を担うことが期待された。そして，後者の「事業の実施」につい

ては，TMO は，商店街や商業施設の整備などのハード事業，イベント等のソフト事業など

多岐にわたる事業の実施・推進役として位置づけられた。 
このような内容を備えた制度として，また，国によってはじめて法定化されたまちづくり

の仕組みとして TMO 制度は誕生した。そして，この新たな制度に寄せる各地の期待は大き

く，すぐさま TMO の設立・認定に向けた取り組みが全国で行われていった。 
しかしながら，そうした各地の動きも，実際の中心市街地活性化の取り組みまではいたら

ないことがほとんどであった。渡辺［2016］によると，旧中活法の最終局面（2006 年 2 月）

までに，中心市街地活性化基本計画をまとめたのは全国で 683 地区・624 市町村に達した

が，TMO 構想をまとめ市町村に認定された TMO は 405 団体に，さらに，そこから経済産

業大臣の認定を受けた TMO 計画にいたっては，わずか 225 にとどまるな
（１６）

ど浸透せず，結



 

果的にこの制度の活用は極めて限定的なものとなった。このような基本計画は策定したもの

の TMO 構想に進まない例や，最終的な TMO 計画の認定までいたらない例については，そ

の要因として，資金的な理由から TMO を設立し事業を実施するまで踏み切れないことや，

TMO における人材難などの問題があったとされる 。
（１７）

 
また，最終的に国の認定を受けることができた地域についても，中心市街地活性化の取り

組みは徐々に行き詰まるようになり，長続きしないケースが多く表れるようになった。例え

ば，熊本市の場合，当時の熊本 TMO（2001 年７月認定）であった熊本商工会議所に対し

てヒアリングを行ったところによると，主要事業のひとつとして行っていた広報誌の発行が

2003 年度で終了したことをはじめ，その他の TMO 事業も早々に活動停止状態に陥ったと

のことである。 
これについては，なにより，熊本商工会議所が TMO として様々な地域主体をまとめるこ

との難しさがあったという 。
（１８）

すなわち，本来，地域の個店や商店街への指導・支援等を主

業務とする商工会議所が，TMO として中心市街地活性化における「企画・調整」と「事業

の実施」の役割を担うことにそもそも無理があったという指摘である。 
さて，こうした問題を受け，TMO 制度は 2006 年の法改正によって，ついに中活制度の

枠組みからその姿を消すこととなった。この制度の問題点については，これまで様々な先行

研究が指摘している。例えば，都市中心部における商業活性化の範囲にとどまり，多くのケ

ースにおいて，自治体の小売業を担当する部局の事業領域として位置づけられるに過ぎなか

ったことが挙げられている 。
（１９）

あるいは，まちづくりに関わる地域主体内部の問題として，

人材・資金・経験の不足，さらには情報・ノウハウの不足など，TMO の事業主体としての

資源の不十分さを問う指摘もなされている 。
（２０）

 
その他，中活事業の完了スケジュールの明示義務がなかったために，各地で未実施のまま

の事業が多かったことなどの問題も挙げられよう（その後，2006 年の法改正によって，中

活認定期間については原則１期５年間とすることが定められた）。 
このように，TMO 制度が早々にほころびを来たすことになった要因については，1998

年のまちづくり３法制定の際，その制度設計に要する時間が十分ではなく，そのため，熊本

市の事例が示すように，責任主体のあり方など，受け皿となるまちづくりの現場がそれに追

いついていなかったこと，そして，そもそも TMO 制度というものが現場の実態に即してい

なかったということに尽きるだろう。 
こうした反省を踏まえながら，2006 年には抜本的な法の見直しが行われることとなった。 

 
３. 中心市街地の活性化に関する法律（中活法） 
 
（１）中活法と中心市街地活性化協議会制度 

2000 年代に入ると，折からの中心市街地の空洞化問題に加え，人口減少社会への対応が

喫緊の課題となっていた。こうした危機感から，2006 年のまちづくり３法見直しにおいて
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は，無秩序な郊外開発からコンパクトシティへの転換をスローガンとして各法の再整備が行

われた。 
大規模小売店舗立地法については，深夜営業の拡大に伴う対応強化や，大型店の退店時の

対応等の社会的責任を明示することが新たに求められた。また，新規出店の際に事業者に課

せられる諸要件について，中心市街地への立地誘導を促進しやすいものにするための特例措

置が設けられた。見直し前は，駐車場の設置台数をはじめとする出店時の要件が都心部と郊

外部と一律に厳格な内容で規定されており，そのことが事業者の中心市街地への出店を阻害

する要因にもなっていたが，この措置はその内容を緩和した対応であった。 
改正都市計画法においては，ゾーニング制度と広域調整の仕組みが取り入れられるなど大

幅な強化が行われた。主な内容として，まず市街化区域における用途地域について，改正前

は６地域（第２種住居地域・準住居地域・商業地域・近隣商業地域・工業地域・準工業地域）

で大規模集客施設の立地が可能だったが，改正後は商業地域・近隣商業地域・準工業地域の

３地域に限定された。開発許可制度については，市街化調整区域における 20ha 以上の大規

模開発に関して，従前の例外規定を廃止し，病院等の公共施設の立地や自治体等による開発

をも許可制の対象に含めるなどの見直しが行われた。都市計画区域の非線引き白地地域にお

ける 10,000 ㎡超の大規模集客施設の立地については，それまでの「制限なし」から「原則

立地不可」へと規制された。また，広域調整手続について，都道府県が市町村の都市計画決

定などに対する協議同意を行う際に，当該自治体のみならず隣接自治体等からも意見を聴取

することが新たに可能になった。 
 

 



 

そして中活法に関しては，人口減少社会等の社会情勢の変化に対応すべく，中心市街地に

おける都市機能の増進と経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進するという目的の下に

全面改正された（図表１－１）。 
まず，中心市街地活性化の取り組みについて，国，自治体，および事業者の責務規定が新

設された。これは，国・自治体は施策を策定し実施する責務を有し，一方の事業者はそれら

の施策の実施に必要な協力をするよう努めなければならないという内容である。 
次に，支援スキームとして内閣に中心市街地活性化本部を新設，市町村が中活法による支

援を受けるためには，国が新たに用意した基本方針に基づいて中心市街地活性化基本計画を

策定し，内閣総理大臣による認定を受けなければならないと明示された。 
あわせて，旧中活法において課題とされたバラマキ支援を是正し，国による「選択と集中」

の姿勢が明らかにされるとともに，認定された事業については国が重点的に支援することが

謳われた。加えて，この支援措置については，従来の支援策が商業活性化に偏っていた反省

を踏まえて，市街地の整備改善や都市福利施設の整備，まちなか居住の推進などにも対象を

広げること（認定４要件），そして，こうした地域のハード的な取り組みをより重視する姿

勢が打ち出された。 
また，最大の懸案であった中活事業の推進体制については，旧中活法下での TMO 制度に

かわって，中心市街地ごとに中心市街地活性化協議会（協議会）を組織することが新たに定

められた。従前の制度では，商業活性化の取り組みの企画・調整，および事業の実施推進の

ために TMO を組織すること，そして，その対象者を商工会や商工会議所，第３セクターの

まちづくり会社などに限定していたが，協議会については，商工会・商工会議所，中心市街

地整備推進機構，まちづくり会社，事業者，市町村，地権者，地域住民等の多様な主体が共

同で組織するものとされ，またその役割については，市町村が作成する「基本計画」ならび

に「認定基本計画」，および事業の実施に関して，議論形成や事業活動の取りまとめを行い，

地域のまちづくりを総合的かつ一体的に推進していくことと示された。 
なお，基本計画の期間については原則５年ごととし，その推進のために，基本計画におい

て中心市街地活性化の具体的な目標数値を設けること，およびそのフォローアップ体制を明

らかにすることが求められた。 
このように，国の責務や内閣総理大臣による認定スキームなど，中活法は，いうなれば中

心市街地活性化の基本法として大幅な強化が図られた。そのなかで，新設された協議会制度

については，TMO の失敗を踏まえて共同運営方式が採用され，多様な地域主体が参画しな

がらまちづくりをコーディネートし，推進していく体制が用意された。 
そして，３法間では各法の連携強化が図られ，その不整合の是正が目指された。特に，改

正都市計画法に新たに付与されたゾーニング機能は，大型店の無秩序な郊外立地を抑制し，

中心市街地への立地誘導を図るための支援策として強化されたものである。いわば，中活法

がまちづくりのアクセルとして，一方の都市計画法が郊外出店のブレーキとしての機能を担

う狙いがあり，また，それによって中活事業の実効性を高める目的があった。 
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（２）中活認定自治体数の伸び悩みと目標達成率の低迷 
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（２１）

ど，中活制度にエントリーする市町村数が著しく低迷した。 
協議会数については，従前の TMO は 2006 年の法改正までの認定数が 405 団体あったこ

とから，これとの比較でみればその数がいかに減少したかがわかる。また，認定基本計画数
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市福利施設の整備とまちなか居住の推進の２つを加えた４つの事業分野に支援対象が拡大

されたことによって所管省庁が変更されるとともに，認定のために求められる計画の内容が

厳格化されたことが挙げられる。つまり，改正後の中活制度は，それまでの経済産業省の担

当領域だけでなく，国土交通省や総務省関連の分野にまで及ぶ内容となり，それに伴って新

たに内閣府の所管制度へと格上げされたが，これによって，中活制度は内閣総理大臣による

認定を要する制度となり，相応の重みを持つものとなった。 
そして，こうした中活制度の認定スキームは，特に計画立案のための人材が不足しがちな
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のすべてに新規事業を盛り込んだ基本計画を申請することが必要とされたことである。いわ

ゆる「認定４要件」の問題である。後述するように，この認定４要件は 2014 年の再改正で

緩和されることになるが，ここでは，当時の認定手続きにおけるハードルの高さを示す事例

として，法改正前の 2013 年に中活を終了した A 市のエピソードを紹介したい。 
A 市では， 2006 年の中活法成立からほどなく中活基本計画の認定を目指すこととなった。

策定した基本計画は４つの事業分野すべてに新規事業を盛り込んだ内容で整えられ，それに

よって滞りなく国からの中活認定を受けることができた。そして，認定期間の５年間では

様々な事業を実施し，特に，公共施設と小売施設を併設した複合ビルの整備やマンションの

供給といったハード事業については，ほぼ予定どおりに完了することができた。しかし，こ

うした事業の実施によっても中心市街地活性化の効果は表れなかった。そのため，引き続き



 

２期目の中活認定を目指すことになり，その計画策定が行われることとなった。 
だが，すでに１期５年間での事業によって，中心市街地内には新たなハード施設を整備す

るための開発余地はほとんど残されていなかった。また，需要予測の観点からも，公共施設

や商業施設，居住施設の整備などのハード事業を新しく打ち出すことは困難だった。 
それでも，なんとか２期目の中活計画の申請にはいたった。しかし，認定４要件のそれぞ

れに目ぼしい新規事業を盛り込むことができなかったことの影響は大きく，その基本計画は

不採択となった。その結果，A 市は継続活用の意欲がありながら，わずか５年間で中活の取

り組みを終了せざるを得なかったという。 
これは，１期計画として初めての採択を目指してのものではなく，２期計画への継続に向

かいながらも，それが国から認定されなかったケースである。なお，筆者は九州・中国地区

の 12 の中活認定自治体に対し，この 2006 年中活法の評価についてヒアリングを行う機会

を得たが（第２章参照），その際に複数の自治体担当者が異口同音にコメントしていたのが

「中活は１期よりも２期の認定が難しい。なぜならば，４つの事業分野で再び新規事業を盛

り込む必要があるから」ということだった。いずれにしても，このことは，このときの中活

制度がいかにハードルの高いものであったかということを，つぶさに表す実例といえるだろ

う。 
そして，第２の問題は，中活認定自治体の大半が，取り組んだ事業の数値目標を達成でき

なかったことである。中心市街地活性化基本計画においては，中心市街地の歩行者通行量や

居住人口，空き店舗率，年間小売販売額等の定量的な指標に基づく数値目標を各市町村が設

定し，５年後にその測定を行うこととなっている。この達成状況について，内閣府・内閣官

房が実施したフォローアップによれば，2012 年度末までに基本計画が終了した 30 の市町

村において採用された合計 95 の目標指標のうち，達成されたものは全体のわずか 27％にと

どまった 。
（２２）

とりわけ，中心市街地における商業活性化に関する評価指標の達成率について

は，販売額等が 14％，空き店舗等が 13％と極めて低調なものになった。 
また，同調査では中活事業の進捗状況に関する質問が行われており，これに対して自治体

の約７割が「順調である」と回答したデータがあるが，これらの調査結果は，当初計画され

た中活事業が必ずしも数値目標の改善に寄与していないこと，さらにいえば，中活事業を計

画どおりに実施したにもかかわらず中心市街地が活性化しないという，非常に深刻で根本的

な問題が所在することをうかがわせるものとなった。 
こうした状況について，国レベルの分析では，中心市街地に民間資本の流入が進まなかっ

たこと，そして，そうした都心への流入を図るべき民間資本が，逆に都市郊外やロードサイ

ドへ流出したことがその主たる要因と考えられた 。
（２３）

 
以上の中活制度をめぐる２つの不具合，すなわち，制度を活用する自治体が極めて少ない

こと，そして，少数ながらも認定を受け中活の取り組みを行った自治体において，その事業

効果がほとんど現出していないということは，いずれも法制度のあり方にかかわる重大な問

題であった。 
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こうした課題に対応するために，ついに中活法の再改正に向けた動きがいよいよ本格化す

ることとなった。 
 
４. 中心市街地の活性化に関する法律の一部を改正する法律（改正中活法） 
 
（１）中活法改正をめぐる検討過程 

2006年からの新しい法制度の下で中活事業に最も早く取り組んだ市町村は，2007年２月

に第１号認定を受けた富山市と青森市をはじめ全国で約30団体あったが，これらの自治体

が５年間の認定期間を満了する時期にあたる2012年度から，それまでの各地の中活事業に

関する評価や，実施された事業効果についての分析が本格的に始められた。 
そして，こうした関係省庁を中心に行われた作業で明らかになったのは，前掲した認定４

要件の問題や，認定自治体数の伸び悩み，目標達成度の低迷といった制度上の不具合に加え

て，なによりも，多くの自治体で中心市街地の衰退がますます進展し，そうした状況が深刻

化していることであった。 
もはや，中活法は再改正が必要であるとの認識で大勢が占められていた。同年７月には，

法改正を前提に中活施策を検証すべしとの閣議決定が
（２４）

行われ，これを受けた翌2013年には，

関係省庁において具体的な議論がいよいよ着手されることとなった。 
その重要な検討の場となったのは，経済産業省産業構造審議会中心市街地活性化部会と内

閣官房中心市街地活性化推進委員会である。本節では，はじめに，これらの中活法改正をめ

ぐる国レベルでの検討過程に焦点をあて，その主要な論点を整理する。そして，こうした流

れを踏まえた上で改正後の新たな中活制度の枠組みについて確認することとする。 
まず，前者の産業構造審議会中心市街地活性化部会（産構審中活部会）からみていきたい。

2013年２月から５月までの全７回にわたって実施されたこの会議では，経済産業省の担当

者をはじめ，小売事業者（百貨店・スーパー・インターネット通販等）や銀行業，自治体（都

道府県・市町村），経済団体（商工会・商工会議所等），まちづくり組織，学識者といった

各界のメンバーを集め，新しい中心市街地活性化のあり方をめぐる様々な議論が行われた。 
最初に取り組まれたものは，それまでの中活法の理念や意義についての評価である。そこ

では，中活法の枠組み自体に対しては肯定的に受け止められるとともに，これを再評価する

意見が多数を占めた。たとえば「（中活法の）真髄というのは，ハードとソフトが一体にな

って，横断的に地域のエリアを決めたところで動かせるということがすごく魅力であり，今

までこういう横断的な考え方をもった法律はない 」
（２５）

というものや，「市街地の整備という

都市的なものと（中略）経済活動を一体的に整備できる法律として，実をいうと画期的な法

律。さらに，まちづくり会社，協議会もつくっていいということで，まちづくりを一体的に

できる。（中略）これを活かすことによってまちづくりの骨格をつくれる総合トータルな法

律として，実はでき上がっていた 」
（２６）

といった声である。こうして，法制度の大枠について

は今後も踏襲するという方向性が確認された。 



 

その上で，次に中活制度上の諸問題をめぐる具体的検討が行われた。ここでは，様々な課

題が取り上げられ幅広い議論が展開されたが，特におもだった論点を取り上げると次の４つ

が示される。すなわち，中活に取り組む自治体の裾野拡大，中心市街地への民間投資の流入

促進，都道府県による広域的な調整，そして中活の推進主体の体制強化である。以下，それ

ぞれのテーマについて，出された意見や主な議論の内容を提示していきたい。 
まず，第１の論点である「中活に取り組む自治体の裾野拡大」に関しては，小規模自治体

の存在を強く念頭に置きながら，制度の改善を求める指摘が数多く出された。たとえば，「人

口規模の大きいまちに偏っている。チャレンジできるまちが限られている。（中略）小さい

まちでも取り組みできることが重要なのではという観点で『気軽に』中心市街地活性化に挑

戦できるような仕組みを考えてもいいのではないか 」
（２７）

とする意見が出されたほか，認定の

ハードルの高さを解消するために，画一的な規制から地域実情に即した弾力的な規制への転

換が提起された。 
次に，第２の「中心市街地への民間投資の流入促進」については，中心市街地活性化に民

間活力を有効に活用することの必要性が確認されるとともに，その方策についての議論が展

開された。そこでは，自治体には使いやすいが民間には使いづらいとされる国の制度につい

て，民間にも使いやすいようなメニューにして，民間にも投資等を頑張ってもう一度再生し

ようという気にさせるべきといった指摘をはじめ，民間資本を呼び込むための具体策として，

中心市街地内に戦略ビジネスエリアのような集約したエリアを設定する案などの踏み込ん

だ提言も行われた。 
第３の「都道府県による広域的な調整」については，中活に取り組む自治体への都道府県

の役割に関する議論が行われた。たとえば，自治体の中活の取り組みについて，県は市町村

に対してガイダンスを与える等の関与を行うべきであり，上位自治体である都道府県のそう

した機能を明確化すべきという意見，あるいは，県から市町村に対してそれぞれの地域特性

に応じた中活の目標設定を求めることができる仕組みといった広域調整制度が必要である

という声が上げられた。 
そして，第４の「中活の推進主体の体制強化」に関する議論であるが，ここで具体的に体

制強化を図るべき対象とされたのは，中心市街地活性化協議会（協議会）とまちづくり会社

の２つである。まず，協議会については，意欲的な市町村を支援するための国の認定制度（中

活制度）における「多様な主体が参画する取り組みのエンジン」として評価されるとともに，

その推進体制となる協議会制度そのものは肯定的にとらえられたが，その運営のあり方をめ

ぐっては多くの意見が提起された。そのひとつは，協議会の活動の停滞と，その要因として

自治体と協議会の連携性の欠如を問うものである。たとえば，自治体が中活基本計画の策定

および申請の役割を担う一方で，協議会についてはその追認に終始する傾向がみられ，いわ

ば市町村の下請け的組織となっているのではないかといった指摘がなされた。また，協議会

をめぐっては，任意組織であるため主体責任がないことや，専従職員を配置しているのが全

体の４分の１にとどまるなど事務局体制の整備が遅れていることも問題視された。 
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一方，まちづくり会社についてもそのあり方を問う意見が数多く上げられた。なお，これ

については，この産構審中活部会において最も議論の比重が置かれたテーマであるといって

も過言ではない。 
まちづくり会社は，協議会の主要構成員と位置づけられるとともに，中心市街地活性化に

おける重要な推進主体として期待されるものである。それにもかかわらず，各地の取り組み

状況をみると，その大半が目立った活動を行っていない。その要因としてここで大きくクロ

ーズアップされたのは，まちづくり会社の経営基盤の脆弱さである。具体的には，補助金や

公益部門からの出資に頼りがちで，金融機関からの融資等を得られにくく，そのため，公益

事業を行うための人件費や活動資金が十分に確保できていないという指摘である。これにつ

いては，まちづくり会社に法的位置づけを付与し，ステータスや信用力を強化することで，

その財政基盤を強化すべきとの意見が多く示された。そして，このような対策を講じた上で，

まちづくり会社に協議会の事務局としての役割を与えることや，既存の都市ストックや未低

利用地といった中心市街地内の不動産を管理・開発を担う主体にまで発展させるべきという

声が相次いだ。 
以上のようなテーマのほか，産構審中活部会では，中活の目標設定のあり方として地域の

独自色ある目標指標を認めることや，目標達成のためのフォローアップ（PDCAサイクル）

の運用強化，タウンマネージャーの育成や雇用体制の確立等に関する検討も行われた。 
これらの議論は，最終的に『中心市街地の再活性化に向けて（提言）』として取りまとめ

られ，同年６月に発表された。そのなかでは，国が中心市街地活性化に引き続き関わること

の必要性や，中活制度をめぐる様々な課題とその具体的な対応の方向性が明示されるととも

に，市町村や協議会，まちづくり会社，民間といった各地域主体別に，それぞれに今後期待

される中活の取り組み方の方向性等が示された。 
そして，これを受けて次に行われたのが，内閣官房中心市街地活性化推進委員会（内閣官

房中活委，同年７〜12月）であった。これは，各省庁でそれまでに行われた検討や，コン

パクトシティ政策強化の方向性を打ち出した『日本再興戦略 』
（２８）

を踏まえて開催されたもの

である。 
この内閣官房中活委については，議事要旨のみがリリースされており，議事録が公開され

ていないため，残念ながらその検討過程や議論の詳細は明らかではない。しかしながら，そ

の議事要旨においては，流通政策の分野では産構審中活部会での検討と概ね同様の議論が行

われたこと，そして，関係省庁を横断する内閣官房による検討会であることから，流通政策

の領域のみならず，国土交通省所管の都市計画や公共交通の整備等の分野も含めた幅広い議

論が行われたことが記録されている 。
（２９）

 
内閣官房中活委は計５回にわたって実施され，そこでの議論は報告書『中心市街地活性化

に向けた制度・運用の方向性』として最終とりまとめが行われた（同年12月）。そして，

そこでは新しい中活の具体的施策についてその方向性が次のように示された。 



 

すなわち，①認定市町村の「裾野拡大」 ②地域の実態に即した柔軟な区域設定 ③広域的

な調整 ④波及効果が大きい事業への「重点支援」 ⑤実施体制の強化 ⑥計画目標，評価指

標，フォローアップ（PDCAサイクル）の運用改善 の６つである。

かくして，経済産業省と内閣官房での２つの検討を経て，新たな中心市街地活性化施策の

下地が整えられた。そして，翌2014年に中活法改正が行われるにいたる。 
 
（２）改正中活法のスキーム 

2014年７月施行の改正中活法においては，前掲した６つの政策の方向性について，それ

ぞれ次のような対応が行われた。 

①認定市町村の「裾野拡大」 →基本方針改正

特に小さなまちについては，既存のストックがあれば，いわゆる認定４要件のうち，

特定の事項に新たな事業がなくても積極的かつ柔軟に認定すること

②地域の実態に即した柔軟な区域設定 →基本方針改正

都市のなかに社会経済的に中心的な役割を果たしている拠点が複数ある場合は，複数

の拠点を一体として認定すること

③広域的な調整 →基本方針改正

都道府県が市町村の求めに応じて，条例等の活用によって積極的に広域的な調整を行

うこと（指導・助言等）

④波及効果が大きい事業への「重点支援」 →法改正，および予算・税制措置

「特定民間中心市街地経済活力向上事業制度」の創設

⑤実施体制の強化 →基本方針改正

基本計画の策定や見直しの際に，市町村が中心市街地活性化協議会の意見を尊重する

こと（＝中心市街地活性化協議会の機能の明確化）

⑥計画目標，評価指標，フォローアップ（PDCA）の運用改善 →基本方針改正

認定自治体は，地域の実情に即した独自の評価指標を自ら考え，設定すること。歩行

者通行量等の基礎データについては毎年把握し，評価すること。認定基本計画は原則

毎年フォローアップし，協議会機能を活用し PDCA を徹底すること

その他，改正法においては，中心市街地の商業活性化を支援するソフト事業の認定制度や，

道路占用および通訳案内士法の特例制度の創設，国から市町村への規制解釈等の回答制度の

整備といった措置も盛り込まれた。

こうして，図表１－２に示されるように，改正中活法は，様々な改正措置や新設制度を

盛り込んだ内容となった。なお，内閣官房中心市街地活性化推進委員会において検討された

都市計画と公共交通の整備については，中活法の再改正と同時期に関連２法の改正が行われ，

別の枠組みにおいてその対応が図られることになった（都市再生特別措置法および地域交通 
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活性化再生法，第３章参照）。 
以上が，この法改正におけるトピックであるが，なかでもここで特筆しておきたいのは，

①と④である。これらは，前節で 年中活法の課題として挙げた２つの事柄，すなわち，

中活制度を活用する自治体数が伸び悩んだこと，そして，認定自治体で実施された中活事業

の効果がほとんど現出していないということに対応するために，改正中活法の２本柱として

採用された主要政策となった。

まず①については，「裾野拡大」として，認定４要件（市街地の整備改善，都市福利施設

の整備，まちなか居住の推進，商業活性化）の緩和措置が設けられた。具体的なケースとし

て，例えば既に民間事業者によって住宅が十分供給されている場合は「まちなか居住」のた

めの新たな措置を盛り込むことが不要とされた。あるいは，１期計画で十分な措置をとった

分野については２期計画では新たな措置を不要とするなど，新規に整えることが非効率であ

ると考えられる機能については整備しないことも認める方針が示された 。
（３０）

そして④については，「重点支援」として，特定民間中心市街地経済活力向上事業制度（特

民事業制度）が新設された。この制度の目的は，民間投資の中心市街地への流入を図るとと

もに，こうした民間活力を活用した中心市街地活性化の取り組みを促進することである。 
そのため，この制度の活用主体としては，市町村ではなく，純民間やまちづくり会社等の

民間主体が想定された。一方，ここでの市町村の役割については，こうした民間プロジェク

トの国（経済産業省）への申請窓口という位置づけがなされた。 
また，同制度の認定を受けるためには，意欲的な数値目標を達成することが当該事業の事

業計画に照らして十分に見込まれること，中心市街地および周辺地域の経済活力を向上させ



 

る波及効果があること，地元住民のコミットメントがあること等の要件が課せられた。そし

て，こうした条件を満たした上で，同事業を活用する民間主体は，様々な予算措置や税制優

遇，低利子融資等の金融措置といった手厚い支援を受けることができるという枠組みが示さ

れた。 
なお，この制度は中活の認定地域のみが活用できる付帯制度である。つまり，同事業の活

用については，プロジェクトの当該地区が認定中心市街地内であることが前提とされ，また，

これにエントリーするか否かはそれぞれの中活認定地域の任意となっている。 
このように，この中活法再改正において，従来の２つの懸案事項に関しては明確な政策対

応が行われた。だがその一方で，中活の推進主体である中心市街地活性化協議会（協議会）

の運営改善を図るための実効的な手立ては講じられないままとなった。 
すなわち，この法の見直しにおける協議会をめぐる対応としては，市町村に対して協議会

の意見を尊重することを求めるという趣旨を盛り込んだ基本方針の改正こそ行われたもの

の，これは両者の関係性を密にするべきであることを示したものに過ぎず，いわばマニュア

ルの強化にとどまる内容である。多くの協議会において組織の形骸化があることを考慮すれ

ば，組織運営の側面からその抜本的な対応が図られるべきであったと考える。 
次に，まちづくり会社については一定の政策対応が行われたといってよい。先にみたよう

に，このことは産業構造審議会中心市街地活性化部会（産構審中活部会）をはじめとする国

の検討の場において最も議論されたテーマのひとつであった。産構審中活部会の提言書や内

閣官房中心市街地活性化推進委員会の報告書では，その経営基盤の強化を図ることの必要性

が提起されていたが，これに対応するかたちで，まちづくり会社を主たる活用主体に想定し

た支援制度として，民間中心市街地商業活性化事業制度（商業活性化事業制度）が創設され

た。 
この制度は，中心市街地におけるプロジェクトを担う事業者の信頼度の向上等を目的とし

て，当該事業者が行うソフト事業を国が認定し民間活力を引き出すためのものとされている。

その認定事業者に対しては，中小企業基盤整備機構による人的支援と中小企業投資育成株式

会社（投資育成会社）による投資支援の２つのメニューが用意されているが，特に後者の支

援策に関しては，政府系金融機関である投資育成会社が出資支援を行い長期安定株主となる

ことによって，まちづくり会社の信用力の向上を図る内容となっている。 
以上，改正中活法の制度内容を概括するならば，中活制度の活用拡大のための要件緩和措

置が設けられたこと，そして２つの事業制度（特民事業制度・商業活性化事業制度）が新設

されたことについては大きな前進がみられるが，他方，中活の推進主体である協議会の対応

をめぐっては，今後の課題として残されたままであるといえよう。 
 
（３）改正中活法の取り組み状況 
以上，中活法再改正までの政策展開と改正中活法の枠組みに関する考察を行った。これら
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ここでは，今回の法改正で２本柱として位置づけられた「裾野拡大」と「重点支援」による

効果の表れについて，それぞれ主に２次データを用いながら概観する。 
まず，「裾野拡大」について，中活の新規認定を受けた自治体数の推移と，その認定自治

体の人口規模別の割合変化を確認しよう。2016年５月に日本商工会議所がまとめた年度別

の中活の認定自治体数の変化を示した調査資料（図表１－３）によると，改正後の2015年
度においては，２期目の認定を含めた総数としては，前年度の28件から29件とほぼ横ばい

であるものの，新規の中活認定を受けた地域に限れば前年の６件から９件と微増しているこ

とが示されている。また，法改正の前後で中活認定自治体の人口規模別割合を比較したデー

タ（図表１－４）では，改正後は人口20万人以上の自治体（グループ１）の認定割合が大

幅に縮小している一方で，人口５万人未満の市（グループ４）のシェアが大きくなっている。 
 

 

 

 



 

 

改正後における認定市の総数がこの調査が行われた時点では多くないため（ｎ＝15），

一概に従前との比較を行うことは難しいが，このことからは，法改正以降，中活制度の活用

が小規模レベルの自治体を中心に広がっているという傾向についてはみて取ることができ

る。加えて，その一方で，一定の人口規模を備えた都市へはそうした効果が波及していない，

あるいは減少しているという側面も推察できる。 
次に，「重点支援」であるが，これについては2014年７月の法改正で新設された「特定

民間中心市街地経済活力向上事業」（特民事業）のこれまでの活用状況をみていきたい。 
筆者が全国の特民事業の採択実績（2016年９月現在）をインターネットによる検索で調

べたところ，その数がわずか10件程度（図表１－５）にとどまっていることが明らかとな

った 。
（３１）

さらに，特民事業の認定を受けたこれらの都市について，それぞれの商圏規模をみ

た場合，滋賀県長浜市（商圏人口16万人）のケースを除いては，いずれも一定の商圏人口

を備えた自治体であることが確認された。なお，長浜市については，滋賀県内で年間観光入

込客数第１位の「黒壁の街」（約200万人）をはじめ，全市で年間約600万人の観光客が訪

れるという地域特性がある 。
（３２）

 
したがって，特民事業制度については，現状ではその活用がほとんど全国的に広がってい

ないこと，そして，同事業を活用する地域について，現状ではある程度の市場性を持った都

市や交流人口の多い都市などに限られていることがうかがえる結果となった。 
 
５. 結 び に 
 

ここまで，わが国の商業まちづくり政策の展開について考察するとともに，1990年代後

半以降，その政策体系の中心に位置づけられてきた中活法に焦点をあて，その法整備期から

２度目の法改正にいたるまでの制度内容について確認してきた。 
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この中活法について，立法時から再改正までの一連の流れと，それぞれの法制度の枠組み

を整理すると図表１－６のように示される。まず，法制度の目的は，旧中活法においては商

業活性化を軸とした中心市街地活性化であったが，2006年の全面改正によって，コンパク

トシティの推進へと大きく方向転換され，商業を含めた多様な都市機能を都市中心部へ一体

的に集約することで活性化を目指すものへと改められた。そして，この政策転換に伴って，

中活制度における支援事業が，商業活性化，市街地整備改善，都市福利施設の整備，まちな

か居住の４分野へと拡張され，あわせて，これらを中活の認定を受けるための４つの要件と

することが定められた。 
しかしながら，この新たな規定は，市町村にとってかえって高いハードルとなり，そのた

め，中活認定自治体数の伸び悩みという齟齬を引き起こした。また，多くの認定市町村で民

間投資の中心市街地への流入が進まず，逆にそれらが郊外へ流出したために，中活事業を実

施してもその効果がほとんど現出しないという問題が顕在化した。 
これらの不具合，すなわち，認定自治体数の低迷と，中心市街地への民間資本の流入不振

という課題に対応するために，2014年の改正中活法では，それぞれ「裾野拡大」と「重点

支援」と銘打った新たな対応が盛り込まれることとなったわけである。 
以上のまとめとして，ここでは改正中活法が掲げるこの２つの政策対応に関する評価と今 

 

 



 

後の展望に関する考察を行いたいと思う。 
まず，前者については，2006年以降，中活認定市町村数の伸び悩みが続いたが，とりわ

け全国で1,700以上ある基礎自治体のうち，その活用が全体のわずか１割弱にとどまってい

たこと，さらには，制度の活用が一定規模以上の自治体に偏っていたという状況は，いわば

法制度の存在意義に関わる重大な問題であった。 
こうした事態を解消するために採用された「裾野拡大」による認定要件の緩和措置は，特

に規模の小さい自治体にとって望ましい対応であったことはいうまでもない。再改正以降，

人口５万人未満クラスの市町村で中活の認定が増えていることについては前節にて示した

とおりであるが，こうした傾向は今後も進んでいくものと思われる。 
特に，認定４要件のうち既存のストックがある分野に関しては新規事業の盛り込みを厳格

に求めず，柔軟に対処する旨の方針が示されたことについては評価できる対応といえる。こ

れによって，中活制度は，認定中の自治体が継続活用しやすいものになったことは間違いな

く，本章第３節でみたA市の事例のような，継続の意思がありながら中活の取り組みを終了

することを余儀なくされるなどのケースが今後は減少することが見込まれる。 
ただし，今回の認定要件の緩和等の対応のみで十分な政策効果がもたらされるのか，ある

いは，そうした効果の発現が十分ではなく，それによって追加対応が必要になるのかといっ

たことの検証については，これからも不断に行っていかねばならないだろう。 
そして，後者の「重点支援」，すなわち，新設された「特定民間中心市街地経済活力向上

事業制度」（特民事業）についてであるが，その主たる政策目的は中心市街地への民間投資

の流入促進とされている。そのために，同制度では，広範な行政区域を有する自治体の使い

勝手とは一線を画したものとして，民間が取り組みやすいように事業対象エリアを狭域（も

しくはピンポイント）に設定し，また，民間の投資意欲を喚起するための手厚いインセンテ

ィブを示すなどの制度設計が行われたのである。 
しかし，この制度で企図されているものはそれだけではなく，民間主体の積極的関与によ

る中心市街地活性化であり，そのような民間活力を活用した新たな中活の取り組みのモデル

化であるだろう。つまり，今回の中活法再改正をめぐっては，前回改正からのコンパクトシ

ティ政策そのものは踏襲しながら，これをさらに推進するという方向性が打ち出されたわけ

であるが，国の深刻な財政難という問題もあり，もはや自治体や協議会等を対象にした従来

型の支援の枠組みだけでは，中活政策による効果を十分にもたらすことが難しくなりつつあ

った。 
そうしたなかで，この特民事業制度には，単に中心市街地への民間投資の拡大というだけ

ではなく，なにより中活の枠組みにおける民間主体の位置づけを強化・明示することで，中

活事業に民間の活力やノウハウを取り入れるねらいがあったと考える。 
とはいえ，特民事業は中活の認定を前提とした付帯制度であるため，これを活用する地域

がただちに増加することは考えにくく，また，制度の性格上，市場性の小さい地域ほど活用
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特に，認定４要件のうち既存のストックがある分野に関しては新規事業の盛り込みを厳格

に求めず，柔軟に対処する旨の方針が示されたことについては評価できる対応といえる。こ

れによって，中活制度は，認定中の自治体が継続活用しやすいものになったことは間違いな

く，本章第３節でみたA市の事例のような，継続の意思がありながら中活の取り組みを終了

することを余儀なくされるなどのケースが今後は減少することが見込まれる。 
ただし，今回の認定要件の緩和等の対応のみで十分な政策効果がもたらされるのか，ある

いは，そうした効果の発現が十分ではなく，それによって追加対応が必要になるのかといっ

たことの検証については，これからも不断に行っていかねばならないだろう。 
そして，後者の「重点支援」，すなわち，新設された「特定民間中心市街地経済活力向上

事業制度」（特民事業）についてであるが，その主たる政策目的は中心市街地への民間投資

の流入促進とされている。そのために，同制度では，広範な行政区域を有する自治体の使い

勝手とは一線を画したものとして，民間が取り組みやすいように事業対象エリアを狭域（も

しくはピンポイント）に設定し，また，民間の投資意欲を喚起するための手厚いインセンテ

ィブを示すなどの制度設計が行われたのである。 
しかし，この制度で企図されているものはそれだけではなく，民間主体の積極的関与によ

る中心市街地活性化であり，そのような民間活力を活用した新たな中活の取り組みのモデル

化であるだろう。つまり，今回の中活法再改正をめぐっては，前回改正からのコンパクトシ

ティ政策そのものは踏襲しながら，これをさらに推進するという方向性が打ち出されたわけ

であるが，国の深刻な財政難という問題もあり，もはや自治体や協議会等を対象にした従来

型の支援の枠組みだけでは，中活政策による効果を十分にもたらすことが難しくなりつつあ

った。 
そうしたなかで，この特民事業制度には，単に中心市街地への民間投資の拡大というだけ

ではなく，なにより中活の枠組みにおける民間主体の位置づけを強化・明示することで，中

活事業に民間の活力やノウハウを取り入れるねらいがあったと考える。 
とはいえ，特民事業は中活の認定を前提とした付帯制度であるため，これを活用する地域

がただちに増加することは考えにくく，また，制度の性格上，市場性の小さい地域ほど活用

 

が難しいことが懸念される。したがって，目論見どおりにこの制度が浸透していくのか否か，

その進展については今後もつぶさに見ていかねばならないだろう。 
以上，本章では，わが国の商業まちづくり政策の展開を跡づけながら，改正中活法にいた

るまでのその経緯と法制度の内容を明らかにした。最後に，この改正中活法について，次章

以降で踏み込んだ研究を行う２つのテーマを提示してそのまとめとしたい。 
その第１は，今回の改正中活法による効果や問題点を，より実態的に描出し検証すること

である。本章においては，認定要件の緩和による効果の現出状況と新設された特民事業の活

用状況について主に２次データを用いながら概観した。だが，この法改正による政策効果等

については，実態的な調査を行った上でよりつまびらかに考察する必要がある。そうした考

えから，本稿第２章では複数の中活認定自治体へのヒアリング調査，および同調査から得ら

れた知見を交えながら再改正法の効果と課題についてつぶさに検証する。 
そして第２は，まちづくり会社への支援制度に関する考察である。今回の中活法再改正を

めぐる国の検討過程では中心市街地活性化の取り組みにおけるまちづくり会社の重要性が

再確認された一方で，その経営基盤の脆弱さが問題視され，そのため改正中活法では民間中

心市街地商業活性化事業制度が新設されることとなった。 
ここで注目すべきは，この制度が中活法に基づく支援制度であるとともに，なによりも明

確にまちづくり会社の組織強化を目的として行われた政策対応であることである。このよう

に新しい局面を迎えたまちづくり会社への支援をめぐっては，第４章にてその現状と課題に

ついての分析，ならびに同制度の枠組み等に関する検証をくわしく行いたい。 
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第２章 転機を迎えた商業まちづくり政策

− 年改正中心市街地活性化法に関する検証をとおして −

１．は じ め に

２．2014 年改正中心市街地活性化法の重点政策に関する検証

（１）緩和措置に関する評価等について

（２）特定民間中心市街地経済活力向上事業の活用意向と評価について

３．中心市街地活性化法に基づく支援制度のメリットに関する考察

４．結 び に

１． は じ め に

第１章では，わが国の商業まちづくり政策の展開について，主として中心市街地活性化法

（中活法）の変遷過程に焦点をあてながら，2006 年の法の見直しから 2014 年の再改正に

いたるまでの政策の齟齬とその対応をめぐる国の検討過程，そして 2014 年改正中活法の制

度内容を中心に検証してきた。さらには，この新たな中活制度に対する自治体の取り組み状

況等について考察を行った。 
あらためてここまでの要旨を整理すると，以下のように示される。まず，2006 年の法改

正以後に顕在化した中心市街地活性化政策をめぐる課題は次の２点であった。第１は中活に

エントリーする自治体数が著しく低迷したこと，そして，第２は少数ながらも認定を受け中

活事業に取り組んだ自治体においてその事業効果がほとんど現出しなかったことである。

前者については，同法が規定する中心市街地活性化事業（中活事業）の事業分野が従前の

２つから４つに拡張されるとともに，その全てに新規事業を盛り込んだ計画の申請が必要と

されたことなど，認定要件のハードルの高さによるものと考えられた（認定４要件）。また，

後者については，都市中心部への民間資本の流入が促進されず，逆にそれらが郊外やロード

サイドに流出したことがその主因とされた。 
そして，こうした問題の解消を図るために，2014 年の改正中活法では「裾野拡大」およ

び「重点支援」と銘打った２つの政策対応が用意されることとなった。まず，「裾野拡大」

については，認定４要件（市街地の整備改善，都市福利施設の整備，まちなか居住の推進，

商業活性化）の緩和措置が設けられ，都市中心部に既存のストックがあると認められる事業

分野に関しては新規の事業計画を必要としない方針が打ち出された。一方，「重点支援」に

ついては，中心市街地への民間プロジェクトの流入を促進するために，主に民間事業者を支

援対象とした特定民間中心市街地経済活力向上事業（特民事業）制度が創設された。 
以上を踏まえつつ，前章では再改正法における２本柱と位置づけられたこれらの政策につ

いて，主として統計資料に基づきながら自治体への波及状況や取り組み状況等を確認すると



 

ともに，現状におけるそれぞれの問題点について分析した。その結果，「裾野拡大」につい

ては，中小の都市クラスにおける中活認定自治体数の増加という政策効果の発現が確認でき

る一方で，それ以上の都市クラスでは逆に認定割合が減少していることがうかがえた。また，

「重点支援」については，新設された特民事業制度の活用がこれまでほとんど行われていな

いことが明らかとなった。

ただし，これらはあくまでも２次データ等に依拠しながら導き出した傾向である。

そのため，この 2014 年改正中活法に基づく２つの重点施策による効果と課題のそれぞれ

については，現地調査を行うことによってあらためて実態的に描出する必要があると考えた。

このような問題意識に基づき，本章では複数の中活認定自治体を対象としたヒアリング調査

を行い，そこから得られた知見に基づきながら以上の点をつぶさに描き出すこととする。

なお，本調査においては，2014 年以降の中活制度に対する評価や活用をめぐって，一定

の都市クラス以上の中活認定自治体において，いわば“中活離れ”ともいうべき傾向が表れ

はじめていることが確認された。前章における一連の政策プロセスに関する考察を踏まえな

がらこのような動向をみるならば，わが国の商業まちづくり政策は今まさに大きな局面を迎

えつつあるということが指摘できよう。こうしたことから，本章では中活制度に対する自治

体の今後の活用意向等に関する考察をあわせて行うこととする。

本章の構成は次のとおりに示される。第２節では，はじめに今回の調査に関する概要を示

す。その上で，2014 年改正中活法に基づく２つの重点政策による効果と課題について，こ

の実態調査から得た発見や理解に基づきながら明らかにする。続く第３節では，現行の中活

法に基づく支援制度のメリットについて，他の法制度との比較を交えながら検証する。最後

に第４節では，今後の中活制度の活用拡大，そしてわが国の商業まちづくり政策のあり方を

めぐるいくつかの検討課題を提示しながら本章のまとめを行う。

２． 年改正中心市街地活性化法の重点政策に関する検証

前章では2014年改正中活法の２本柱である「裾野拡大」と「重点支援」のそれぞれの効

果と課題について２次データを基に分析を行った。

あらためて以上の考察を振り返ると，まず前者については，2014年の法改正以降，従来

の懸案であった中小クラスの自治体における中活認定数の増加という政策効果は現出して

いるものの，その一方で人口20万人以上の都市の認定割合が低下傾向にあることから，そ

の効果が限定的になっていることがみて取れた。そして後者については，これまでの特定民

間中心市街地経済活力向上事業（特民事業）制度の活用が一定規模のマーケット性を備えた

都市などに限定されており，全国的にほとんど波及していないという現状が浮かび上がった。

ここでは，導出されたこれらの検討課題に関する検証を，中活認定自治体へのヒアリング

調査に基づきながら実態的に行うこととする。



 

ともに，現状におけるそれぞれの問題点について分析した。その結果，「裾野拡大」につい

ては，中小の都市クラスにおける中活認定自治体数の増加という政策効果の発現が確認でき

る一方で，それ以上の都市クラスでは逆に認定割合が減少していることがうかがえた。また，

「重点支援」については，新設された特民事業制度の活用がこれまでほとんど行われていな

いことが明らかとなった。

ただし，これらはあくまでも２次データ等に依拠しながら導き出した傾向である。

そのため，この 2014 年改正中活法に基づく２つの重点施策による効果と課題のそれぞれ

については，現地調査を行うことによってあらためて実態的に描出する必要があると考えた。

このような問題意識に基づき，本章では複数の中活認定自治体を対象としたヒアリング調査

を行い，そこから得られた知見に基づきながら以上の点をつぶさに描き出すこととする。

なお，本調査においては，2014 年以降の中活制度に対する評価や活用をめぐって，一定

の都市クラス以上の中活認定自治体において，いわば“中活離れ”ともいうべき傾向が表れ

はじめていることが確認された。前章における一連の政策プロセスに関する考察を踏まえな

がらこのような動向をみるならば，わが国の商業まちづくり政策は今まさに大きな局面を迎

えつつあるということが指摘できよう。こうしたことから，本章では中活制度に対する自治

体の今後の活用意向等に関する考察をあわせて行うこととする。

本章の構成は次のとおりに示される。第２節では，はじめに今回の調査に関する概要を示

す。その上で，2014 年改正中活法に基づく２つの重点政策による効果と課題について，こ

の実態調査から得た発見や理解に基づきながら明らかにする。続く第３節では，現行の中活

法に基づく支援制度のメリットについて，他の法制度との比較を交えながら検証する。最後

に第４節では，今後の中活制度の活用拡大，そしてわが国の商業まちづくり政策のあり方を

めぐるいくつかの検討課題を提示しながら本章のまとめを行う。

２． 年改正中心市街地活性化法の重点政策に関する検証

前章では2014年改正中活法の２本柱である「裾野拡大」と「重点支援」のそれぞれの効

果と課題について２次データを基に分析を行った。

あらためて以上の考察を振り返ると，まず前者については，2014年の法改正以降，従来

の懸案であった中小クラスの自治体における中活認定数の増加という政策効果は現出して

いるものの，その一方で人口20万人以上の都市の認定割合が低下傾向にあることから，そ

の効果が限定的になっていることがみて取れた。そして後者については，これまでの特定民

間中心市街地経済活力向上事業（特民事業）制度の活用が一定規模のマーケット性を備えた

都市などに限定されており，全国的にほとんど波及していないという現状が浮かび上がった。

ここでは，導出されたこれらの検討課題に関する検証を，中活認定自治体へのヒアリング

調査に基づきながら実態的に行うこととする。

 

本調査の概要については次のとおりに示される。まず，調査対象については現行の中心市

街地活性化協議会（協議会）制度下で中活の認定を受けた自治体の担当部局とした。2006
年以降の中活制度において，市町村は内閣府をはじめとする国の関係機関との間で制度の活

用等に関するやり取りを行う窓口主体である。一方で，基本計画の策定を行うだけでなく，

当該計画の認定後においてはハード・ソフト両面に及んで様々な協議会事業を実施する主要

主体でもある。

よって，一部の中活事業のみを担当する商工会議所等ではなく，このように国と地域の双

方に対して深い関わりを持つ立場にある自治体を対象として，そこから様々な「現場の声」

を得ることが中活制度のあり方を考察する上で有用性が高いと考え，本調査では各認定市の

担当部局に対して聞き取りを行うこととした次第である。

こうした考えの下，今回，九州および中国地区の認定自治体に取材依頼を行い，結果とし

て図表２－１に示す12の市から協力が得られた。
（１）

なお，調査先の自治体については，人口

規模やマーケット性等の差異により，自治体によって中活の取り組み方や課題の表れ方が異

なるであろうという点に留意し，特定の都市クラスにサンプルが偏ることがないよう４段階

の人口規模別で選定した（図表中のグループ１〜４の都市分類については前章の図表１－４

を準用した）。

この調査をとおして，本節では次の２点について考察する。第１は，2014年改正中活法

に基づく「裾野拡大」について，いわゆる認定４要件の緩和対応に対する自治体の評価を明

らかにするとともに，法の再改正以後における各地の取り組み事例をとおしてその政策効果

を検証する。第２は，「重点支援」として新設された特民事業制度について，自治体の活用

意向や評価などを踏まえながらその枠組みをくわしく検証する。あわせて，同制度の活用が

広がっていないことについての現状分析を行った上でその問題点を指摘する。

（１）緩和措置に関する評価等について

今回の法改正の重点政策である「裾野拡大」については，中心市街地の柔軟な区域設定の

容認などのメニューが盛り込まれたが，なかでも最大のてこ入れ策となったのが基本計画認

定の要件を緩和する基本方針の改定，すなわち中活の認定４要件（市街地の整備改善，都市



 

福利施設の整備，まちなか居住の推進，商業活性化）の緩和措置である。

それによると，例えば，既に住宅が十分供給されている場合は「まちなか居住」のための

特別な措置を盛り込むことが不要とされた。そして１期計画で十分な措置をとった分野にお

いては２期計画では新たな措置を不要とするなど，新規に整えることが非効率であると考え

られる機能については整備しないことも認める方針が明らかにされた。

さて，こうした国の政策対応に対する市町村の反応であるが，今回ヒアリング調査を行っ

た自治体からは一様に好意的な意見が示された。特にグループ３および４に属する人口規模

の小さい市ほど歓迎的な評価であった。

また，今回の法改正後に初めての中活認定を目指して内閣府とやり取りを行った市町村か

らは，「国の対応に，聞かれていたほどの厳格さはなかった」，あるいは「４要件の中で，

すでに既存ストックがあると認められた分野に関しては，新規事業の基本計画への盛り込み

を要求されなかった」などの意見が示された。そして，再改正前に１期計画を実施し，再改

正後に２期の継続認定を受けた自治体からは「従前との比較で，基本計画に対する国の要求

が明らかに緩やかになった」との声もあった。こうしたコメントからは，今回の再改正後に

おいては，規定上の対応として中活認定要件の緩和方針の提示が行われたばかりではなく，

その運用面における国の対応にも変化が表れていることをみて取ることができる。

次に，再改正以降に認定を受けたいくつかの中活基本計画の内容に目を向けると，例えば

竹田市（人口 23,600 人，2015 年６月認定）の場合，基本計画中の「市街地整備改善」「都

市福利施設の整備」「商業活性化」の３分野においては駐車場や公園，コミュニティセンタ

ーの整備といった新規事業が並べられているものの，「まちなか居住」の事業メニューとし

ては，空き家・空き店舗の改修事業や景観保全対策としての老朽危険空き家等の除却促進事

業等のみであり，大掛かりな住宅供給計画等は盛り込まれていないものとなっている。
（２）

また，唐津市の２期計画（人口 122,900 人，2016 年３月認定）では，１期計画で中高一

貫校の誘致に伴う学生寮の整備等の住宅政策が行われたこともあり，「まちなか居住」のカ

テゴリーで国の支援を受けて行う新規事業数がゼロだった，といった事例も表れている。
（３）

以上の現場の声や事例からは，裾野拡大の方針に基づく今回の中活認定４要件の緩和措置

について，国が柔軟な制度運用を行っていることも相まってその政策効果が現出しつつある

ことを確認することができた。

（２）特民事業制度の活用意向と評価について

ここでは，2014年改正中活法に基づく「重点支援」，すなわち特定民間中心市街地経済

活力向上事業制度（特民事業制度）について，同じく中活認定自治体へのヒアリング調査を

基に検証していきたい。

最初にこの制度の枠組みを再確認しておきたいが，まず，支援対象となるのは，中活基本

計画に基づく認定中心市街地での民間プロジェクトである。その認定を受けるためには，意

欲的な数値目標を達成することが当該事業の事業計画に照らして十分に見込まれること，中



 

福利施設の整備，まちなか居住の推進，商業活性化）の緩和措置である。

それによると，例えば，既に住宅が十分供給されている場合は「まちなか居住」のための

特別な措置を盛り込むことが不要とされた。そして１期計画で十分な措置をとった分野にお

いては２期計画では新たな措置を不要とするなど，新規に整えることが非効率であると考え

られる機能については整備しないことも認める方針が明らかにされた。

さて，こうした国の政策対応に対する市町村の反応であるが，今回ヒアリング調査を行っ

た自治体からは一様に好意的な意見が示された。特にグループ３および４に属する人口規模

の小さい市ほど歓迎的な評価であった。

また，今回の法改正後に初めての中活認定を目指して内閣府とやり取りを行った市町村か

らは，「国の対応に，聞かれていたほどの厳格さはなかった」，あるいは「４要件の中で，

すでに既存ストックがあると認められた分野に関しては，新規事業の基本計画への盛り込み

を要求されなかった」などの意見が示された。そして，再改正前に１期計画を実施し，再改

正後に２期の継続認定を受けた自治体からは「従前との比較で，基本計画に対する国の要求

が明らかに緩やかになった」との声もあった。こうしたコメントからは，今回の再改正後に

おいては，規定上の対応として中活認定要件の緩和方針の提示が行われたばかりではなく，

その運用面における国の対応にも変化が表れていることをみて取ることができる。

次に，再改正以降に認定を受けたいくつかの中活基本計画の内容に目を向けると，例えば

竹田市（人口 23,600 人，2015 年６月認定）の場合，基本計画中の「市街地整備改善」「都

市福利施設の整備」「商業活性化」の３分野においては駐車場や公園，コミュニティセンタ

ーの整備といった新規事業が並べられているものの，「まちなか居住」の事業メニューとし

ては，空き家・空き店舗の改修事業や景観保全対策としての老朽危険空き家等の除却促進事

業等のみであり，大掛かりな住宅供給計画等は盛り込まれていないものとなっている。
（２）

また，唐津市の２期計画（人口 122,900 人，2016 年３月認定）では，１期計画で中高一

貫校の誘致に伴う学生寮の整備等の住宅政策が行われたこともあり，「まちなか居住」のカ

テゴリーで国の支援を受けて行う新規事業数がゼロだった，といった事例も表れている。
（３）

以上の現場の声や事例からは，裾野拡大の方針に基づく今回の中活認定４要件の緩和措置

について，国が柔軟な制度運用を行っていることも相まってその政策効果が現出しつつある

ことを確認することができた。

（２）特民事業制度の活用意向と評価について

ここでは，2014年改正中活法に基づく「重点支援」，すなわち特定民間中心市街地経済

活力向上事業制度（特民事業制度）について，同じく中活認定自治体へのヒアリング調査を

基に検証していきたい。

最初にこの制度の枠組みを再確認しておきたいが，まず，支援対象となるのは，中活基本

計画に基づく認定中心市街地での民間プロジェクトである。その認定を受けるためには，意

欲的な数値目標を達成することが当該事業の事業計画に照らして十分に見込まれること，中

 

心市街地および周辺地域の経済活力を向上させる波及効果があること，地元住民のコミット

メントがあること等の要件が課せられている。そして，こうした条件をクリアした上で，特

民事業の活用主体となる民間事業者は，様々な予算措置や税制優遇，低利子融資等の金融措

置といった手厚い支援を受けることができるというものである（前章図表１－２）。

このようなスキームで示される特民事業制度について，今回の調査では各中活認定市町村

に対して同制度の活用意向とその理由，そして評価について質問を行った（中活の認定期間

が終了している八代市と大村市を除いた10市が対象）。

まず，同制度の活用に関しては，「制度は知っているが検討したことがない」「検討した

が現状ではその予定はない」という回答が10の自治体のうち９市から寄せられた。

この結果は， 年の制度創設以来，特民事業の活用件数が著しく低迷している全国的な

傾向をまさに顕著に表したものであるといえる。それではなぜ，これほど多くの地域がこの

制度の活用に積極的ではないのか，次にその取り組み状況や理由を確認していこう。

ここでは，前章の２次データに基づく考察から導き出された傾向，すなわち特民事業制度

の活用実績のある地域が一定の商圏性を有する都市にほぼ限られているという与件に基づ

きながら，人口の多寡によって２つの都市カテゴリー（グループ１・２，および同３・４）

に分類しこれらを整理していきたい。

まずは，グループ３・４に属する都市についてである。ここで唯一，特民事業の活用に前

向きであると回答したのは三原市であった。
（４）

同市が特民事業の認定を目指す理由は，その

商圏特性によるものである。三原市は人口規模や商圏規模こそ大きくないものの（商圏人口

万人），広島県中央東部に位置する独立型商圏の中心都市である。
（５）

そうした地域特性が

あり，また同制度が定める「中心市街地および周辺地域への波及効果」の観点から同市では

地元小売業者を事業主体とした商業施設の整備計画を構想中とのことであった。

たが，この都市カテゴリーにおいては，三原市を除くすべての自治体が同制度の活用に消

極的であった。その理由としては，ここまでに推察したとおりであるが，この制度に基づく

事業を実施するための市場性が小さいためという答えが大多数であった。

次に，グループ１・２である。こちらのカテゴリーについては，いずれも10万人以上の

行政人口と相応規模の市場性を備えた都市が属しているにもかかわらず，すべての自治体か

ら特民事業制度の活用に消極的な意見が示された。

その理由について，例えば大分市や久留米市では，これまでの中活計画で様々な事業を完

了しており，現状では同制度を活用して行う新規案件がないという意見が上がった。また，

長崎市においては，中心市街地に平地が少ないという地勢的な理由もあり，同制度に基づく

大規模な民間プロジェクトを実施できる開発余地が乏しいという声が上げられた。

このように，人口規模によって分類した２つの都市カテゴリー別に，特民事業の活用をめ

ぐる中活認定地域の取り組みや見解について確認を行ったが，以上をまとめると次の２つの

ことが指摘できる。



 

第１に，この制度は，やはり都市の行政人口や交流人口の多寡，商圏規模の大小などの当

該地域の市場規模によって活用できる地域が概ね限られるものであるということである。

すなわち，グループ３・４に属する自治体が，１市を除き市場性の乏しさを理由に同事業

の活用に消極的であること，そして，一方のグループ１・２の自治体については，同じくこ

れに消極的立場を示したとはいえ，その理由はあくまでも中心市街地内における事業案件の

有無によるもので，市場規模によるものではないということが示すとおりである。ただし，

こうした市場性の大小のみならず，三原市のケースのように，商圏内における当該都市の拠

点性の程度が，特民事業制度の活用をめぐる動向に影響を与える要素となるケースもあるこ

とには留意する必要がある。

第２は，グループ１・２に属する多くの都市が，中心市街地内に事業適地が確保できない

ことを特民事業の活用に否定的な理由に挙げていることについて，見方を変えるならば，今

後はこうした市場性や拠点性を備えた自治体などを中心にしかるべき取り組みが行われ，そ

れによって，この事業の活用が波及していくことが想定されるということである。

特民事業制度は創設から日が浅いため，現状でタイミングよくこの制度を活用できない地

域が多いことについてはいたし方のない側面があるといえる。だが，同制度は民間事業者を

対象とした手厚いインセンティブを盛り込んだものであり，民間活力を活用した中心市街地

活性化を図る地域にとっては魅力的な内容である。したがって，これを活用できるポテンシ

ャルを有する自治体が民間プロジェクトに適した種地を整えるといった取り組みはこれか

ら拡大していくことが考えられる。

しかしながら，それでも今後この特民事業の活用件数が飛躍的に増加することはないよう

に思われる。それは，今回の調査で，この事業を担当できる地元の民間主体を調整すること

が極めて困難であると，大半の自治体が言及していたことに基づく指摘である。

すなわち，この事業については，活用主体が市町村ではなく民間事業者やまちづくり会社

等と規定されており，そしてその手続き上の流れとしては，これらの事業者が国に対して制

度の活用を直接申請することはできず，市町村を介することになっている。

このように，この制度は市町村が民間主体の申請窓口となる枠組みであるため，まず当該

企業については，自治体から国に推挙されるだけの信用力や経営基盤が担保されていること

が必要であり，さらには，特民事業制度は中活の付帯制度ということもあって，自治体のみ

ならず多様な地域主体とのコミットメントや強い連携が求められる。

換言すれば，以上は特民事業の認定要件である「地域のコミットメント」の問題であるが，

このことが同制度の活用をめぐって各地で非常に高いハードルとなっているのである。

この点については，多くの地域にとって特民事業制度の活用を目指す上での最大の阻害要

因であるといっても過言ではない。なぜならば，今回の中活法再改正において中心市街地活

性化協議会（協議会）の運用改善のための実効的な対応が行われず，それによって大半の中

活認定都市では，今なお中心市街地活性化の取り組みをめぐる地域主体間のコミットメント
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2014年の中活法再改正をめぐる国の検討過程では，多くの中活認定地域において，例え

ば総会を年に数回行うのみといった協議会の形骸化があることが問題視されていた。
（６）

しか

し，今回の法改正ではその解消を図るための実質的な策が盛り込まれることはなく，中活基

本計画の策定主体である市町村は中活事業の運営・推進主体である協議会からの意見や提案

を尊重すべしという趣旨の基本方針の改定が行われたのみであり，いわばマニュアルの強化

にとどまる対応となった（中活法基本方針第９章「協議会の機能の明確化」）。

なお，今回のヒアリング調査では，この基本方針の改正によって協議会の取り組みの活発

化などの効果が現在もたらされているかという質問を 市に対して行ったが，いずれもその

ような変化はなく，協議会の活動も活発ではないという回答であった。

こうした現状は，多くの中活事業の運営が，協議会との意思疎通が十分ではないまま自治

体主導で進められているケースが多いことを示唆するものである。通常の中活事業でさえも

このような不全状態にあるなか，ましてその付帯事業制度である特民事業について，自治体

と民間事業者の間で議論形成が行われる素地が各地に整っているとは考えづらい。

法の再改正をめぐる国の検討会での議論を再び引用すると，そこでは中活法について市街

地の整備などの都市計画的なものと経済活動を一体的に整備できる法律であるということ，

そして協議会については「多様な主体が参画する取り組みのエンジン」として中活制度にお

ける重要な推進体制であることが再確認されていた。
（７）

このような再評価がなされた中活制度の枠組みにおいて，いうまでもなく，協議会は地域

のコミット性を醸成し，様々な事業活動の基盤となるシステムとして欠かせないものである。
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については，地域体制の確立を促すための法的整備，つまり協議会の抜本的な運用改善策と

セットで対応を図る必要があるということをここでは強く指摘しておきたい。

３． 中心市街地活性化法に基づく支援制度のメリットに関する考察
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掲げられたこと，そして前者についてはその要件緩和対応によって一定の政策効果が表れて

いるが，一方の後者，すなわち特定民間中心市街地経済活力向上事業制度に関してはその活

用拡大を図る上で協議会の活動不全が大きなネックとなっていることを確認した。

しかしながら，そのような改善の余地を残す課題があるとはいうものの，中活制度それ自

体は市町村の中心部を対象に４つの事業分野に及んで国の手厚い支援を受けることができ

るという内容を備えたものであり，自治体にとっては魅力的な制度であるはずである。

だが，特に人口20万人以上の都市クラスを中心として，現在，中活制度の活用が低下傾

向にあるということは前章において確認したとおりである。こうした状況については，どの

ように理解すればよいのであろうか。



 

このような観点から，ここでは現行制度下における自治体にとっての中活制度のメリット

やデメリットを明らかにするとともに，今後の同制度の活用をめぐる市町村の動向について

実態的に検証を行うこととする。

なお，それを知る手がかりとして，今回の中活認定自治体へのヒアリング調査においては，

今後の中活制度の継続活用の意向，および現行中活制度の評価等に関する聞き取りを行った

（中活認定期間が終了している八代市と大村市には，再認定を目指す予定があるかを質問し

た）。

その結果，今後の中活の継続活用について，グループ１〜３に属する自治体（人口５万人

以上）においては，「認定を目指さない」，または「おそらく次期の申請はない」といった

消極的な回答が全体の約半数にも達した。

一方，グループ４（人口５万人未満）に分類される３市については，いずれも新規に認定

を受けたばかりということもあり，すべての自治体から中活の取り組みに対して期待や意欲

を示す回答が寄せられた。

まず，中活制度の今後の活用に消極的な意見を示した都市について，その理由として上げ

られたのは次の２つである。第１は，中活制度そのものに対する魅力の低下である。これら

の自治体では，今回の再改正で認定要件の緩和対応等が行われたとはいえ，これまでの中活

の取り組みを振り返ると，そこから得られた便益がかかるコスト（時間・労力）に見合った

ものとはいえず，今後もあまり期待を持てないということであった。

第２は，立地適正化計画制度（立適制度）への移行を検討しているという理由である。立

適制度は改正都市再生特別措置法（2014年８月施行）に基づき創設された支援制度である

が，その特徴を端的にいえば，都市内に複数の地域拠点を設定し，そこに居住や各種の都市

機能を誘導した上でそれらの拠点間のアクセス性を確保するための公共交通網の整備を図

る，という枠組みで示されるものである。
（８）

なお，中心市街地のみへの集約を目指す「単心

型コンパクトシティ」の中活制度と異なり，この制度は「多極ネットワーク型コンパクトシ

ティ」として定義される。

立適制度は，中心市街地のみならず準中心市街地や副都心等へも様々な都市機能の立地誘

導を図ることができるものであるため，例えば「平成の大合併」によって旧合併町村の市街

地など複数の拠点エリアを有することになった自治体にとっては，この制度の活用によって

行政区内の各所で総合的なまちづくりを目指すことができる。

また，中活制度とは異なり，この制度には都市郊外部の住民や郊外選出の議員等からの幅

広い理解が得られやすいという優位性がある。さらには，同制度は国土交通省の所管制度と

いうこともあり中活制度よりも予算規模が大きく，また補助率の大きい補助金が用意される

など，自治体にとっては財政・金融上のメリットも多い内容となっている。

この立適制度に基づく立地適正化計画（立適計画）については，2016年２月の箕面市を

皮切りにこれまでに４つの都市が作成・公表済みである。また，全国で309の自治体が同計

画策定のための具体的な取り組みを行っているところであるが（いずれも2016年12月末現
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在），中活制度が現行の中心市街地活性化協議会体制となった2006年以降における認定地

域数が140にとどまっている状況と比べるとその浸透の早さは際立っており，立適制度が多

くの自治体にとっていかに魅力的な支援制度として受け止められているかがわかる。

以上，人口５万人以上の中活認定都市（グループ１〜３）へのヒアリング結果をまとめる

と，この都市クラスにおいては，中活制度への諦めがあることに加え，立適制度が創設され

たことによって中活制度の魅力低下が増幅されており，そうしたことから，いわば“中活離

れ”ともいうべき傾向が表れはじめているということが明らかとなった。なお，このグルー

プでは，中活制度の継続活用の意向を示しつつ，立適制度との併用を検討中とする自治体も

いくつかみられた。

一方，グループ４（人口５万人未満）の自治体については，本調査においてはすべての自

治体が中活の取り組みに意欲的な姿勢を示したわけであるが，このことは前章でみたこの都

市クラスにおける全国的な認定自治体数の増加傾向を裏づける結果になったといえる。

このように小規模自治体を中心として中活制度への支持が多い傾向については，次の２つ

の要因が指摘できる。第１は，規模の小さい自治体であるほど中活制度そのものに対する期

待が依然として大きいことである。

そのことを如実に示す事例として，倉吉市（人口48,400人，中活認定2015年６月）の2014
年９月議会で同市が答弁した以下のコメントをみてほしい。「中心市街地活性化基本計画は，

これからの倉吉市にとって本当に大事な取り組みになってくる（中略）倉吉にとっても最後

のチャンス，本当に難しい時期にこれから来ているので，しっかりと今取り組んでいかない

といけない」
（９）

。これは，小規模自治体における中心市街地の衰退の深刻さと，そうした問

題への地域の強い危機感，さらには活性化の頼みの綱として中活制度に託す期待や思いの強



 

さを表すエピソードではなかろうか。

そして第２は，小規模都市にとっては立適制度と比べて中活制度のほうが取り組みやすい

ということが挙げられる。規模の小さい自治体の場合は，概して行政区内に立適制度で地域

拠点とするほどの人口集積地がそれほど多く存在せず，そのため複数の地区で様々な検討や

手続き等を行う必要がある立適制度よりも，かかる労力と得られる利を照らし合わせた場合，

中心市街地のみを対象とする中活制度のほうがより取り組みやすい。

いうなれば，小規模都市の場合は，中活認定の緩和対応も相まって，中活と立適それぞれ

の制度に対するベネフィットとコストの捉え方が中規模以上の自治体のケースとは逆転し

ているということが指摘できる。

なお，ここまで考察した12の自治体による２つの制度に対する評価，および今後の各制

度の活用意向等について整理すると図表２－２のように示される。

４ 結 び に

ここまで，2014年改正中活法について，中活認定自治体へのヒアリング調査に基づきな

がら，その政策効果や課題について実態的に検証を行ってきた。以上を踏まえて，本節では

ここまで取り上げた各論点について若干の考察を加えながらまとめを行うこととする。

まず，この再改正法の２本柱のひとつである「裾野拡大」による認定４要件の緩和措置に

ついては，活用自治体数の増加を示すデータや市町村からの評価等をとおして確認したよう

に，小規模都市を中心としてその効果は表れつつあるといってよいだろう。

ただし，こうした政策効果を確認した上で，中小規模の都市へさらなる中活の浸透を図る

ための今後の検討課題をひとつ付言しておきたい。それは，現行制度で原則１期５年間とさ

れる認定期間に延長措置を設けることである。

今回調査を行った複数の中小規模の自治体からは，「ハード事業を実施・完了するだけで

５年，次にソフト事業という段階では中活の認定期間が終了してしまう。よって，認定期間

を最大 10 年程度までとすることを認めてほしい」という趣旨の意見が挙げられた。

こうした認定期間をめぐる対応としては，前掲した唐津市のケースのように，ひとまず１

期を終え，次に取り組む２期計画で新規事業を軽減する等の策が，今後も各地で促進されれ

ばよいのではないかといった意見があるかもしれない。しかしながら，中活が 10 年程度の

スパンで腰を据えて事業に取り組める制度であることが，自治体にとってははるかに活用し

やすく，未実施の市町村に対してもエントリーする意欲を喚起するものになることは明らか

である。それは，最大５年間の認定期間では基本計画がハード面を優先し，それに偏った事

業構成になりがちであること，またタウンマネージャー等の雇用契約が短期的にならざるを

得ないなど，人材の確保において大きな懸念があるためである。

今回の中活法再改正は，中小自治体による中活制度の活用がはじめて強く意識されるもの

となり，それによって小規模都市による中活のエントリー数増加という政策効果は現出しつ
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つある。しかしながら，さらなる制度の裾野拡大を図っていく上では今後もこうした市町村
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（１０）

す

なわち，ここでの「波及効果」などの表現やハード整備を想定した制度趣旨からうかがえる

ように，同制度は特民事業制度と極めて近似した内容となっているのである。
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な「二重の措置」があることで特民事業による中心市街地への民間投資の拡大がどれほど図

れるのかと疑問視する声もあったようである 。
（１１）

いずれにせよ，以上の支援措置の位置づけ

については，特民事業制度の実効性の確保，そして同事業制度の活用拡大の観点からみた場

合，著しく整合性を欠いたものといわざるを得ないだろう。

さて，本章の結びとして，ここからは中活制度に対する自治体の評価や活用意向をめぐっ

て変化が表れつつあることについて，新設された立地適正化計画制度（立適制度）との比較

を交えながら，商業まちづくり政策の今後の方向性について論じたい。



 

まず，それぞれの制度について，ここまで分析してきたことを踏まえると，［中活＝小規

模自治体メイン，立適＝中規模以上の自治体メイン］という，両制度をめぐる活用主体の図

式はこれからさらに鮮明になっていくことが想定される。

中活制度については，認定４要件の緩和のみで活用自治体の裾野拡大が促進されるかとい

うことについて検証を行うことはもちろん今後も必要であるが，ここまでの考察を踏まえる

ならば，この制度を活用する市町村数は，小規模自治体を中心として当面は増加するとみて

よいだろう。そうしたなかで，特に新規に同制度を活用する小規模都市においては，中活に

基づくコミュニティビジネスの起業や創業支援事業などの取り組みがこれから活発化する

ことが期待される。

一方，立適制度については，都市の縮退を強く意識したものとして，従来の都市計画法に

基づく市町村マスタープランや土地利用規制等とは異なる側面を持ち合わせたものであり，

所管の国土交通省による定義を引用するならば，「市町村マスタープランの高度化版」とし

て位置づけられるものである。つまり，同制度において，市町村には都市全域を見渡しつつ

様々な政策分野で詳細な将来予測を行うことなど，非常に細やかな検討が要求されるもので

あるが，そうした細やかさゆえに，また，財政支援策が充実していることもあって，この制

度は高い実効性が期待されるものであると考える。

現在，立適計画策定のための動きが極めて早いペースで各地に広がっていることは，以上

のような内容を備えた立適制度が今後の縮退社会への対応として多くの自治体の支持を集

めているということにほかならない。この立適計画に基づく多極ネットワーク型コンパクト

シティの取り組みが，早晩わが国のまちづくりの主流となることは間違いないだろう。

ただし，このような側面を取り上げた一方で，流通政策の観点からその枠組みを眺めた場

合，現在の立適制度については非常に重大な懸念がみられるということを指摘したい。

それは，国の『立地適正化計画作成の手引き』のなかで，拠点別の商業の誘導イメージに

ついて，中心拠点であれば相当規模の商業集積，地域拠点であれば食品スーパーやコンビニ

といった規模や機能に関する想定がなされているのみで，商業の視点からの制度設計が十分

に行われていないこと，そして既に策定・公表が行われた立適計画において商業活性化を盛

り込んだ中心市街地活性化基本計画との連携に関する具体的な明示が行われていないなど

の実例が表れていることである。

これまでの商業まちづくり政策が志向してきたように，土地利用と商業の関係は一体不可

分のものである。しかし，以上からは立適制度において計画の基盤となる都市計画や土地利

用計画の側面が重要視されている一方で，そこでの商業の位置づけについては，残念ながら

著しく後方に追いやられているような印象を抱かざるを得ないのである。

こうした立適制度と流通政策，ないしは同制度における地域商業のあり方をめぐる懸念に

ついては，次の第３章にてくわしく考察することとする。
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［注］

（１）今回九州・中国地区でヒアリング調査を行った団体および部局名は次のとおり［カッコ内は調査訪問日］。①八代

市商工政策課（ 年 月 日）②三原市商工振興課・三原商工会議所（同 月 日）③久留米市まちなか整備課・

商工政策課（同 月 日）④日南市地域振興課（同 月 日）⑤小林市商工観光課・小林まちづくり株式会社・小林

商工会議所（同 月 日）⑥竹田市都市デザイン課（同 月 日）⑦飯塚市地域連携都市政策室・商工観光課（同

月 日）⑧倉吉市総合政策課（同 月 日）⑨大村市企画調整課・商工労政課（同 月 日）⑩唐津市商工ブランド課

（同 月 日）⑪大分市商工労政課（同 月 日）⑫長崎市まちなか事業推進室・商業振興課（同 月 日）。

（２）竹田市『竹田市中心市街地活性化基本計画』 年， 〜 ページより。ただし，基本計画に盛り込んではい

ないが，認定中心市街地に近接する地域において，相当規模の住宅分譲地の整備計画が進められているとのこと

（ 年 月 日実施のヒアリングから）。

（３）唐津市『唐津市中心市街地活性化基本計画（第２期）』 年， 〜 ページ。

（４）三原市商工振興課への質問に対する回答（メールによる追加取材とその回答による。 年 月 日）。

（５）三原市都市開発課『三原市都市計画マスタープラン』 年， ページ。

（６）経済産業省産業構造審議会『第５回中心市街地活性化部会議事録』 年， 〜 ページ。

（７）経済産業省産業構造審議会，前掲書， ページ。

（８）国土交通省都市局都市計画課『改正都市再生特別措置法等について 平成 年 月 日時点版 』 年， ページ。

（９）倉吉市『倉吉市中心市街地活性化基本計画』 年， ページ。

（ ）中小企業基盤整備機構中心市街地活性化協議会支援センター『平成 年度版中心市街地活性化支援策ハンドブッ

ク』 年， 〜 ページ。

（ ）中西信介「中心市街地活性化政策の経緯と今後の課題－中心市街地の活性化に関する法律の一部を改正する法律

案」『立法と調査』第 号 年， ページ。



 

第３章 立地適正化計画制度における地域商業の位置づけに関する考察

− わが国のコンパクトシティ政策の変遷をとおして −

１．は じ め に

２．わが国におけるコンパクトシティ研究の展開

（１）理念の導入段階

（２）実態研究への移行段階

３．わが国におけるコンパクトシティ政策の展開

（１）中心市街地活性化制度による単心型コンパクトシティ政策

（２）立地適正化計画制度による多極型コンパクトシティ政策

４．立地適正化計画制度における地域商業の位置づけについて

１．は じ め に

2014年８月，改正都市再生特別措置法に基づく「立地適正化計画制度」（立適制度）が

創設された。これは，いわゆる「多極ネットワーク型コンパクトシティ」を推進するための

制度であり，端的にいえば，都市内に複数の地域拠点を設定した上で，その各所へ居住や商

業・医療・福祉等の様々な都市機能を誘導し，あわせて，それらの拠点間のアクセス性を確

保するための公共交通網の整備を図る，という内容で示されるものである。  
一方，この立適制度より前に整備された国のコンパクトシティ制度としては，2006年の

改正中心市街地活性化法（中活法）に基づく中活制度がある。ただし，この制度は１ヶ所の

中心市街地に都市機能の集約を図る「単心型」であるが，当初期待されたほど多くの自治体

で活用されず，また数少ないながらも同制度に基づく中心市街地活性化事業に取り組んだ自

治体において，その効果が表れることはほとんどなかった。こうした問題を受け，2014年
には２度目となる中活法の改正が行われ，それによって現行の中活制度はこうした従前の不

備を解消するための様々な対応が図られた内容となっている。 
したがって，現在のわが国では，従来の単心型の中活制度と新設の多極型の立適制度とい

う異なるコンパクトシティ制度が並立していることになる。また，この両制度をめぐっては，

立適制度に基づく立地適正化計画の策定に取り組む自治体数が先行制度である中活制度の

認定自治体数よりも多く，その活用に向けた動きは現在も拡大しつつあるという状況である。

以上のような流れで，概略的に示されるわが国のコンパクトシティ政策の変遷であるが，

本章のテーマは，こうした日本のコンパクトシティ政策の展開過程や制度内容を確認すると

ともに，新設された立適制度と商業との関わりについて考察することである。

なお，立適制度は創設から日が浅く，立地適正化計画の策定と公表を行った自治体は現状

では少ないものの，今後その数は非常に早いペースで増加することが見込まれている。一方，
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（２）立地適正化計画制度による多極型コンパクトシティ政策

４．立地適正化計画制度における地域商業の位置づけについて

１．は じ め に

2014年８月，改正都市再生特別措置法に基づく「立地適正化計画制度」（立適制度）が

創設された。これは，いわゆる「多極ネットワーク型コンパクトシティ」を推進するための

制度であり，端的にいえば，都市内に複数の地域拠点を設定した上で，その各所へ居住や商

業・医療・福祉等の様々な都市機能を誘導し，あわせて，それらの拠点間のアクセス性を確

保するための公共交通網の整備を図る，という内容で示されるものである。  
一方，この立適制度より前に整備された国のコンパクトシティ制度としては，2006年の

改正中心市街地活性化法（中活法）に基づく中活制度がある。ただし，この制度は１ヶ所の

中心市街地に都市機能の集約を図る「単心型」であるが，当初期待されたほど多くの自治体

で活用されず，また数少ないながらも同制度に基づく中心市街地活性化事業に取り組んだ自

治体において，その効果が表れることはほとんどなかった。こうした問題を受け，2014年
には２度目となる中活法の改正が行われ，それによって現行の中活制度はこうした従前の不

備を解消するための様々な対応が図られた内容となっている。 
したがって，現在のわが国では，従来の単心型の中活制度と新設の多極型の立適制度とい

う異なるコンパクトシティ制度が並立していることになる。また，この両制度をめぐっては，

立適制度に基づく立地適正化計画の策定に取り組む自治体数が先行制度である中活制度の

認定自治体数よりも多く，その活用に向けた動きは現在も拡大しつつあるという状況である。

以上のような流れで，概略的に示されるわが国のコンパクトシティ政策の変遷であるが，

本章のテーマは，こうした日本のコンパクトシティ政策の展開過程や制度内容を確認すると

ともに，新設された立適制度と商業との関わりについて考察することである。

なお，立適制度は創設から日が浅く，立地適正化計画の策定と公表を行った自治体は現状

では少ないものの，今後その数は非常に早いペースで増加することが見込まれている。一方，

 

土地利用計画制度としての役割を基盤とする立適制度について，これまでに流通論の立場か

ら論じた研究はない。そうした動向を踏まえ，本章においては，立適制度における流通政策

や地域商業の位置づけについて検証し，その課題を明らかにすることを主たる目的とする。

ところで，これまで，わが国のコンパクトシティ政策の展開過程においては学術的な動向

が密接に関わってきた。よって，こうした政策プロセスを考察するにあたっては，その前提

として，日本におけるコンパクトシティ研究の系譜を確認し，その政策サイドとの関連性を

裏づけることから行いたい。ただし，わが国のコンパクトシティ研究はこれまでに様々な分

野で数多く行われているが，本研究はあくまでも国の政策との関連性が高い主要な研究のみ

を取り上げ，その流れを概観するものであることをあらかじめ断っておく。

以上を踏まえて，本章の構成を次に示す。まず第２節では，わが国におけるコンパクトシ

ティ研究の展開について整理する。続く第３節では，わが国のコンパクトシティ政策の展開

プロセス，すなわち，単心型の中活制度と多極型の立適制度の２つの制度について，それぞ

れの枠組みや取り組み状況等を確認する。最後に第４節では，流通政策の観点から立適制度

における課題を明らかにするとともに，描出された課題への対応について論じる。

２．わが国におけるコンパクトシティ研究の展開

まず，ここでは日本におけるコンパクトシティ研究の系譜について確認する。

これまで，わが国のコンパクトシティに関する研究は様々な学術分野において行われてい

るが，コンパクトシティ論は都市政策と密接したテーマであるため，特に都市計画論や建築

学，政策学等の領域を中心に学術的発展の道をたどってきた。ここでは これらの学術分野

で行われた主要な先行研究を取り上げながら，その流れを概観する。

また，こうした日本におけるコンパクトシティ研究の展開について，本研究では次のよう

な２つのタームに分けて考察する。すなわち，コンパクトシティの理念の導入や浸透に重き

が置かれていた段階と，コンパクトシティを現実社会にいかに馴染ませるかということに研

究の軸足がシフトした段階の２つである。このような前提の下，前者を「理念の導入段階」，

後者を「実態研究への移行段階」としてそれぞれ設定し，本節では各々の時期において展開

されたおもだった議論に関する確認を行う。

なお，こうした設定の下に先行研究を整理することの意図について，後述する内容を若干

先取りしていえば，当初は「単心型」の中心市街地活性化制度（中活制度）のみであったわ

が国のコンパクトシティ政策は，のちに「多極型」，または「多極ネットワーク型」を志向

し，立地適正化計画制度の創設へといたることになるが（本章第３節），この一連の政策転

換に対して，学術界におけるトレンドの変化が少なからず影響を与えたという側面をより明

らかに描き出したいためである。



 

（１）理念の導入段階

1990 年代になると，大型店の郊外立地とそれに端を発する中心市街地の衰退問題が全国

各地で進展していった。そして，わが国のコンパクトシティをめぐる研究は，こうした深刻

な都市問題への危機意識の高まりとともに 1990 年代後半から本格化していった。 
この新たな研究において，先導的役割を担ったのは都市計画学の分野であった。蓑原ら

［2000］は，「経済の停滞，人口の減少，高齢化などにより，今や日本の都市は，成長・

膨張期を終え，成熟・凝縮期を迎えている。（中略）中心市街地の再生を図りながら，でき

るだけコンパクトな街を造ることが，これからの都市計画の目標となる」
（１）

として，都市計

画論の立場からコンパクトシティを推進することの必要性を提示した。また，当時深刻化の

様相をみせはじめていた中心市街地の空洞化問題について，「コンパクトな都市ができれば，

街が成立し，維持される可能性は極めて高い」
（２）

と述べ，コンパクトシティ政策による中心

市街地活性化の可能性を示した。 
こうした萌芽的な動きを体系的に整えたのが海道［2001］である。海道は，1970 年半ば

の都市計画学者である G.B.ダンツィクらの研究を嚆矢とし、その後 1990 年代の M.ジェン

クスらによるサスティナブル・シティ論などの研究によって発展をみせていた欧米のコンパ

クトシティ論をわが国にはじめて導入し提示した。 
その著書『コンパクトシティ－持続可能な社会の都市像を求めて』のなかで，海道はそう

した諸外国での学術論争や各都市の取り組み事例などを紹介するとともに，「日本型コンパ

クトシティ」のあり方について次のように論じた。すなわち，近隣生活圏で都市を再構成す

る，交通計画と土地利用の結合を強める，多様な機能と価値を持つ都市のセンターゾーンを

再生・持続させる，徒歩の時代の「町割り」を活かす，都市の発展をコントロールして環境

と共生した都市を持続させる，といった内容である。
（３）

その提言は非常に画期的なものであった。だが，残念ながら理念の提示に傾斜しており，

日本型コンパクトシティに関する提案としては，その実現のための具体性や熟度をいささか

欠いた内容であった。しかし，海道が提供したコンパクトシティの理念そのものに極めて大

きなインパクトや示唆があったことは間違いなかった。これらの議論は，その後，日本のコ

ンパクトシティ研究の基盤となっていく。 
さて，2000 年代半ばになると，わが国では折からの中心市街地の空洞化問題に加えて，

将来的な人口減少社会の到来が重大な社会問題として認識されるようになった。そして，こ

うした時勢を受け，コンパクトシティを日本でどのように推進するかということへの関心が

かつてないほどの高まりをみせていった。 
自治体レベルでは，1999 年に神戸市が策定した『コンパクトシティ構想－持続可能な都

市づくり，地域発意のまちづくり』報告書などをはじめ，その取り組みが全国に広がりつつ

あった。そして，国政レベルでは，コンパクトシティの考えの下，2006 年に「まちづくり

３法」の全面改正が行われた。 
このような流れのなかで，鈴木は 2007 年に『日本型コンパクトシティ－地域循環型都市
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1990 年代になると，大型店の郊外立地とそれに端を発する中心市街地の衰退問題が全国

各地で進展していった。そして，わが国のコンパクトシティをめぐる研究は，こうした深刻
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この新たな研究において，先導的役割を担ったのは都市計画学の分野であった。蓑原ら
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膨張期を終え，成熟・凝縮期を迎えている。（中略）中心市街地の再生を図りながら，でき

るだけコンパクトな街を造ることが，これからの都市計画の目標となる」
（１）

として，都市計

画論の立場からコンパクトシティを推進することの必要性を提示した。また，当時深刻化の

様相をみせはじめていた中心市街地の空洞化問題について，「コンパクトな都市ができれば，

街が成立し，維持される可能性は極めて高い」
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と述べ，コンパクトシティ政策による中心

市街地活性化の可能性を示した。 
こうした萌芽的な動きを体系的に整えたのが海道［2001］である。海道は，1970 年半ば

の都市計画学者である G.B.ダンツィクらの研究を嚆矢とし、その後 1990 年代の M.ジェン

クスらによるサスティナブル・シティ論などの研究によって発展をみせていた欧米のコンパ

クトシティ論をわが国にはじめて導入し提示した。 
その著書『コンパクトシティ－持続可能な社会の都市像を求めて』のなかで，海道はそう

した諸外国での学術論争や各都市の取り組み事例などを紹介するとともに，「日本型コンパ

クトシティ」のあり方について次のように論じた。すなわち，近隣生活圏で都市を再構成す

る，交通計画と土地利用の結合を強める，多様な機能と価値を持つ都市のセンターゾーンを

再生・持続させる，徒歩の時代の「町割り」を活かす，都市の発展をコントロールして環境

と共生した都市を持続させる，といった内容である。
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その提言は非常に画期的なものであった。だが，残念ながら理念の提示に傾斜しており，

日本型コンパクトシティに関する提案としては，その実現のための具体性や熟度をいささか

欠いた内容であった。しかし，海道が提供したコンパクトシティの理念そのものに極めて大

きなインパクトや示唆があったことは間違いなかった。これらの議論は，その後，日本のコ

ンパクトシティ研究の基盤となっていく。 
さて，2000 年代半ばになると，わが国では折からの中心市街地の空洞化問題に加えて，

将来的な人口減少社会の到来が重大な社会問題として認識されるようになった。そして，こ

うした時勢を受け，コンパクトシティを日本でどのように推進するかということへの関心が

かつてないほどの高まりをみせていった。 
自治体レベルでは，1999 年に神戸市が策定した『コンパクトシティ構想－持続可能な都

市づくり，地域発意のまちづくり』報告書などをはじめ，その取り組みが全国に広がりつつ

あった。そして，国政レベルでは，コンパクトシティの考えの下，2006 年に「まちづくり

３法」の全面改正が行われた。 
このような流れのなかで，鈴木は 2007 年に『日本型コンパクトシティ－地域循環型都市

 

の構築』を刊行した。鈴木はここで，海道が提示したコンパクトシティ論を深化させるとと

もに，政策学の立場から日本におけるコンパクトシティの展開について論じた。

そのなかで鈴木は，まず，目指すべきコンパクトシティの方向性について，「豊かなコミ

ュニティの維持発展と自律的な地域社会の持続的発展をめざした都市の姿である」とし，加

えて，「人々がゆっくりと歩いて過ごせる賑わいと交流，そして市民サービスが得られる中

心市街地があり，職場と居住地とが公共交通手段や自転車などでも通い合える都市」，さら

には，「広域的なネットワークで結ばれた都市が相互に共存・共生する連携と役割分担を発

揮できるそれぞれの都市の姿であり，さらに周辺の農村や自然環境との共生によって，その

自律的で持続的な発展をめざす都市」という定義を示した。
（４）

そして，鈴木は日本版コンパクトシティのためのポイントとして次の４点を掲げた。すな

わち，①グローバリゼーションをどのように受け止め，ローカリゼーションをどう展開する

か ②想像を超えた急速な人口減少・高齢社会への突入による地域社会や自治体の萎縮がみ

られることにどう対応するか ③地球規模の深刻な環境・資源問題があること ④地方都市の

衰退を問題にするとき，地方都市・市街地の周辺に広大に広がる農村や農業をあわせて考え

なければならないこと，の４つである。
（５）

その上で，鈴木は，「日本版コンパクトシティの政策的原則」として の条件を提示し

た。
（６）

以下にその主要なものを抜粋する。

・都市計画区域以外はもちろん，都市計画区域における用途地区指定地域外の地域の開発

を基本的に抑制し，中心市街地への集積効果をあげる施策を積極的に取り組む

・中心市街地への周辺市町村地域からの公共交通マネジメントについて政策的に取り組む。

中心市街地周辺におけるパークアンドライドのシステムなどを積極的に導入し，自動車

だけでない交通手段やアクセスの重要性を高める

・周辺の農村部や中山間地域などにおいても適切な土地利用計画の策定とその運用を図り，

豊かで美しい農村や漁村をめざす施策を展開する

・既成市街地における街なか居住政策を展開させる

以上の議論の特徴としては，都市と農村部との関係性を重要視していること，中心市街地

と周辺部間のアクセスおよび中心市街地内における公共交通の整備が不可欠であるとして

いること，そして，「歩いて暮らせる」都市として中心市街地を想定しており，そこへの居

住推進の重要性を提唱していることなどが挙げられる。

鈴木のこうした主張は，どちらかというと，政策論としてよりも計画哲学としての色彩を

強く帯びたものであったように思われる。しかしながら，その研究は，鈴木自らが『福島県

商業まちづくり条例』（2005 年）の策定に関わったことをはじめ政策サイドに少なからず

影響を与えるものであった。また，前掲したように，この時期においては 2006 年のまちづ

くり３法改正によって，はじめて日本に国策としてのコンパクトシティ政策が導入されたわ



 

けであるが，まちづくり３法のなかでも，特に改正中心市街地活性化法と改正都市計画法に

おいては，都市機能の中心市街地への誘導策と郊外における規制策の一体的運用の明示など，

鈴木の考えと通じる理念が多分に含まれていた。

だが，後述するように，この３法改正によるコンパクトシティ政策はのちに不具合がみら

れるようになり，こうした鈴木による主張についても，結果的にはこれと軌を一にして不完

全さを表すこととなった。すなわち，ここで構想されたコンパクトシティ像は，中心市街地

の位置づけを高め，そこへ居住や都市機能の集約を図ることを目指した「単心型」，または

「単一中心地集約型」ともいうべきモデルであった。だが，こうしたモデルが実際の都市の

縮み方とは異なっているということが，その後次第に明らかになっていったのである。

結果的にこうした齟齬が表れたことについては，欧米各国のコンパクトシティの成功事例

にみられる単心型モデルに，わが国の都市計画制度が整合しなかったことがその大きな要因

として考えられた。つまり，都市計画制度の用途地域制による土地利用区分と，それによっ

て決定される路線価などの土地の価値の問題である。

このことについては，鈴木も次のように指摘していた。すなわち，商業地域や工業地域と

いった土地の用途純化による用途地域制とその運用のあり方について，「現実の用途混在を

許容している地域の広範な存在とその運用が，都市のあるべき姿を描きにくくしているので

はないだろうか」と懸念を示し，その上で「重要なのは，基本的な土地利用や交通システム

を示した計画と空間的な集積やその質などを明示した地区計画による二段階の都市計画が

必要」
（７）

であると提起した。

続けて，鈴木は，わが国において地方都市の都市構造を決定づけてきたのが道路体系であ

るとし，「土地が路線価で示されるように，前面に接する道路によって土地の価値も決定づ

けられてしまう（中略）道路が沿線の空間価値を決定し，それによって地域構造を形づくっ

ていってしまうのではコンパクトシティの実現は難しい。コンパクトシティの考え方に基づ

いて現在の都市計画図を眺めるとやはり，用途地域制による土地利用区分を根本的に見直さ

なくてはならない」
（８）

と論じた。

これは，わが国の用途地域制が都市郊外やロードサイド等の土地の価値を維持させている

ことの要因であり，ひいてはコンパクトシティの推進を図る上での大きな問題点となってい

るということを指摘した意見である。しかし，残念ながら，わが国の都市計画制度は今日に

いたるまでこのような問題を内包したままとなっている。

いずれにせよ，海道と鈴木を中心としてこの時期に展開された研究については，ここまで

みたように，特にコンパクトシティの理念の浸透という側面において，その果たした役割が

大きいものであったことはたしかである。また，これらの議論には，交通システムの整備と

の一体的推進の必要性など，のちの「多極ネットワーク型コンパクトシティ」へとつながる

方策が提示されていたことなど極めて大きな意義があった。

さて，わが国のコンパクトシティ研究は次なる段階へと移り，単心型コンパクトシティか

ら「実際の都市の縮小」を重視したものへとシフトしていく。これについては，次項にてく
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この次なる段階に移ったコンパクトシティ研究で，新しく示されたのが「多極型コンパク



 

トシティ」という集約モデルである。まず，その端緒となったのは和田ら［2010］による

「多心シナリオによるコンパクトシティ」という議論であった。

和田らは，低炭素社会を目指す上でコンパクトシティの推進が必要であるという立場から，

従来の議論がコンパクトシティをどのようなシナリオで目指すのかが不明確であるとした

上で，現状のまま市場原理に任せる（市場シナリオ），単心型による集約を進める（単心シ

ナリオ），ポテンシャルの高い多数の中心をつないだエリアを市域として整備していき，ゆ

るやかなコンパクト化を進める（多心シナリオ）の３つを提示し，2050 年までで総合的に

CO2 排出量が最も少ないのが多心シナリオであると結論づけた。
（９）

これは，あくまでも環境

コストの抑制という側面からコンパクトシティのあり方を考察したものではあったが，多心

型という新しいモデルを示し，その後の研究に示唆を与える有用な議論となった。

一方，この時期に取り組みが活発化したのが実態研究であった。例えば，都市周辺部の戸

建て持ち家層の住み替え需要の調査など，社会動態に着目した研究が数多く行われた。
（１０）

そして，こうした学術的取り組みのなかで大きなインパクトを与えた研究が，饗庭［2011］
による「全体×レイヤーモデル」の概念であった。饗庭は，居住や産業などが縮小していく

現実の社会動態として「実際の都市の縮小モデル」を提示し，その上で，これが従来考えら

れてきた「都市の縮み方」とは異なっているということを明らかにした。 
饗庭による議論は次のように示される。まず，前掲した地権者や事業者等の問題について，

「多数に所有される都市において，そこに住む全ての人たちが同じ目的をもつ可能性は低い

（中略）私たちが所有する敷地の限りにおいては，私たちは自身の意思によって，自身の目

的のためにそれを使うことができる 」
（１１）

とし，以降の論考の前提として，所有が各々の意思

決定に委ねられている現状については，やむを得ないものであるという考えを提示した。 
一方，わが国の都市計画について，都市拡大期においては，都市の中心地を意識した「中

心×ゾーニングモデル」に基づきながら都市を区域に分け，それぞれに商業・工業・農業の

３つの産業と住宅の機能をあてはめたもの（用途地域制）であったが，現在では，モータリ

ゼーションが進展していることや，地権者や事業者等の個別の立地決定が原則となっている

ことなどを理由に挙げ，もはやこうした伝統的な用途地域への集積は期待できないと指摘し

た 。
（１２）

そして，現在の日本における都市の縮小の様態について，「都市の大きさが小さくなるわ

けではない。都市の大きさ自体はほとんど変化せず，その内部のランダムな場所において，

それは中心部の商店街かもしれないし，郊外の戸建て住宅地であるかもしれないが，小さな

敷地単位で都市の密度が上がったり下がったりすることになる」とし，こうした「（都市全

体としての）大きさが変わらず，内部に小さな孔がランダムにあいていく動き」のことを「ス

ポンジ化」と定義した。

また，このスポンジ化の特徴については場所のランダム性に加えて，都市の中心部の距離

とは強い関係を持たずに起きるものであること，見えにくい現象であること，その内部は新

陳代謝を繰り返し，やがて都市全体として低密化することな
（１３）

どを挙げた（図表３－１）。
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さらに，都市拡大期に「中心×ゾーニングモデル」という単純な空間モデルによって都市

計画を動かしてこられたのは，都市のかかる力が「成長」という単純な一つの目的に統合さ

れており，統合されたその力が強かったためであること ，
（１４）

そして，従来の都市の縮小様式

である「単心型コンパクトシティ」については，都市拡大期における中心とゾーニングの関

係を反転させただけのものであるとし，この中心×ゾーニングという空間モデルそのものを

考え直す必要があると論じた 。
（１５）



 

以上を踏まえて提示されたのが，「全体×レイヤーモデル」というコンセプトである。従

来の中心×ゾーニングモデルについては，中心を設定し，商業の論理で変化する空間，工業

の論理で変化する空間，農業の論理で変化する空間，住宅の論理で変化する空間を平面的に

広がった空間の上に大きくゾーンにわけて配置するというイメージであった。

これに対して，全体×レイヤーモデルとは，実際に都市が縮小していく様子について，「そ

れぞれの空間はもはやバラバラな論理で動いており，隣あった空間は異なる方向に異なる力

で異なるスピードで動き，その合算がスポンジのように顕在化している」ものであるとし，

その上で，都市空間の変化の全体を「様々な力によって変化する空間の平面的なせめぎあい

ではなく，異なる論理で変化している空間（レイヤー）の重なり 」
（１６）

として理解しようとす

る考えである（図表３－２）。

このように，饗庭はレイヤーという概念によって，商業・工業・農業の３つの産業と住宅

の各層が個別の論理で変化を繰り返していることを示しながら，単心型コンパクトシティが

実際の社会動態とは整合していないことを指摘した。また，「実際の都市の縮み方」につい

て，都市全体の大きさが中心に向かってコンパクト化するのではなく，あくまでも都市内部

における低密化の現象であるということ，そして，それがこうした幾層にも分かれるレイヤ

ー（都市機能）の重なりの結果であることを明らかにした。

加えて，今後のコンパクトシティの進め方について，饗庭は次のような考えを示した。「長

期的には（単心型の）コンパクトシティを実現すべきだが，短期的な実現は不可能である。

そのため，短期的にはスポンジ化の構造を活かしたかたちで都市空間をつくり，公共投資を

介在させない方法で長い時間をかけてコンパクトシティを実現するべき（中略）目標像は同

じだが，そこに至るプロセス，時間を丁寧にデザインするべきである 」
（１７）

。

これは，スポンジ化によって低密化する様々な都市機能を都市内の複数の拠点に向けてゆ

るやかに集約させていこうという都市縮小の道筋を示したものであり，まさに多極型コンパ

クトシティ推進の基底となる考えである。

以上，本項では，実態研究を重視するものへと移行したわが国のコンパクトシティ研究に

ついて，2010 年代を中心に，その主要な議論に焦点をあてながら概観した。この時期のコ

ンパクトシティ研究に関してまとめるならば，2000 年代に提示された理念については支持

しながら，現実の社会動態を見つめ直すこと，また，都市が実際に縮小していく姿を明らか

にすることに力点を置いたものであったということがいえるだろう。 
そして，こうした「実際の都市の縮み方」に着目した研究については，多極ネットワーク

型コンパクトシティ政策である立地適正化計画制度（2014 年制定）に反映されることとな

る。次節では，こうした国レベルでのコンパクトシティ政策の展開についてみていくことと

する。
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として理解しようとす
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。
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にすることに力点を置いたものであったということがいえるだろう。 
そして，こうした「実際の都市の縮み方」に着目した研究については，多極ネットワーク

型コンパクトシティ政策である立地適正化計画制度（2014 年制定）に反映されることとな

る。次節では，こうした国レベルでのコンパクトシティ政策の展開についてみていくことと

する。

 

３．わが国におけるコンパクトシティ政策の展開

ここまで，わが国のコンパクトシティ研究について２つのタームに分けながら，それぞれ

の時期において学術サイドで展開された主要な議論を概観した。

あらためて，以上を簡単に整理すると，「理念の導入段階」においては，コンパクトシテ

ィの理念の浸透に重きが置かれ，また，ここで想定されていたコンパクトシティ像は単一の

中心市街地を想定した「単心型モデル」であった。そして，続く「実態研究への移行段階」

では，それまでの研究によるコンパクトシティの理念そのものは認めながらも，実際の都市

の縮み方を明らかにしようとする実態的な研究へと軸足が移り，その結果，より社会動態に

即した集約モデルとして「多極型モデル」が提示されるにいたった。

本節では，国レベルでのコンパクトシティ政策が，こうした学術サイドでのトレンドと歩

調を同じくしつつ変遷していったことを示しながら，中心市街地活性化制度（単心型）と立

地適正化計画制度（多極型）の２つのコンパクトシティ制度について，それぞれの枠組みや

取り組み状況等を中心に考察することとする。

（１）中心市街地活性化制度による単心型コンパクトシティ政策

1990 年代初頭より，大型店の郊外立地とそれによって引き起こされた中心市街地の衰退

が各地で急速に進展し，その対応として 1998 年に，中心市街地活性化法（中活法），大規

模小売店舗立地法，都市計画法からなる，いわゆる「まちづくり３法」が整備された。 
しかしながら，その後もこうした事態の進行に歯止めが効かなかったため，早くも 2006

年には３法の改正が行われることとなった。 
このまちづくり３法の見直しをめぐる検討が行われた時期においては，折からの中心市街

地の空洞化問題に加えて，将来的な人口減少社会への対応が喫緊の課題として強く認識され

はじめていた。そのため，３法改正においては，「コンパクトシティへの転換」というスロ

ーガンの下，大規模集客施設の郊外立地規制（改正都市計画法）や中心市街地へ都市機能の

集約を図るための法制度の抜本的見直し（改正中活法）などの対応が行われた。 
中活法は，市町村が都市中心部の活性化を図るために行う事業（中活事業）に対して，国

が認定・支援する制度（中活制度）を定めた法律である。同法の支援対象となる中活事業は，

この法改正前は商業活性化と市街地整備改善の２分野であったが，改正後は，この２つに都

市福利施設の整備とまちなか居住の２つを加えた計４分野へと拡大された。 
つまり，中活制度は，2006 年の改正前は商業を軸にした中心市街地活性化がその目的で

あったが，改正後においては様々な都市機能の集約による中心市街地活性化，そして，中心

市街地へのコンパクトシティの推進を目的とする制度へと位置づけが強化された。

同制度に基づいて，自治体が国の支援を受けるための枠組みについては以下のように示さ

れる。第１に，市町村は中心市街地ごとに中心市街地活性化協議会（協議会）を組織しなけ

ればならない。そして，協議会は，商工会・商工会議所，まちづくり会社，民間事業者，住



 

民，市町村等の多様な地域主体によって構成されなければならない。第２に，認定・実施ま

での流れは次のとおりである。まず，市町村は中心市街地活性化基本計画（中活計画）を策

定し，これを国（内閣府）に申請する。国は申請された基本計画案を協議の上，採択したも

のについては認定基本計画とする。そして この認定基本計画に盛り込まれた４分野からな

る中活事業については，協議会が主体となって事業活動の実施や取りまとめを行う。第３に，

認定基本計画の期間については原則５年ごととし，且つ，同計画においては中心市街地活性

化の具体的な目標指標を設定し，それを明示しなければならない。

このように，多様な地域主体の参画による協議会体制などの新たなスキームを備えた中活

制度については，その効果の発現が大いに期待された。だが，こうした政策対応によっても

事態は好転せず，同制度をめぐっては，ほどなく重大な問題が顕在化することとなった。そ

のひとつは，大半の自治体が同制度の活用を見送り，結果的にその認定自治体数が低迷した

ことである。これまで国の認定を受けた中活認定地区は 140 を数える（2016 年 10 月現在）。

しかしながら，この中活制度の活用状況は，全国の基礎自治体の総数が 1,700 超であるこ

とを考えれば，けっして芳しいものではない。 
そして，もうひとつは，認定自治体における中活の取り組みが，ほとんど功を奏しなかっ

たことである。2012 年度末に１期５年間の中活計画を満了する 30 の市町村を対象として

内閣府・内閣官房が行った最終フォローアップ報告によると，当初設定された目標指標の達

成度が，わずか全体の 27％にとどまったという結果が示された 。
（１８）

 
この２つの問題について，前者は４つの事業分野の全てに新規事業を盛り込むことが必要

とされるなど認定に要するハードルが高かったこと，そして，後者に関しては，中心市街地

への民間資本の流入が進まず，逆に郊外部やロードサイド等へその流出が進んだことがそれ

ぞれの主因として考えられた 。
（１９）

加えて，これらの中活制度をめぐる齟齬については，その単心型コンパクトシティ制度と

しての側面からみた場合も，それぞれ次のような課題があった。

まず，前者の中活制度を活用する自治体数の伸び悩みについては，以下の３つが挙げられ

る。第１は，コンパクトシティの推進のために都市計画マスタープラン（都市マス）や条例

といった手法が多くの自治体で選択されたことである。これは，都市マス等は市町村が独自

に策定できる地域計画であり，多様な地域事情に対応しやすい特性があることによるもので

あった。ただし，コンパクトシティの名称を用いながらも目標のみの提示にとどまるものが

少なからずあるなど，策定されたこれらの計画の内容には地域によって濃淡がみられた。
（２０）

第２は，１ヶ所の中心市街地だけでなく，副都心や準中心市街地といった複数の拠点を有

する自治体にとって単心型コンパクトシティが馴染みにくかったことである。「平成の大合

併」によって複数の市街地を有することになった市町村などがこれに該当する。

第３は，前節でみたように，単心型コンパクトシティの考えが都市外縁部の住民や事業者

の理解を得られにくかったことである。さらにいえば，郊外選出の議員，合併自治体の場合

であれば旧市町村の住民や議員についても同様のことがいえる。
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一方，中活の取り組みによる効果が表れなかったという後者の問題に関して，特にコンパ

クトシティに関わるものとしては，「まちなか居住」の不振が挙げられる。これについては，

内閣府・内閣官房による最終フォローアップ報告のデータを再び用いたい。中活認定自治体

が設定した目標指標とその最終的な達成率をまとめたその報告書によると，中心市街地内に

おける「歩行者通行量」や「年間小売販売額」など，全目標指標の達成率の平均値は 27％

であったが，「居住人口」に関する率のみをみると，その数値は 18％と
（２１）

全体の数値を大きく

下回るものであった。すなわち，中心市街地への居住の集約が目論見どおりに進まず，他の

施策と比してもその達成度が極めて低いことが明らかになったのである。 
いうまでもなく，まちなか居住は中心市街地へ人口の集約を図るものであり，単心型コン

パクトシティ政策における最重要施策のひとつである。それがこうして振るわなかったとい

うことは，１ヶ所の中心市街地を想定した居住の集約というものが，前掲した移転時のコス

ト負担の問題等によって，そもそも多数の支持を得られにくいものであるということに尽き

るだろう。 
さて，以上，2006 年の法改正によって整備された中活制度について，コンパクトシティ

制度としての枠組みや取り組み状況を中心にみてきたが，ここまで確認したように，この制

度は政策効果を十分に発揮することができなかった。そのため，中活法は 2014 年７月に２

度目の改正が行われ，それまでの法制度の不備を解消するための様々な対応が図られた。以

下では，この 2014 年改正中活法に基づく中活制度について，主にコンパクトシティ制度と

しての側面からどのような見直しが行われたのかを確認することとする。 
まず，この法改正をめぐる国の検討過程では，中心市街地のあり方について，高度な都市

機能を来街者が利用することを念頭に置きながら，「歩いて楽しいまち」，あるいは「歩いて

用がまとめて足せるまち 」
（２２）

とするフレーズが登場した。これは，中活制度の基底となる中

心市街地の位置づけについて，従前の「歩いて暮らせるまち」に代表される中心市街地内の

住まい手の存在を重視したものから，より幅広い交流人口を想定し，中心市街地の拠点性を

高めるものへと発展させようとする新しい考え方の提示であった。無論，この政策転換の背

景には，それまでのまちなか居住政策の不振もあった。 
こうしたコンセプトの下，2014 年中活法においては，周辺への波及効果が高い中心市街

地内の民間プロジェクトを手厚く支援するための事業制度として，「特定民間中心市街地経

済活力向上事業」が創設された。 
また，中活法の基本方針が改正され，地域の実態に即した柔軟な中心市街地の区域設定を

認める旨が定められた。これは，例えば，都市のなかに中心的な役割を果たしている拠点が

複数ある場合は，それらの複数の拠点を一体として認定するという内容である。 
この緩和措置についてはまだ適用例がない（2016 年 10 月現在）。ただし，これは中活制

度が従来の単心型コンパクトシティを基本としながらも，複心型，あるいは多心型をも認め

るということを示したものであるため，これを適用した中心市街地活性化基本計画の認定な

どの今後の動向については非常に注目されるところである。 



 

（２）立地適正化計画制度による多極型コンパクトシティ政策

2014 年，改正都市再生特別措置法が施行され，同法に基づく新しいコンパクトシティ制

度として「立地適正化計画制度」（立適制度）が新設された。 
同制度の制定までの経緯を簡単に整理すると，同年２月に「都市再生特別措置法等の一部

を改正する法律案」が閣議決定され，これを受けてその翌月に開催された「国土交通省社会

資本整備審議会第８回都市計画・歴史的風土分科会第 15 回都市計画部会」における議論，

そして，国会での審議を経て同年５月に成立したという流れで示される（施行は８月）。

以上の国の検討過程においては，立適制度の導入の背景として，将来的な人口減少社会の

到来を見据えた都市の維持管理コストの圧縮といった従来の議論に加えて，国際競争におけ

るわが国の優位性を確保するための政策資源の集中という文脈が用いられた 。
（２３）

これは，グローバリゼーションが進展し，特に近隣各国の主要都市の影響力が近年急速に

増しつつあることへの強い危機感の表れであった。つまり，逼迫化の一途をたどり，将来的

にさらに深刻な状況が予測されるわが国の財政については，国際競争における日本の競争力

の強化という観点からみて，より一層の「選択と集中」を推し進める必要があること，そし

て，そのために，人口減少によって縮退する地域社会への税財源の投下のあり方を抜本的に

見直すことが喫緊の課題であるということがここで強調されたわけである。

このような政府の意気込みの下に，立適制度は全く新しいコンパクトシティ制度として創

設された。この制度の特徴については以下の２つが挙げられる。それぞれ，従来のコンパク

トシティ制度（中活制度）との相違点を明らかにしながら示していきたい。

その第１は制度の法的位置づけである。すなわち，中活制度が，流通政策の色合いが強か

った旧中活法（中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関

する法律，1998年立法）を前身とするものであるのに対して，立適制度は都市計画法と密

接に関連し，土地利用計画の色彩を強く帯びたものとなっている。

しかしながら，その一方で，同制度は都市の縮退を強く意識したものとして，これまでの

都市計画法に基づく都市計画マスタープランや土地利用規制等とは異なる側面を持ち合わ

せている。それは，従来の土地利用規制等で都市をコントロールするだけではなく，立適制

度においては，都市の住民・企業等の活動等に着目し，量ではなく質の向上を図るために都

市を「マネジメント」するという視点が必要としていることである 。
（２４）

加えて，従来の都市計画手法によって調整区域の規制や都市計画施設の見直し，民間活力

を活用した開発といった取り組みの高度化を図りながら，一方の立適制度では，従来の都市

計画で明確に位置づけられてこなかった各種の都市機能に着目し，それらを都市計画のなか

に位置づけ，その魅力を活かすという役割が期待されていることも挙げられる 。
（２５）

以上について，所管の国土交通省による定義を引用してまとめるならば，立適制度は，市

町村がその全体を見渡し，居住・商業・医療・福祉・公共交通等の様々な都市機能を対象と

して立地を計画するための制度であり，市町村マスタープラン（都市計画マスタープラン）

の「高度化版」として位置づけられるものである 。
（２６）
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これは，グローバリゼーションが進展し，特に近隣各国の主要都市の影響力が近年急速に

増しつつあることへの強い危機感の表れであった。つまり，逼迫化の一途をたどり，将来的

にさらに深刻な状況が予測されるわが国の財政については，国際競争における日本の競争力

の強化という観点からみて，より一層の「選択と集中」を推し進める必要があること，そし

て，そのために，人口減少によって縮退する地域社会への税財源の投下のあり方を抜本的に

見直すことが喫緊の課題であるということがここで強調されたわけである。

このような政府の意気込みの下に，立適制度は全く新しいコンパクトシティ制度として創

設された。この制度の特徴については以下の２つが挙げられる。それぞれ，従来のコンパク

トシティ制度（中活制度）との相違点を明らかにしながら示していきたい。

その第１は制度の法的位置づけである。すなわち，中活制度が，流通政策の色合いが強か

った旧中活法（中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関

する法律，1998年立法）を前身とするものであるのに対して，立適制度は都市計画法と密

接に関連し，土地利用計画の色彩を強く帯びたものとなっている。

しかしながら，その一方で，同制度は都市の縮退を強く意識したものとして，これまでの

都市計画法に基づく都市計画マスタープランや土地利用規制等とは異なる側面を持ち合わ

せている。それは，従来の土地利用規制等で都市をコントロールするだけではなく，立適制

度においては，都市の住民・企業等の活動等に着目し，量ではなく質の向上を図るために都

市を「マネジメント」するという視点が必要としていることである 。
（２４）

加えて，従来の都市計画手法によって調整区域の規制や都市計画施設の見直し，民間活力

を活用した開発といった取り組みの高度化を図りながら，一方の立適制度では，従来の都市

計画で明確に位置づけられてこなかった各種の都市機能に着目し，それらを都市計画のなか

に位置づけ，その魅力を活かすという役割が期待されていることも挙げられる 。
（２５）

以上について，所管の国土交通省による定義を引用してまとめるならば，立適制度は，市

町村がその全体を見渡し，居住・商業・医療・福祉・公共交通等の様々な都市機能を対象と

して立地を計画するための制度であり，市町村マスタープラン（都市計画マスタープラン）

の「高度化版」として位置づけられるものである 。
（２６）

 

そして，第２の特徴は，従来の中活制度が単心型コンパクトシティ制度であるのに対して，

立適制度が立地適正化計画（立適計画）に基づく「多極ネットワーク型コンパクトシティ」，

または「コンパクト・プラス・ネットワーク」とされる制度であることである。

この立適計画については，策定にいたるまでの検討の進め方が最も重要視される。したが

って，制度のスキームについて触れる前に，ここではまず，『立地適正化計画作成の手引き』

（国土交通省）の内容に沿いながら，その策定の手順を以下に整理することとする。

立適計画の策定にあたって，市町村は，最初に前提としてどのようなまちづくりを目指す

のかという「まちづくりの方針（ターゲット）の検討」を行わねばならない。その上で，都

市全体の観点から，上位計画や関係施策との整合性・相乗効果や目指すべきまちづくりの方

針等を見据えながら，人口や都市機能施設，公共交通施設が集積し，主要な公共交通路線の

結節点等として公共交通アクセス性の高い「中心拠点」および「地域／生活拠点」を設定し

なければならない。あわせて，沿線に相当の人口集積があり，将来も一定の運行水準を維持

すると見込まれる公共交通路線であり，なおかつ各拠点をネットワークする「基幹的な公共

交通軸」の設定を行わなければならない 。
（２７）

これらは，同計画策定のフローにおいて「目指

すべき都市の骨格構造の検討」として位置づけられるものである。

そして，この「中心拠点」と「地域／生活拠点」の拠点類型別に想定される各種の都市機

能として，例えば，行政機能の場合であれば，前者は本庁舎，後者は支所や福祉事務所など

の各地域事務所であるとされている。また，商業の場合であれば，前者は相当規模の商業集

積，後者については食品スーパーやコンビニなどと想定されている 。
（２８）

なお，これらの検討にあたって，国土交通省の手引書のなかでは，地区別人口データをは

じめ，都市の骨格構造，公共施設の配置，各種生活サービス施設の配置等の将来見通しに関

する様々なレイヤーを多層的に重ね合わせた予測分析が必要であるとして，前節の「全体×

レイヤーモデル」による分析手法が紹介されている 。
（２９）

次に，これらを踏まえて，具体的な課題解決のための施策・誘導方針（ストーリー）を明

確化することが重要であると明示されている 。
（３０）

例えば，「高齢者の健康寿命を○年延ばす」

というターゲットの場合であれば，公共交通利便の高い場所に高齢者の健康づくり施設を誘

致するといった，高齢者が歩き，運動するための仕掛けづくりなどである。

ここまでを受けて，その次に設定しなければならないのが，「都市機能誘導区域」，および

「居住誘導区域」である。都市機能誘導区域については，各拠点地区における土地利用の実

態や公共交通施設，都市機能施設，公共施設の配置を踏まえ，徒歩等の移動手段による各種

都市サービスの回遊性など，地域としての一体性等の観点から具体的な区域の検討を要する

ものである 。
（３１）

また，同区域ごとに，「誘導施設」として立地を誘導すべき都市機能増進施

設（商業，医療，福祉等）について検討しなければならない。そして，その設定にあたって

は，都市の現在の人口構成や将来の人口推計，施設の充足状況や配置を勘案しながら進める

必要があるとされている 。
（３２）

一方，居住誘導区域については，国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口を基に，



 

長期的な地区別人口予測を行いつつ，具体的な区域を検討しなければならない。なお，ここ

での検討における重要なポイントとして，徒歩や主要な公共交通路線等を介した拠点地区の

アクセス性，区域内の人口密度水準を確保することによる生活サービス施設の持続性，対象

区域における災害等に対する安全性等が挙げられている 。
（３３）

そして，最後に検討しなければならないのが，具体的な「誘導施策」，および「目標値」

と「施策の達成状況に関する評価方法」である 。
（３４）

誘導施策については，例えば，都市機能

誘導区域内で都市計画の特例を定めることによって，誘導施設を有する建築物の容積率や用

途制限を緩和するといった措置などである。一方，目標値の設定と達成状況に関する評価の

手法については，目標指標とその目標値を設け，事業満了年度に現状値との比較からその達

成度を測定するというもので，概ね中活制度と同様の手順になる。ただし，中活制度では目

標指標が中心市街地の「歩行者通行量」や「空き店舗率」などの６〜７種類にパターン化さ

れており，また，事業期間が原則 期５年間と定められているのに対して，立適計画につい

ては，目標指標が地域事情に応じた細やかなものであること，そして，フォローアップを行

う時期が一律ではないという特徴がある。

以上の検討を，市町村，および市町村都市再生協議会で行い，立適計画素案を整える。そ

して，その素案について，住民（パブリックコメント・公聴会等）や市町村都市計画審議会

からの意見を反映した上で，策定・公表されるのが立適計画となる。

その枠組みについては図表３－３のとおりに示される。図示するように，立適計画には改

正地域公共交通活性化再生法（2014 年 11 月施行）に基づく「地域公共交通再編実施計画」
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との連携が求められる 。
（３５）

この２制度の連携によるスキームこそが，同制度が「多極ネット

ワーク型コンパクトシティ」と定義される所以である。

現在，この立適計画の作成のための具体的な取り組みを行っている都市は，全国で 309
団体を数える。このうち，計画を作成・公表済みの都市は，箕面市・熊本市・花巻市・札幌

市の４団体で，また，2016 年度中に作成・公表予定の都市は 115 団体となっている（いず

れも 2016 年 12 月現在） 。
（３６）

全国の基礎自治体数が 1,700 超であり，また，制度の導入か

ら間もないことを考慮すると，この時点で立適計画の策定に取り組む自治体数は非常に多く，

そして極めて早いペースで普及しているといってよいだろう。

なお，ここまでみたように，市町村が立適計画を策定するためには，同制度を所管する都

市計画系の部局のみならず，他部局との横断的な検討や他部局担当の関係法令との調整等を

重ねながら，相当に細やかで高度な分析や検討作業を行わねばならないなど，手続き上のハ

ードルが非常に高いものであることが看取できる。

それにもかかわらず，このように同計画の策定に取り組む自治体が多いことについては，

この制度が多極型コンパクトシティ制度であり，今後縮小していく社会動態に即した内容を

備えたものであるということがその大きな要因であることはいうまでもないが，それ以上に，

ここで取り上げて強調したいのが次の２つである。

第１は，市町村にとって，立適制度が財政上のメリットが大きいものであることである。

すなわち，国の財政状況と同様に，大半の基礎自治体の財政も非常に厳しい状況にある。そ

うしたなか，立適制度は国土交通省所管の制度として予算規模が大きく，また，中活制度を

はじめとする他の支援制度よりも補助率の大きい補助金が用意されるなど，市町村にとって

はインセンティブが大きく魅力的な内容となっている。

第２は，国による積極的な周知活動である。つまり，従来のコンパクトシティ政策をめぐ

っては，単心型であることの理解の得られにくさに加えて，コンパクトシティの考え方その

ものに対する誤解が少なからずあることが指摘されていた。

そのため，政府は，立適制度の普及にあたって，まずその理解浸透を図るための対策から

講じることとなったのであるが，そのひとつが，「コンパクトシティをめぐる誤解」（図表３

－４）という考えの提示である。ここでは，立適制度について，全ての人口の集約を図るも

のではないことや，あくまでも誘導によって，時間をかけながら居住の集約を目指すもので

あることなどが明確に掲げられている。

また，国土交通省の立適計画作成の手引書においても，次のような注目すべき説明がなさ

れている。すなわち，コンパクトシティ政策について「これまで人口減少，財政事情の悪化

等への対応として『守り』の側面を強調して説明されてきましたが，賢い土地利用により人

口密度を維持することで生産性向上など『稼ぐ力』の引き出し（中略）など都市の課題解決

に対して『攻め』の対応で貢献する施策であることに注目することが重要 」
（３７）

であるとする

方向性の提示である。

これらは，非常に明示的で説得的な内容であるといえる。計画策定に取り組む自治体数の



 

増加については，こうした周知活動による効果もあることは間違いないだろう。

さて，ここでのまとめとして，論点を中活制度と立適制度との関係に戻したい。

2014 年８月の立適制度の創設以降，わが国では，単心型の中活制度と多極型の立適制度

という異なるコンパクトシティ制度が並立する状況となっている。これについて，政府は同

年成立の３法の連携を図り，それによって地方都市再興に向けた取り組みを推進する方針を

示している。
（３８）

その３法とは，改正中活法（中活制度），改正都市再生特別措置法（立適制度），

そして，改正地域公共交通活性化再生法（地域公共交通再編実施計画制度）である。 
あらためて中活と立適の両制度の特徴を簡単に整理すると，前者は，中心市街地における

ハード・ソフト事業を国が認定・支援する総合まちづくり制度といえる。そして，この制度

は 1998 年の「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関

する法律」によるタウンマネジメント機関制度の流れをくむ中心市街地活性化協議会制度を

はじめ，商業活性化の色合いが強いものである。 
対して後者は，従来の都市計画法の不備を補完しつつ，同法と両輪となって機能する役割

を基盤としながら，各種の上位計画や関係法令を組み合わせて，都市全体を対象にまちづく

りを検討するための制度である。したがって，立適制度は土地利用計画制度としての性格を

基底に据えたものである。また，各制度を所管する省庁は，前者が内閣府，後者が国土交通

省となる。 
このように，それぞれの制度にはコンパクトシティ制度という共通点こそあれ，非常に大

きな違いがある。一方で，2016 年４月に立適計画を作成・公表した熊本市（2007 年度より

中活認定，継続中）のようにひとつの自治体が両制度を併用するケース，あるいは，中活の

みを活用する自治体と立適のみを活用する自治体が近接する場合な
（３９）

ど，今後は様々なケース



 

増加については，こうした周知活動による効果もあることは間違いないだろう。
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（３８）
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が想定される。そうしたなか，各地で両制度の調和がどのように図られるのかということに

ついては，これから非常に注目されるところである。

４．立地適正化計画制度における地域商業の位置づけについて

 
ここまで，わが国におけるコンパクトシティ研究の流れを概観するとともに，国レベルで

のコンパクトシティ政策の変遷について考察した。その結果として，まず，学術サイドにつ

いては，「スポンジ化」や「全体×レイヤーモデル」の概念などによって，多極型コンパク

トシティに高い適性があるとする研究にいたったことを明らかにした。一方，政策サイドに

ついては，「多極ネットワーク型コンパクトシティ」として整備された立地適正化計画制度

（立適制度）が土地利用計画制度としての性格を基盤としながら，都市全体を対象にまちづ

くりを検討するための制度であること，また，同制度が多くの自治体から支持されており，

その策定に向けた取り組みが急速に広がりつつあるということを確認した。

なお，こうして各地で立適計画の策定を目指す動きが活発化している状況に関しては，筆

者は，2016 年に九州・中国地区の 12 の自治体を対象に行ったヒアリング調査（第２章参

照）によってもうかがうことができた。この調査では，全体の半数超の７団体から立適計画

の策定に取り組み中であるとの回答が得られた（大分・長崎・久留米・飯塚・大村・三原・

竹田の７市）。

以上を踏まえ，ここでは立適制度と流通政策の関わりについて考察していくこととする。

まず，立適計画については，「都市計画マスタープランの高度化版」という位置づけが示

すように，都市全域を見渡しつつ，様々な政策分野で詳細な将来予測を行う必要があるなど

非常に細やかな検討を求められるものであるが，そうした細やかさゆえに，また，財政支援

制度が充実していることもあって，高い実効性が期待されるものであると考える。

しかし，そうした立適制度において，流通政策がどのように位置づけられているか，ある

いは，地域商業がどのように捉えられているかということに目を向けると，残念ながら，商

業の視点が著しく後方に追いやられているような印象を受けるとともに，そうした現状に対

して大きな懸念を抱かずにはいられないというのが率直なところである。

このことに関しては，以下の３つの側面から指摘したい。その第１は，実際に策定された

計画において，立適計画と中心市街地活性化基本計画（中活計画）との連携についての明示

がほとんどみられないことである。

これについては，熊本市の例を紹介する。2016 年４月に作成・公表された『熊本市立地

適正化計画』においては，中心市街地を含めた 16 の都市機能誘導区域が設けられるととも

に，それぞれの区域に商業や医療，金融等の主要な都市機能を誘導することが定められてい

る。また，そのなかでは，中心市街地について，他の 区域にはない都市圏の発展を牽引

する「高次都市機能」を備えた区域であるという表現が用いられながら，その中心市街地に

は都市圏の中心として質の高い芸術・文化，幅広い交流等を提供する役割があり，都市圏全



 

体の魅力や都市活力の向上を図る高次都市機能を提供する施設を誘導するという考えが示

されている。そして，そこでの誘導施設については，『熊本市中心市街地活性化基本計画』

に位置づけられている大型集客施設が挙げられている 。
（４０）

だが，同計画においては，中活計画に盛り込まれている都市機能についてこのように取り

上げられているのみで，立適計画と中活計画をどのように連携し，推進を図るかということ

については全く示されていないのである。

これに関しては，まず，立適制度が他の関連施策と細やかな調和を求めるとしていること

との相違が指摘できるだろう。また，地方都市再興に向けた取り組みを推進するという政府

方針，すなわち，前節で触れた中活制度・立適制度・地域公共交通再編実施計画制度の３制

度の連携を図るという国の方向性との不整合についても同様のことがいえる。

だが，流通政策の立場からそれ以上に強調したいのは，中活計画が商業活性化の分野を備

えたまちづくり計画であるということである。各地の中活計画のなかでは，中心市街地で行

う商業活性化の取り組みについて，ハード・ソフト両分野の事業計画が明示的に盛り込まれ

ているのである。いうまでもなく，立適計画においては，こうした中活計画事業との連携に

関する事前明示性が必要である。

そして，第２は，立適計画策定の取り組みにおける経済団体の関与事例が極めて少ないこ

とである。これについては，次の調査結果を取り上げる。2016 年４月に，立適計画の策定

に着手している自治体の商工会議所（127 団体）を対象に日本商工会議所が行った調査（図

表３－５）によると，計画策定に着手しているが，策定について自治体から商工会議所への

関与等の要請はないとする回答が 42 件（全体の 33％）を数えた。さらに，自治体が計画策

定に着手しているか商工会議所では分からないとする回答は 72 件（同 57％）にも達した。 
こうした状況については，各地の自治体で立適計画の策定を担当しているのが商工団体と

の接点をほとんど持たない都市計画系の部局であることが主たる要因として考えられる。な

お，これは商工会議所地区の自治体についてのデータであるが，おそらく商工会地区の地域
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に着手している自治体の商工会議所（127 団体）を対象に日本商工会議所が行った調査（図

表３－５）によると，計画策定に着手しているが，策定について自治体から商工会議所への
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お，これは商工会議所地区の自治体についてのデータであるが，おそらく商工会地区の地域

 

においても同様の状況にあると思われる。

いうまでもなく，商工会や商工会議所は，地域による会員数の差はあるが，概ね数百から

数千にのぼる会員企業を有する経済団体であり，地域の個店への指導や支援等を行うだけで

なく，中活制度に基づく商店街活性化事業をはじめ，様々な地域の活性化活動に携わる地域

主体である。したがって，商工団体については，立適計画策定の取り組みへの関与が必要で

あるとともに，同計画のなかでその位置づけを明確にすることが求められる。

なお，このことは，先に示した『立地適正化計画作成の手引き』における立適制度の方向

性，すなわち，同制度が地域の「稼ぐ力」を引き出すことや，民間活力の活用拡大を目的と

したものであるということからも指摘できる。

ただし，こうした立適計画策定をめぐる商工団体の関与状況については，以上のデータを

もって，現段階でその是非を判断することが難しいということをここでは付言しておく。そ

れは，立適計画は土地利用計画を基幹とするものであり，そうした中核部分が十分に整えら

れてからでなければ，計画を地域団体に諮り，意見聴取等を行うことが難しいという側面が

あること，そして，ここで策定に着手済みとされている自治体のなかには，こうした初期の

検討段階にあるところも含まれており，今後はこのなかから商工団体の関わりが発生する件

数が増えることが考えられるためである。したがって，その取り組みについては，いましば

らく各地の進捗をみた上であらためて実態的に検証する必要がある。

しかしながら，この調査で自治体が計画策定に着手しているか不明とする商工会議所の回

答が全体の約６割を占める状況については，地域主体間のコミュニケーション，そして，地

域経済の振興という観点からみて明らかに問題がある。立適計画の意味や重みを考慮するな

らば，たとえ作業が初動段階にあったとしても，あらかじめ商工団体へのアナウンスを行う

など，自治体はその関係性を密にしなければならないだろう。

最後に第３は，立適制度が，都市機能誘導区域への誘導を図る商業施設について，その種

別や規模しか提示していないことである。すなわち，既述した『立地適正化計画作成の手引

き』のなかで想定されている商業の誘導イメージについて再掲すると，「中心拠点」と「地

域／生活拠点」の拠点類型別に望まれる商業機能として，前者は相当規模の商業集積，後者

については食品スーパーやコンビニなど，ということだけが示されている。
（４１）

しかしながら，拠点への誘導を目指す商業施設について示される方向性がこれのみである

ならば，特に地域拠点クラスの地区においては，バイイングパワーに長けた地元外資本のス

ーパーやチェーン系ドラッグストア等の参入が助長されるとともに，それによって，いよい

よ地域商業の衰退が加速されるのではないだろうか。

こうした懸念は，市町村での立適計画策定の所管が都市計画系の部局であり，その計画策

定のプロセスにおける商業政策系の部局の関与については自治体ごとの任意であるという

こと，つまり商業系の部局の関わり方に地域差があるという前提に立ったものである。

例えば，ある自治体においては，土地利用計画の側面が優先されながら立適計画の検討が

進められた末に，各拠点の小売事業者については全国の業者を対象にした競争入札で決定さ



 

れる，といった流れが起こり得ることがここからは想定されるのである。

したがって，そうした事態を防ぐために，立適制度のなかで，拠点へ誘導を図る商業施設

の事業者については地元事業者を基本とする方針を示すことが必要であると考える。

もちろん，地域拠点クラスの地区における日用品を扱う小売店舗について，地元店が退店

してしまい，全国チェーン店が出店するのみとなっているケースは多いと考えられる。

筆者が住まう熊本市を例に挙げると，今般の『熊本市立地適正化計画』に基づく都市機能

誘導区域としては八景水谷・清水亀井地区が筆者の居住地からの最寄りになるが，同地区に

おいては，かつて地域の最寄品店が軒を連ねていた亀井商店街が完全にシャッター街と化し

た一方で，住宅集積地として一定の日用品の需要があるため，県外大手資本によるスーパー

やドラッグストア，コンビニ等の立地が近年相次いでいる状況がある。ここでは，オーバー

ストア状態といえるほどの熾烈な業者間競争が展開されており，地元事業者に限らず，新規

の事業者がこの地区に最寄品店を出店するメリットは，もはやほとんどないといってよい。

このような現実も理解するがゆえに，現実的な落としどころとして，地元事業者を「基本」

として商業施設の誘導を図るべき，と表現したわけである。また，各地の地域商業の衰退に

ついては，市場競争の結果によるもの，あるいは，消費者の選択の結果として表出している

ものであるという側面もある。よって，そうした市場原理に基づく自由な経済活動を一律的

に制限することは現実的ではないだろう。

とはいえ，地元事業者が地域商業の主要な担い手となることによって，地域経済にもたら

される波及効果が大きいことはたしかである。それは，流通大手をはじめとする地域外資本

の場合，地元の人材を雇用する際に非正規で雇うことが多いことや，当該地区での売上（純

利益）に係る法人税が本社所在自治体に流出することなど，所得の発生や域内還流という観

点からその効果が甚だ疑問視されるためである。

そのことを示すために，ここでは，宇野［2005］が都市経済を空間的視点から分析する

枠組みとして提示した「都市流通システム」の概念を取り上げたい。これは，流通活動が都

市を舞台に展開する対外的市場取引側面と対内的市場取引側面に着目し，前者を当該都市が

域外との交易をとおして財やサービスを移出入する役割を担う「都市卸売流通システム」と

して，後者を都市内部の住民に財やサービスを提供する役割を担う「都市小売流通システム」

として位置づけながら，都市経済のあり方を理解しようとしたものである 。
（４２）

宇野がそこで重視したのは，都市経済が，都市の対外的市場取引活動をとおして発生・獲

得する所得の域内循環によって成立し，対内的市場取引活動をとおして，その所得循環の輪

が拡大・深耕することによって発展していくプロセスであった 。
（４３）

この考えを援用した上で，地域経済における地域商業の役割として捉え直すならば，それ

は財の「域内生産」，「域内流入」，「域内還流」として示される。つまり，地元事業者が地域

商業の主たる担い手となることによって，地域内に安定的な雇用や所得が生まれるとともに，

地域外からの財の呼び込みが促進され，それらによって地域内経済が発展する。次に，消費

や納税等によって地域内経済における財の循環が促されるというメカニズムである。
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筆者が住まう熊本市を例に挙げると，今般の『熊本市立地適正化計画』に基づく都市機能

誘導区域としては八景水谷・清水亀井地区が筆者の居住地からの最寄りになるが，同地区に

おいては，かつて地域の最寄品店が軒を連ねていた亀井商店街が完全にシャッター街と化し

た一方で，住宅集積地として一定の日用品の需要があるため，県外大手資本によるスーパー

やドラッグストア，コンビニ等の立地が近年相次いでいる状況がある。ここでは，オーバー

ストア状態といえるほどの熾烈な業者間競争が展開されており，地元事業者に限らず，新規

の事業者がこの地区に最寄品店を出店するメリットは，もはやほとんどないといってよい。

このような現実も理解するがゆえに，現実的な落としどころとして，地元事業者を「基本」

として商業施設の誘導を図るべき，と表現したわけである。また，各地の地域商業の衰退に

ついては，市場競争の結果によるもの，あるいは，消費者の選択の結果として表出している

ものであるという側面もある。よって，そうした市場原理に基づく自由な経済活動を一律的

に制限することは現実的ではないだろう。

とはいえ，地元事業者が地域商業の主要な担い手となることによって，地域経済にもたら

される波及効果が大きいことはたしかである。それは，流通大手をはじめとする地域外資本

の場合，地元の人材を雇用する際に非正規で雇うことが多いことや，当該地区での売上（純

利益）に係る法人税が本社所在自治体に流出することなど，所得の発生や域内還流という観

点からその効果が甚だ疑問視されるためである。

そのことを示すために，ここでは，宇野［2005］が都市経済を空間的視点から分析する

枠組みとして提示した「都市流通システム」の概念を取り上げたい。これは，流通活動が都

市を舞台に展開する対外的市場取引側面と対内的市場取引側面に着目し，前者を当該都市が

域外との交易をとおして財やサービスを移出入する役割を担う「都市卸売流通システム」と

して，後者を都市内部の住民に財やサービスを提供する役割を担う「都市小売流通システム」

として位置づけながら，都市経済のあり方を理解しようとしたものである 。
（４２）

宇野がそこで重視したのは，都市経済が，都市の対外的市場取引活動をとおして発生・獲

得する所得の域内循環によって成立し，対内的市場取引活動をとおして，その所得循環の輪

が拡大・深耕することによって発展していくプロセスであった 。
（４３）

この考えを援用した上で，地域経済における地域商業の役割として捉え直すならば，それ

は財の「域内生産」，「域内流入」，「域内還流」として示される。つまり，地元事業者が地域

商業の主たる担い手となることによって，地域内に安定的な雇用や所得が生まれるとともに，

地域外からの財の呼び込みが促進され，それらによって地域内経済が発展する。次に，消費

や納税等によって地域内経済における財の循環が促されるというメカニズムである。

 

こうした概念は，国の財政の深刻化を受けて，地域社会により一層の自助努力が求められ

つつあること，さらには，立適制度がそうした国・地方自治体双方の深刻な財政状況を背景

に創設されたものであるということを考慮すると，今後の地域社会のあり方を構想する上で

極めて重要な視点となる。すなわち，立適制度については，地域経済のなかで地域商業が果

たす役割と，その役割を地元事業者が担うことの有効性を認めた上で，今後の対応を図らな

ければならないと考える。

それは，前掲した地元商業者に関する基本方針の明示などの，国レベルでの対応のみなら

ず，自治体における立適計画の運用上の対応についてもいえることである。例えば，業者選

定のために競争入札や企画コンペを行う際に，場合によってはその参加資格者を地元事業者

に限るなど，自治体レベルではその制度運用を柔軟に行うことが求められる。

以上の３点が，現状の立適制度と流通政策のあり方をめぐって指摘される課題とその対応

である。とりわけ，第３の課題に対する懸念は極めて大きいものがある。いずれにせよ，地

域の民間主体の活用拡大を図り，民間活力を引き出すという立適制度の目的を考えるならば，

同制度における地域商業の位置づけについて，いま一度捉え直す必要があるということは間

違いないだろう。
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第４章 まちづくり会社の現状と支援制度に関する考察

− 民間中心市街地商業活性化事業に基づく投資支援制度に着目して −

１．は じ め に

２．まちづくり会社の展開と意義

（１）まちづくり会社制度の成り立ち

（２）まちづくり会社の必要性

３．まちづくり会社の現状と課題への対応

（１）設立時期別にみるまちづくり会社の現状と課題

（２）中心市街地活性化法再改正に基づく新設制度の概要

４．民間中心市街地商業活性化事業に基づく投資支援制度

（１）事業制度のスキーム

（２）投資支援制度の活用をめぐって

５．結 び に

１ は じ め に

近年，大都市都心部を舞台とした都市再生や地域管理の取り組み，いわゆるエリアマネジ

メント活動への注目が高まっている。

このエリアマネジメントの特徴には，以下のような点が上げられる。第１はエリア価値を

向上させる目的の下で，公平性の観点から公的機関では対応しにくい特定の地区を対象とし

たまちづくりを，国の認定支援制度などに基づかず民間主導によって行う点，第２はフリー

ライダーを発生させないことを重視する点，第３はそうしたポリシーに基づきながら，当該

エリアの価値向上に関連性の高い大手ディベロッパーなどのステークホルダーや企業，住民

など多くの関係主体の参加を実現している点，そして第４は，そのような地域の参画によっ

て組織された推進主体の下で，ハード・ソフト両面にわたって様々な事業を展開している点

である。
（１）

このエリアマネジメント活動については，代表事例として著名な東京都の大丸有地区（大

手町・丸の内・有楽町）をはじめ，横浜や大阪，名古屋，福岡などの各都市の都心部で一定

の成果を上げていることが小林［2015］らの研究によってこれまでに報告されている。 
ただし，これらの取り組みはこうした大都市にマーケット性で劣る地方都市レベルにまで

は波及していない。前掲したその特徴の数々をみても，エリアマネジメントは大都市中心部

ならではの公民連携，地域連携に基づくまちづくりの手法ということができるだろう。 
一方，地方都市レベルでの都心再生の取り組みには，中心市街地活性化法（中活法）に基
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て組織された推進主体の下で，ハード・ソフト両面にわたって様々な事業を展開している点

である。
（１）

このエリアマネジメント活動については，代表事例として著名な東京都の大丸有地区（大

手町・丸の内・有楽町）をはじめ，横浜や大阪，名古屋，福岡などの各都市の都心部で一定

の成果を上げていることが小林［2015］らの研究によってこれまでに報告されている。 
ただし，これらの取り組みはこうした大都市にマーケット性で劣る地方都市レベルにまで

は波及していない。前掲したその特徴の数々をみても，エリアマネジメントは大都市中心部

ならではの公民連携，地域連携に基づくまちづくりの手法ということができるだろう。 
一方，地方都市レベルでの都心再生の取り組みには，中心市街地活性化法（中活法）に基

 

づく国の認定・支援事業（中活事業）がある。そして，同法の枠組みにおいてはまちづくり

会社がその推進主体のひとつとして位置づけられている。 
まちづくり会社はエリアマネジメント団体と同様に，エリア価値の向上を図ることを目的

として構想された組織であるとともに，公的部門では行き届きにくい様々な公益的事業を担

うことを期待される地域主体である。しかし，各地のまちづくり会社の取り組みをめぐって

は，ごく一部の地域を除いてこれまでにほとんど成功例が表れていない。そればかりか，組

織基盤が極めて脆弱であるため，十分な事業活動を行うことができない団体が大半を数える

といってよい。 
なお，あらためていうまでもなく，大都市でのエリアマネジメントのみならず地方での中

活事業など，あらゆるまちづくりの取り組みは地域の発意を基盤とするものである。だが，

近年においては国の財政状況が深刻化していることに加え，木下［2015］などの議論に代

表されるように，補助金等に依存した従来型の地域活性化への批判が高まりをみせており，

そうした風潮を受けて，このような地域の熱意や創意工夫に基づくまちづくりの必要性がこ

れまで以上に強調されるようになってきている。

しかしながら，そうした自助努力に重きを置きながらまちづくりを推進し，その成果を得

ることができるのは，ある程度取り組みが成熟した一部の地域に限られることは明らかであ

る。もちろん，地域が補助金等に対して過度に依存する体質であることは問題があるが，特

に地域活性化の取り組みが十分に確立されていない地方の自治体に対しては，少なくともそ

れらが軌道に乗るまでの間は法制度等に基づく支援が不可欠である。

このように考えたとき，法制度等を整備し支援を行なうべき対象のひとつが中活法に基づ

くまちづくり会社であるということができる。それは，先に触れたとおり，まちづくり会社

は中活事業の推進主体であるにもかかわらず，その多くが組織上の深刻な課題を抱えている

からである。

加えて，大都市におけるエリアマネジメント団体に組織としての成熟がみられ，かたや地

方都市ではまちづくり会社をめぐってこのような状況が多く表れていることは極めて重大

である。そうした事態を前にして，各地のまちづくりの推進主体の整備・強化について，今

後も自助努力の側面が重視され続けるならば，地域間格差の拡大が助長される結果となるこ

とは明白である。よって，そこには法制度等によって政策的に明確な対応を図る必要がある。

こうした考えを踏まえ，本章では中活法に基づくまちづくり会社の現状を考察するととも

に，その支援制度のあり方に関する検討を行う。なお，2014 年に中活法の再改正が行われ，

それによって同法の枠組みにおいてまちづくり会社を活用主体とした２つの事業制度が創

設されたが，この新設制度のひとつである民間中心市街地商業活性化事業（商業活性化事業）

は，特に組織基盤の弱いまちづくり会社を想定した支援メニューを盛り込んだ内容となって

いる。こうしたことから，本研究においては主としてこの制度に焦点をあて，その枠組み等

についてくわしく検証を行うこととする。

本章の構成は次のとおりに示される。第２節では，わが国におけるまちづくり会社を規定



 

する法制度の起源とその変遷プロセスを整理するとともに，まちづくり会社に期待される機

能や役割等について確認する。第３節では，組織設立時の根拠となった法制度の新旧によっ

て現在のまちづくり会社を分類しながら，それぞれの現状と課題について分析し，その上で

2014 年の中活法改正において新設された２つの支援制度の概要を確認する。第４節では，

その支援制度のひとつである商業活性化事業に基づく投資支援制度に注目し，その枠組みを

くわしく考察するとともに同制度の活用をめぐる課題について検討する。最後に第５節では，

まちづくり会社における株主配当の重要性や正当性に関する考えを示しながら本章のまと

めを行う。

２ まちづくり会社の展開と意義

まちづくり会社は中心市街地活性化法（中活法）に基づく主要主体であり，市町村が都心

部の活性化を図るために行う中心市街地活性化事業（中活事業）の重要な担い手である。 
また，この中活事業に対して国が認定・支援を行うことを定めた同法の枠組みのなかでは，

まちづくり会社の法的位置づけについて次のように定められている。それは，市町村がその

認定を受けるために多様な地域主体から構成される中心市街地活性化協議会（協議会）を組

織することが必要であり，その構成員のひとつにこの組織を加えなければならないというも

のである。 
以上のスキームにおいて，中活認定自治体におけるまちづくり会社は協議会の必須構成員

であり，いうなれば法定協議会に紐づいた法定組織である。また，そのような位置づけであ

るがゆえに，中活認定地区におけるまちづくり会社が株式会社である場合は，公共性および

公益性の観点から当該市町村から総資本額の３％以上の出資を受けることが条件とされて

いる（中活法施行令第５条第１項）。 
ただし，このように示されるまちづくり会社に関する規定は 2006 年の中活法改正以後の

ものである。すなわち，1980 年代後半にまちづくり会社が制度化されて以降，1998 年の中

活法制定とこの 2006 年の同法改正が行われており，それに伴って，これまでにまちづくり

会社の法的位置づけは２度にわたる変遷を経たものとなっている。 
本節では，まず第１項において，そうしたまちづくり会社を規定する国の法制度の変遷プ

ロセスについて，上に示した一連の政策転換に基づき３つの時期に分けながら概観する。続

く第２項では，中心市街地活性化の取り組みにおけるまちづくり会社の必要性について考察

する。 
 
（１）まちづくり会社制度の成り立ち

わが国の流通政策のなかに，まちづくり会社に関する考えがはじめて明示的に掲げられた

のは，1989 年に策定された『90 年代の流通ビジョン』における「商店街の活性化と『街づ

くり会社構想』」である。これは，『80 年代の流通産業ビジョン』（1983 年）に基づくコミ



 

する法制度の起源とその変遷プロセスを整理するとともに，まちづくり会社に期待される機

能や役割等について確認する。第３節では，組織設立時の根拠となった法制度の新旧によっ

て現在のまちづくり会社を分類しながら，それぞれの現状と課題について分析し，その上で

2014 年の中活法改正において新設された２つの支援制度の概要を確認する。第４節では，

その支援制度のひとつである商業活性化事業に基づく投資支援制度に注目し，その枠組みを

くわしく考察するとともに同制度の活用をめぐる課題について検討する。最後に第５節では，

まちづくり会社における株主配当の重要性や正当性に関する考えを示しながら本章のまと

めを行う。

２ まちづくり会社の展開と意義

まちづくり会社は中心市街地活性化法（中活法）に基づく主要主体であり，市町村が都心

部の活性化を図るために行う中心市街地活性化事業（中活事業）の重要な担い手である。 
また，この中活事業に対して国が認定・支援を行うことを定めた同法の枠組みのなかでは，

まちづくり会社の法的位置づけについて次のように定められている。それは，市町村がその

認定を受けるために多様な地域主体から構成される中心市街地活性化協議会（協議会）を組

織することが必要であり，その構成員のひとつにこの組織を加えなければならないというも

のである。 
以上のスキームにおいて，中活認定自治体におけるまちづくり会社は協議会の必須構成員

であり，いうなれば法定協議会に紐づいた法定組織である。また，そのような位置づけであ

るがゆえに，中活認定地区におけるまちづくり会社が株式会社である場合は，公共性および

公益性の観点から当該市町村から総資本額の３％以上の出資を受けることが条件とされて

いる（中活法施行令第５条第１項）。 
ただし，このように示されるまちづくり会社に関する規定は 2006 年の中活法改正以後の

ものである。すなわち，1980 年代後半にまちづくり会社が制度化されて以降，1998 年の中

活法制定とこの 2006 年の同法改正が行われており，それに伴って，これまでにまちづくり

会社の法的位置づけは２度にわたる変遷を経たものとなっている。 
本節では，まず第１項において，そうしたまちづくり会社を規定する国の法制度の変遷プ

ロセスについて，上に示した一連の政策転換に基づき３つの時期に分けながら概観する。続

く第２項では，中心市街地活性化の取り組みにおけるまちづくり会社の必要性について考察

する。 
 
（１）まちづくり会社制度の成り立ち

わが国の流通政策のなかに，まちづくり会社に関する考えがはじめて明示的に掲げられた

のは，1989 年に策定された『90 年代の流通ビジョン』における「商店街の活性化と『街づ

くり会社構想』」である。これは，『80 年代の流通産業ビジョン』（1983 年）に基づくコミ

 

ュニティ・マート構想の実現に向けた取り組みとして掲げられたもので，商店街活性化のた

めに商店街組織を中心とした戦略的な取り組みと自治体の積極的な関与が必要であること

を強調した内容であった。
（２）

 
また，そのなかでは，「市町村等の地方公共団体及び商店街振興組合等が出資または拠出

して第３セクターを設立し，地域が一体となって商店街の公共的共同施設等の整備を進める

ことに対する融出資に係る支援を行うという『街づくり会社構想』が推進されつつある」と

の言及がみられるが，ここでの「推進されつつある」という表現からは，この街づくり会社

構想が実際の取り組み事例から着想を得たものであることが看取できる。 
すなわち，この構想は川越市における調査事業から得られた知見に基づくものであった。

1985 年にコミュニティ・マート構想モデル事業の指定を受けた同市が行ったこの調査は，

商店街を活性化するためには土地・建物，とりわけ空き地・空き店舗の有効活用を図らねば

ならないこと，そしてそのためには，改築・改装等の資金の調達や「町づくり規範」等に則

ってその実現を保証する等の方策を講じる必要があるとの認識を示す内容となった。さらに

この調査においては，これらの対応について何らかの機関による「全体的観点から総合的に

統括するシステム」が求められるとし，その上で「組合事業を補完する組織（例えば，公益

法人，株式会社等の組織形態）」について検討することの必要性が言及された。
（３）

 
次に，こうした考えは同調査に関わったメンバーを中心に行われた総合研究開発機構の研

究事業（1987 年）に引き継がれることとなった。同事業では川越市の取り組みに関する総

括を踏まえた研究が行われたが，空き地・空き店舗等の土地利用の問題とそれへの対応は，

単に川越のみで見られる課題ではなく他都市にも当てはまる課題であった。そうしたことか

ら，同事業の報告書は十分な企画力・経営力を持った恒常的組織体，つまり「町づくり会社」

を組織することの必要性について提唱する内容となった。
（４）

 
この提言を受けるかたちで，1989 年度から「街づくり会社制度」が開始された。同制度

において，当初の街づくり会社は公益性を担保するために公益法人に限定されていたが（街

づくり会社パートⅠ），その後，事業における機動性の確保や事業主体の多様性の観点から

既存の商店街においてコミュニティ施設の整備事業を行うもの（同パートⅡ），および商店

街または郊外部においてショッピングセンターとコミュニティ施設を併設した総合的商業

集積を整備する事業を行うもの（同パートⅢ）の計３種類が用意された。
（５）

 
さらに 1991 年にこれらの３つのタイプの街づくり会社は「商店街整備等支援事業」とし

て統合され，それによって街づくり会社は，「第３セクターである公益法人又は株式会社が，

中小企業振興法の認定を受けた計画に基づいて，商店街あるいは新商業集積地にコミュニテ

ィ施設若しくはコミュニティ施設を併せ持つ共同施設を整備する事業」と規定された。
（６）

 
この制度は，なにより国の支援制度として整備されたことにおいて大きな意味を持つもの

であった。当時衰退の様相をみせはじめていた商店街問題への対応として整備された同制度

の意義について，松島［2005］は次の３つを指摘している。第１は，商店街を含む中心市

街地の再生について，商業者を構成員とする組合だけの対応ではなく市町村の積極的な関与



 

を期待するものであったこと。第２は，商店街振興組合が行っていた従前の環境整備事業の

垣根を越え，都市の機能を担い得る施設・設備を整備することの必要性を示したこと。そし

て第３は，そうしたまちづくりにおける意思決定を柔軟に行っていくために組合制度以外の

組織制度を活用する道を拓いたことである。
（７）

 
さて，こうして整備された街づくり会社制度の下で，第３セクター方式による街づくり会

社を設立する動きが各地に広がっていった。しかし，同制度をめぐってはその後 1990 年代

後半に入りターニングポイントを迎えることとなる。すなわち，この頃各地で大型商業施設

の郊外立地が相次ぎ，それによって中心市街地の衰退が進展し深刻化の一途をたどったこと

である。商店街の域を越え，すでに都市全域に及ぶものとなっていたこれらの問題に対して

は，もはや新たな法制度の整備による対応が必要であった。そのため 1998 年に中活法，大

規模小売店舗立地法，改正都市計画法からなる，いわゆる「まちづくり３法」が整備された。 
この３法のなかで新たにまちづくり会社を規定する役割を担ったのが中活法（旧中活法）

であった。同法は市町村が中心市街地一帯の活性化を図るために行う中活事業とそれへの国

の認定・支援の枠組みを定めたものであり，その支援事業については商業活性化と市街地整

備改善の２つの分野とされた。この２分野を対象とする事業支援は，従前の街づくり会社制

度における商業機能とコミュニティ機能の一体的整備の推進という方向性を踏襲した内容

である。ただし，同制度は経済産業省による所管制度となったため，実際には商業を軸とし

た中心市街地活性化の側面に重点を置いたものとなった。 
また，以上の枠組みにおいて，各地の中活事業を推進するシステムとして採用されたのが

タウンマネジメント機関（TMO）制度である。その認定スキームについては以下のように

示される。まず，市町村による中心市街地活性化基本計画の策定を受け，TMO 予定者は

TMO 構想を策定し，この構想が当該市町村の認定を受けることで正式に TMO となる。次

に，TMO は同構想を基に事業計画を作成し国に申請する。そして，その事業計画を国が認

定し支援を行うという流れである。 
この TMO に対しては，中活事業の「企画・調整役」および「事業の実施役」という２つ

の機能が付与された。つまり，自治体や商店街団体，市民，NPO 等の多様な地域主体間の

議論調整とこれを踏まえた事業計画の策定などを主導的に行う役割，そしてそれらの事業の

運営を担う責任主体としての位置づけである。 
こうして示されるように，旧中活法における中活事業の推進体制は TMO による単独主体

方式であった。ただし，この TMO にはどのような組織もなることができるわけではなく，

同法がこれに該当する組織として定めたのは，①商工会 ②商工会議所 ③第３セクターの特

定会社や公益法人 ④NPO 法人 の４種類の公益的組織のみであった。 
この規定に基づいて，国からの中活認定を目指す地域においては，既存団体を活用するパ

ターンとして①または②を TMO とする例が多く見られたが，その一方で③の型が選択され

るケースも少なからずあった。それは，法制度のなかで TMO 自身が行う事業に対して高い

補助率と補助限度額を設定することが示されたこと，さらには TMO 構想に基づいて第３セ



 

を期待するものであったこと。第２は，商店街振興組合が行っていた従前の環境整備事業の

垣根を越え，都市の機能を担い得る施設・設備を整備することの必要性を示したこと。そし

て第３は，そうしたまちづくりにおける意思決定を柔軟に行っていくために組合制度以外の

組織制度を活用する道を拓いたことである。
（７）

 
さて，こうして整備された街づくり会社制度の下で，第３セクター方式による街づくり会

社を設立する動きが各地に広がっていった。しかし，同制度をめぐってはその後 1990 年代

後半に入りターニングポイントを迎えることとなる。すなわち，この頃各地で大型商業施設

の郊外立地が相次ぎ，それによって中心市街地の衰退が進展し深刻化の一途をたどったこと
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クターが再開発ビルを取得する際に高度化無利子融資を受けることができるといった優遇

措置が設けられたこ
（ ８ ）

となどによるものである。それによって，同法制定以降，新規に第３セ
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金，ノウハウ等が不足していたことなどが挙げられるが
（ ９ ）

，なにより組織内部にそうした問題

を抱える TMO が単独主体として中活事業を取り仕切ることにあまりにも無理があった。 
こうした問題を受け，2006 年の法改正においては新たな中活事業の推進方式として中心

市街地活性化協議会（協議会）制度が導入された。これは従前の TMO 制度が単独体制であ

ったことの反省を踏まえたもので，商工会・商工会議所や民間事業者，市町村，住民等の多

様な地域主体からなる協議会を組織し，共同で中活事業に取り組むシステムである。 
ここで注目すべきは，この制度のなかで，商工会・商工会議所を経済活力向上の役割を担

う構成員として，そしてまちづくり会社については都市機能増進の役割を担う構成員として，

それぞれを協議会のなかに位置づけることが必要である旨が示されたことである。 
そのため，特に旧中活法時に商工会や商工会議所が TMO を担い，それによってまちづく

り会社を設置しなかった地区では，新たな法制度の下で中活の認定を受けるためにまちづく

り会社を新設する必要が生じることとなり，この法改正以降，再びまちづくり会社の設立が

各地で活発化することとなった。 
 
（２）まちづくり会社の必要性

以上，わが国のまちづくり会社の法的位置づけとその移り変わりについて，それを規定す

る法制度の変遷に沿いながら確認した。 
ところで，現在活動が確認される全国のまちづくり会社は，ここまでみた３つの法制度，

すなわち，旧街づくり会社制度，1998 年旧中活法，そして 2006 年改正中活法のいずれか

に基づいて設立されたものである。それぞれの時期におけるまちづくり会社の設立数につい



 

ては，これまでに解散した団体も多く，また統計データがないため残念ながら不明であるが，

現状での団体数のみに限るならば，後述する資料が示すように少なくとも全国で 130 社以

上あると推計されている。 
まず，1990 年代初頭を中心として旧街づくり会社制度の下で設立された街づくり会社は，

旧通産省の支援を受けた団体に限れば 44 団体（1989〜2000 年度）であるものの，それ以

外にも多数に上るとされている 。
（１０）

当時，川越市の街づくり会社の設立に関わった西郷

［1991］が，その頃の街づくり会社の先進事例として黒壁社（長浜市）の活動事例を紹介

しているが
（１１）

，同社は街づくり会社制度に基づいて設立された団体ではなく，また必ずしも同

制度に基づくことが街づくり会社の設立要件とはされていなかったため，この時期において

は黒壁社と同様のケースで設立された団体も少なからずあったことが想定される。 
同じく 1998 年中活法，および 2006 年改正法に基づく設立団体数についても正確な数値

は明らかではないが，現行制度の下で中活認定を受ける自治体が公表している中心市街地活

性化基本計画のなかで，まちづくり会社の設立時期に関する記載があるものを確認する限り

ではそれぞれ相当数に上る。 
なお，九州・中国地区の中活認定自治体に対して 2016 年に筆者が行ったヒアリング調査

（第２章参照）においては，調査対象の 12 市のうち，１市のまちづくり会社が旧街づくり

会社制度に基づいて設置された組織（久留米市）で，旧中活法下で設立された団体が１市（倉

吉市），そして 10 市の会社が 2006 年以降の設立であり，そのうち 2010 年代に入って創設

された比較的社歴の浅い団体が４社を数えた 。
（１２）

 
さて，このように現在のまちづくり会社をめぐる状況については，旧制度に基づいて設立

されその後新しい法制度の下で活動を継続する組織がある一方で，現行制度に基づき今なお

新規に設立される団体もあるという２つの側面がみられる。つまり，このことは，法制度の

新旧の如何を問わず，まちづくり会社というシステムに対する需要が長年にわたって存在し，

そして現在もそうしたニーズが少なからずあるということを表している。 
こうしたまちづくり会社の必要性について，2010 年に経済産業省が発表した『中心市街

区域再生に係る調査・研究事業報告書－まちづくり会社等による中心市街地再生の推進』か

らの引用を基に，若干の考察を加えながら整理すると次のとおりに示される。 
まず，その前提となる中心市街地活性化の取り組みの基本的な考え方として，次の２つが

挙げられる。第１は中心市街地の集客対象の設定である。中心市街地に主に誰を集めるのか，

誰にとっての価値を高めるのかということを考えたとき，地域内の市民・企業等は欠かせな

い対象である。そして，そこにいかなる消費・生活ニーズがあるのかを把握した上で，自分

たちが望む暮らし，街とは何かという目標を定めることが取り組みの起点となる。場合によ

っては，当該地域を越えてより広域からの観光客や買い物客等を含めることも考えられる。
（１３）

第２は，そうした取り組みに活用するための資源の確保である。再生事業に必要な資源（人・

モノ・カネ）やノウハウをどのように得るかということを考えたとき，ここでも地域内から

の調達が出発点となる 。
（１４）
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前者は，ターゲット設定からはじまり，競合分析やセグメンテーション，プロモーション

といった全般的なマーケティング活動が中心市街地活性化の取り組みにおいて重要である

ことを指摘する内容である。また後者は，こうした活動において地域内の資源を掘り起こし

それらを活用することが不可欠であること，そして，もし必要な資金やノウハウを地域内で

確保することが難しい場合は地域外からの活用も視野に入れる必要があるとともに，高度な

運用スキルやコスト管理能力が求められるということを提示したものである。 
まとめるならば，以上は，中心市街地再生の取り組みはエリア価値向上の観点を重視し公

共性や公益性が勘案されたものでなければならないが，行政レベルでの活動のみでは限界が

あり，地域内の資源として特に民間活力を活用しながら推進しなければならないというもの

であり，いわば中心市街地活性化に取り組むための基本的な方針である。さらには，そこに

は多様な地域主体の参画と連携が不可欠であるとともに，その取り組みの主体的組織として

専門性や機動性を備えたまちづくり会社が必要であるということの基底となる考えといえ

る。 
これらを踏まえて，まちづくり会社に求められる基本的な機能や役割については以下の２

つが示される。第１は，まちづくり（エリア価値向上）の持続的な推進主体としての位置づ

けである。すなわち，多様な関係者の参画と連携による多面的，かつ複合的な取り組みの推

進に向けて，まちづくり会社には，民間や行政等の個々では実施しにくい領域について先導

的に事業を実施することや，気運醸成を図る担い手となることが期待される。さらに，そう

した地域事業を進める責任主体として，個店では担えないようなリスクを担いつつ機動的に

事業を展開する役割なども求められる 。
（１５）

 
第２は，地域のネットワーク，ないしは協働の要としての機能である。具体的には，エリ

ア価値の向上という共通目的のために，地域で個々の事業の推進，あるいは連鎖的な事業の

展開を行うにあたって，まちづくり会社が行政と民間，民間相互，または地域内外の多様な

リソースのネットワークの要（プラットフォーム）となることである 。
（１６）

 
以上が，わが国の中心市街地活性化の取り組みにおけるまちづくり会社の必要性の根拠と

なる考えである。実際のまちづくり会社の取り組みをめぐっては，ハード・ソフト両面で多

角的に事業を手掛ける団体からソフト面を中心に活動する組織まで様々であるが，ここで掲

げた項目は，いずれのタイプのまちづくり会社にとっても事業活動の理念となるものであり

極めて重要である。 
なお，2006 年法改正以後の中活制度における推進主体は協議会であり，まちづくり会社

はその構成員のひとつという位置づけにはなったが，以上のような高度な機能やノウハウを

備えた専門機関としての側面，そして地域の取り組みの責任主体としての側面のそれぞれで

求められる役割をみれば，むしろまちづくり会社への期待は従前にも増して大きいものとい

える。それは，協議会が中活の推進役ではあるものの任意組織に過ぎず主体責任を持たない

こともあるが，なによりも 2006 年以降のまちづくり会社の位置づけが協議会の必須構成員

として法律上明確化されたことから明らかだろう。 



 

３ まちづくり会社の現状と課題への対応

（１）設立時期別にみるまちづくり会社の現状と課題

ここまで，わが国のまちづくり会社制度について，旧街づくり会社制度（商店街整備等支

援事業）から 1998 年の中活法制定，2006 年同法改正にいたる流れを概観するとともに，

中心市街地活性化の取り組みにおけるまちづくり会社の必要性や意義について考察した。 
以上を踏まえて，ここではまちづくり会社の現状と課題について確認したい。 
ところで，これまで２度にわたってまちづくり会社を規定する根拠法が変わり，そのなか

でその重点事業をめぐる変遷があったことを考えれば，現在のまちづくり会社については設

立時の法制度の違いによって組織上の特徴が異なることが想定される。つまり，設立の根拠

となった法制度がまちづくり会社の事業についてハード面，あるいはソフト面のいずれを重

視するものであるかによって，その組織体制に差異がみられるであろうということである。 
このような観点から，以下では，現行の中活制度下で活動するまちづくり会社について，

それを規定する法制度の変遷に基づき３つの設立時期に分類しつつ，２次データを用いなが

ら各々の組織の現状と課題を考察することとする。なお，その区分と略称について，ここで

は旧街づくり会社制度の時期を第Ⅰ期，1998 年中活法制定から 2006 年法改正までの時期

を第Ⅱ期，そして 2006 年以降を第Ⅲ期と示す。 
最初に，各期のまちづくり会社の資本金および売上げに関するデータを確認しよう。2012

年に経済産業省が全国のまちづくり会社 137 団体を対象に行った調査（図表４－１）によ

ると，ここではまず資本金の面でそれぞれの間にかなりの開きがあることがわかる。第Ⅰ期

のまちづくり会社の平均が資本金５億円超であるのに対し第Ⅲ期の平均が 3,000 万円弱と，

特にこの２者の間に相当な差がみられる。また，出資者の構成について，第Ⅰ期および第Ⅱ

期では市町村の出資割合が約５割を占めている一方で，第Ⅲ期においてはそのシェアが

20％程度になっていること，そして第Ⅰ期と第Ⅲ期における企業等の出資割合が全体の約

３割に及んでいることが特徴的である。 
次に，それぞれの売上げ状況をみると，第Ⅱ期のまちづくり会社の平均額が１億 8,000

万円弱と最も高く，第Ⅰ期も１億 7,000 万円弱とそれとほぼ同じ規模であるが，一方で第

Ⅲ期については 6,000 万円弱と全体平均と比してもその額が著しく低いものとなっている。 
また，各々の収入源の内訳をみると，第１期と第Ⅱ期についてはそれぞれ自主事業収入の

割合が全体の約８割と高いが，第Ⅲ期においてはそのシェアが約４割に低下するとともに，

行政からの補助金の割合が全体の 30％以上を占めるまでになっている。 
さらに，自主事業収入の内訳については，不動産事業の割合が第Ⅰ期では全体の半分以上

を占めているのが，第Ⅱ期ではそのシェアが３割に低下し，第Ⅲ期にいたっては５％未満に

まで落ち込んでいる。加えて第Ⅲ期にみられる傾向として，飲食や物販などのサービス業の

シェアが第Ⅰ・Ⅱ期よりもかなり大きくなっている。こうしたことから，第Ⅲ期のまちづく

り会社の多くは，安定した収益の柱となりやすい不動産事業が確立されておらず，その一方 



 

３ まちづくり会社の現状と課題への対応
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で収益性の低い小売事業などを数多く展開しているということが看取できる。 
さて，ここからはこれらのデータを基にしながら各期のまちづくり会社についての分析を

行うこととするが，以上のなかで特に注目すべきは資本金の差異である。 
資本金については，まちづくり会社をはじめ第３セクター形式を採る中小規模の株式会社

に一般的に当てはまることであるが，増資や減資が行われることはあまりなく，設立時の資

本規模でその後も推移するケースが少なくない。したがって，これについては，まちづくり

会社が設立された時の法制度，ないしはその当時の政策のトレンドを概ね反映するものであ

るといえる。 
まず，第Ⅰ期の資本金額が大きいことについては，旧街づくり会社制度が土地利用の観点

から商業機能とコミュニティ機能の一体的整備を企図したものであり，ゆえにこの時期設立

されたまちづくり会社の多くが土地の取得や保有などの不動産事業を担うことを重視した

組織であったためである。なお，この点については，第Ⅰ期の自主事業収入の内訳において

不動産賃貸事業の割合が高いことからも明らかである。 
一方で第Ⅱ期，そして第Ⅲ期と移るにつれて資本規模が小さくなっていることについては，



 

同様にまちづくり会社を規定する法制度，すなわち中活法の側面から次のように理解できる。 
まず，第Ⅱ期のまちづくり会社は，旧中活法に基づき主として TMO を担うために設立さ

れたものである。しかしながら，既述したとおりここでのまちづくり会社の位置づけは中活

事業全般の責任主体ではあったが，旧中活法下で実際に軸足が置かれた事業分野は商業活性

化であった。そのため，従前の街づくり会社のようなディベロッパーとしての機能は TMO
に対してはあまり重視されないものとなった。このように TMO に不動産事業を展開するこ

との必要性が減退したことが，この時期に設立されたまちづくり会社の資本金が抑制された

ことの主な要因として指摘できる。 
そして第Ⅲ期のまちづくり会社の資本規模が極端に小さいことについては，2006 年の法

改正によって中活事業が４分野に拡張されたこと，および，中活の推進体制が中心市街地活

性化協議会（協議会）方式に変更されたことが大きく関係している。 
つまり，この法改正では，中活事業の軸足が公共施設や居住施設といった都市機能の整備

事業全般へと移ることとなったが，こうした都市基盤整備は都市計画等の高度な専門性を要

する分野であるとともに，本来自治体が所管する事業領域である。また，協議会においては

まちづくり会社と同様に自治体も必須構成員である。そのため，多くの中活認定地域におい

てこうしたハード面の事業は自治体が担当するものとなり，まちづくり会社が担う必要性が

著しく減退することとなったのである。 
なお，誤解を恐れずにいえば，法改正によるこの２つの政策変更に加えて，まちづくり会

社が協議会の必須構成員と位置づけられたことは，その設立をめぐり一部の地域で極めて体

裁的な対応をもたらした。すなわち，法改正に基づくこれらの措置は，中活の認定を受ける

目的のために半ば便宜的に設立されるまちづくり会社を生み出すという逆作用を呼んだの

である。このことは，第Ⅲ期のまちづくり会社を中心として職員が商工会議所や行政からの

出向者のみの数名で占められているケースが多いことや，さらには役員のみで現場の職員数

がゼロという，いわばペーパーカンパニー状態の例すらあることによって示される。 
さて，いずれにせよ，ここまでの検証からは，とりわけ第Ⅲ期に設立されたまちづくり会

社において組織基盤の脆弱さが極めて顕著であるということが確認された。 
ただし，この時期に設立されたまちづくり会社については，エリア価値向上の目的の下に

相応な資本規模で組織され，地域のニーズに応えた事業をハード・ソフト両面で幅広く展開

する団体もある。例えば，唐津市のまちづくり会社（いきいき唐津株式会社，2010 年設立

）
（１７）

などのケースである。よって，以上の指摘はその全てに当てはまるものではなく，例外

が少なからずあるということは断っておきたい。 
一方，便宜的なまちづくり会社の設立例があることについては，いささか穿った見方をす

るならば，こうした対応は中活認定を受けることによって得られる補助金など，地域として

の利の獲得に重きを置いたテクニックともとれるが，残念ながらこれは法制度に照らして問

題があるものではない。また，なによりも，まちづくり会社の強化を構想することが本章の

テーマであるため，ここではこの問題に関するこれ以上の言及は控えたい。 
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ここで焦点となるのは，こうした資本金の抑制等によって組織に問題を抱えるまちづくり

会社のなかに，人員数の増強や事業内容の改善などに意欲的であり，様々な問題意識を抱え

ながらも，そうした課題を解消することが困難と捉えている団体が多いことである。2014
年４月に，常陽地域研究センターが全国のまちづくり会社を対象として同様に３つの設立時

期別に分類して行った状況調査によると，第Ⅲ期の会社（41 社，複数回答）が抱える課題

として挙げたなかでとりわけ多数を占めたものが「人手が不足している」56％，「事業の収

益性が低い」48％，「事業のノウハウが不足している」34％などであった 。
（１８）

 
先の図表４－１とこのデータを総合するならば，第Ⅲ期のまちづくり会社については，飲

食・物販業などの事業を手広く展開している一方で，それらの取り組みによる収益性は低く

補助金や助成金に依存する傾向が強いこと，さらには職員数が少なく専門知識に乏しいなか

で多角的な事業展開を余儀なくされている団体が多いという実態が浮かび上がる。 
そして，こうした複合的な問題については，まちづくり会社の資本規模の小ささに起因す

るものであることが指摘できる。すなわち，会社が十分な資本金を備えていなければ人件費

をはじめとする固定費はそれに見合う規模に抑制せざるを得ない。一方，まちづくり会社は

そもそも公益事業を担うことを期待された組織であり，収益事業については民業圧迫のおそ

れなどのため多くの場合において展開できるものが限られる。そうなれば，金融機関から十

分な融資を受けることは難しく，活動原資は不足したままとなる。そのような状況で，ノウ

ハウを持った優秀な人材を確保することや，事業モデルの改善ないし拡大を図ることは極め

て難しい。これらの困難は，いわば会社の資本金の抑制に端を発する負のスパイラルである。 
また，換言すれば，このような限られた条件下でまちづくり会社が収益モデルを構築する

ためには，地域の十分な理解や協働が必要であることはもちろん，会社自体に一定の組織基

盤と高度な専門知識を持つ相応数の人材が備わっていなければならない。 
以上，ここではまちづくり会社をめぐる現状と課題について考察した。あらためてまちづ

くり会社の必要性や意義について考えるならば，特に第Ⅲ期に設立された団体を取り巻く状

況はそのあるべき理念とは相反しており極めて深刻であるといえる。 
ただし，こうした問題に対しては 2014 年の中活法再改正によってその解消が図られるこ

ととなった。すなわち，まちづくり会社を支援対象とする２つの事業制度の新設である。 
次項では，まちづくり会社による活用を想定して創設されたこれらの支援事業制度の概要

や特徴について確認する。 
 
（２）中心市街地活性化法再改正に基づく新設制度の概要

ここまで，まちづくり会社を設立時期別に３つのパターン（第Ⅰ〜Ⅲ期）に分類し，各々

の組織の現状と課題について２次データを用いながら分析を行った。以上の考察からは，特

に 年の中心市街地活性化法（中活法）改正以降に設立されたまちづくり会社（第Ⅲ期）

について，第Ⅰ期，および第Ⅱ期に設立された団体と比べても出資額を極端に抑制されて設

立された例が多く，そのため事業の収益性をめぐる問題やマンパワーの不足といった様々な



 

課題を複合的に抱える状況が多くみられることを確認した。

こうした問題を是正するために，既述のとおり 2014 年に２度目となる中活法の改正が行

われ，それによってまちづくり会社を活用主体として想定した事業制度が創設されることと

なったのであるが，ここではその制度の枠組みについて触れる前に，まずこの法改正にいた

る国レベルでの議論とその検討内容に焦点をあて，まちづくり会社をめぐって何が課題とし

て認識され，それらに対してどのような対応が提起されたのかを確認したい。

その検討が取り組まれたのは経済産業省の産業構造審議会中心市街地活性化部会（産構審

中活部会，2013 年２〜５月）である。中活施策全般に関する検証が行われたこの会では，

まちづくり会社の問題が最大の焦点のひとつとなった。そして，その主要な論点として取り

上げられたのは，まちづくり会社をめぐる①資金不足の問題 ②事業の収益性の低さ ③人材

不足の問題 ④不動産事業の強化の必要 ⑤ステータスの向上 の５つの課題であった。

まず①については，多くのまちづくり会社は補助金や自治体等の公的部門からの出資金を

基に運営されているが，銀行の融資がなくても活動に支障がないようにする必要があるとい

った提案がなされた 。
（１９）

②に関しては，まちづくり会社は自らの事業で収益を上げる仕組みが作れていないか，あ

るいは作る必要もないまま組織が立ち上げられるケースが多く，補助金がなくなるとそれら

の事業は継続が困難になりがちであるということ，加えてそうした段階では金融機関から通

常の融資を受けることが難しいということが指摘された 。
（２０）

③については，社長が兼任，あるいは専任スタッフが数人のみという会社が多く，このよ

うな人員体制ではまちづくり会社がハード事業や地元の協議・調整等を図る上で支障が大き

いといった声が上げられた 。
（２１）

④に関しては，まちづくり会社の目指すべきモデルとして，不動産を所有するという立場

をはっきりと打ち出すべきであるという指摘がなされた。これはまちづくり会社等に土地の

調整をできる権限を付与し，移転集約を含めてスピード感のある対応を行うことが必要であ

るという認識に基づいた議論である 。
（２２）

最後に⑤については，まちづくり会社の法的位置づけを強化し，そのステータスを向上さ

せるべきという意見が出された。ここでの法的位置づけとは，まちづくり会社が強固な経営

基盤の上に事業が展開できるようにするためのものである。なお，上の④とも通じる趣旨で

あるが，そのような観点からこの議論のなかでは地域内の権利調整における機能をまちづく

り会社に与えることを検討すべきという声も上げられた 。
（２３）

こうした産構審中活部会での検討は，次に同年７月から行われた内閣官房中心市街地活性

化推進委員会へと引き継がれることとなった。そして，そこでの議論を踏まえ報告書『中心

市街地活性化に向けた制度・運用の方向性』（同年 12 月）のとりまとめが行われた。

以上の流れを受けて翌 2014 年７月に中活法の再改正が行われ，この改正法の枠組みにお

いてまちづくり会社が活用することのできる２つの支援制度，すなわち，特定民間中心市街

地経済活力向上事業（特民事業）制度と民間中心市街地商業活性化事業（商業活性化事業）



 

課題を複合的に抱える状況が多くみられることを確認した。

こうした問題を是正するために，既述のとおり 2014 年に２度目となる中活法の改正が行

われ，それによってまちづくり会社を活用主体として想定した事業制度が創設されることと

なったのであるが，ここではその制度の枠組みについて触れる前に，まずこの法改正にいた

る国レベルでの議論とその検討内容に焦点をあて，まちづくり会社をめぐって何が課題とし

て認識され，それらに対してどのような対応が提起されたのかを確認したい。

その検討が取り組まれたのは経済産業省の産業構造審議会中心市街地活性化部会（産構審

中活部会，2013 年２〜５月）である。中活施策全般に関する検証が行われたこの会では，

まちづくり会社の問題が最大の焦点のひとつとなった。そして，その主要な論点として取り

上げられたのは，まちづくり会社をめぐる①資金不足の問題 ②事業の収益性の低さ ③人材

不足の問題 ④不動産事業の強化の必要 ⑤ステータスの向上 の５つの課題であった。

まず①については，多くのまちづくり会社は補助金や自治体等の公的部門からの出資金を

基に運営されているが，銀行の融資がなくても活動に支障がないようにする必要があるとい

った提案がなされた 。
（１９）

②に関しては，まちづくり会社は自らの事業で収益を上げる仕組みが作れていないか，あ

るいは作る必要もないまま組織が立ち上げられるケースが多く，補助金がなくなるとそれら

の事業は継続が困難になりがちであるということ，加えてそうした段階では金融機関から通

常の融資を受けることが難しいということが指摘された 。
（２０）

③については，社長が兼任，あるいは専任スタッフが数人のみという会社が多く，このよ

うな人員体制ではまちづくり会社がハード事業や地元の協議・調整等を図る上で支障が大き

いといった声が上げられた 。
（２１）

④に関しては，まちづくり会社の目指すべきモデルとして，不動産を所有するという立場

をはっきりと打ち出すべきであるという指摘がなされた。これはまちづくり会社等に土地の

調整をできる権限を付与し，移転集約を含めてスピード感のある対応を行うことが必要であ

るという認識に基づいた議論である 。
（２２）

最後に⑤については，まちづくり会社の法的位置づけを強化し，そのステータスを向上さ
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制度が新設された。

それぞれの概要を示すと次のとおりである。まず前者は，周辺への波及効果が高い中心市

街地内の民間プロジェクトを手厚く支援するための事業制度である。その認定を受けるため

には，当該事業に中心市街地や周辺地域の経済活力を向上させる波及効果があることや，地

元のコミットメントがあることといった要件をクリアする必要がある。こうした条件を満た

した上で，特民事業の認定事業者は補助金，税制優遇，無利子融資等の金融措置，大規模小

売店舗立地法の特例措置などの支援を受けることができる。

一方，後者は，中心市街地における商業活性化に資する事業への支援，および，そうした

事業を手掛ける事業者の信頼度の向上などを目的に２つの施策を盛り込んだ制度である。具

体的には，商業活性化事業計画を策定・申請し，国からの認定を受けた事業者は，中小企業

基盤整備機構（中小機構）による専門家派遣等のソフト支援，または中小企業投資育成株式

会社（投資育成会社）による投資支援を受けることができるという内容である。

なお，いずれの制度も中活の認定地域のみが活用できる任意の付帯制度であり，その活用

については当該事業が中活法に基づく認定中心市街地内で行われることが前提とされる。ま

た，それぞれの制度の活用主体についてはまちづくり会社等の地域主体とされている。

さて，この２つの制度について，各々の主な支援策をカテゴリー別に整理すると図表４－

２のように示される。ここからは，両制度とも様々な対応措置が盛り込まれていること，そ

して，特に財政支援系のメニューが多岐に及ぶものとなっていることがわかる。

ただし，ここで留意すべき点がある。それは，特民事業制度について，その枠組みのなか

でまちづくり会社が活用主体のひとつとして示されているものの，同制度は中心市街地内に

おける大型のハード事業を主として支援するものであり，またそうした大型プロジェクトに

民間活力の活用拡大を図る目的があるため，主たる活用主体としては民間企業などが想定さ

れているということである。

以上を踏まえ，ここではまちづくり会社の組織強化を図る観点からそれぞれの制度の特徴

について考察することとする。

まず，特民事業制度については，施設整備をはじめとする不動産事業において高い実効性



 

が期待されるものといえる。だが，この制度はそもそも民間事業者による活用を強く意識し

たものであり，このなかで掲げられている中心市街地での大規模なハード事業を担えるほど

体力のあるまちづくり会社はさほど多くないことが想定される。また，この制度が定める補

助金や無利子融資といった各種の財政支援策は，あくまでもそうした大型プロジェクトを盛

り込んだ事業計画を実施する認定事業者が受けることのできるインセンティブである。

一方，商業活性化事業制度については，民間事業者などいくつかの活用パターンが想定さ

れているなかで，その主要な活用主体として明確に示されているのがまちづくり会社である。

そして，同制度におけるソフト支援と投資支援の２つのメニューについては，前者は人材難

やノウハウの不足といった課題への対応を中小機構からの専門家の派遣等によって図るも

のであり，後者は投資育成会社による出資支援策として，新会社設立の場合の発行株式，ま

たは増資株式の引受け・保有といった措置を講じるもので，それぞれここまでみたような組

織基盤の弱いまちづくり会社を念頭に置いた内容であるといえる。

ここでとりわけ目を引くのが後者の支援策である。それは，多くのまちづくり会社が抱え

る様々な問題の根源がその資本金の乏しさにあることが指摘できるからである。また，その

ように考えたとき，この支援策については，特に既存会社が増資によって資本増強を図る方

策が打ち出されていることに大きな意味があると考える。

すなわち，2006 年以降に設立された団体を主として，大半のまちづくり会社をめぐる最

大の問題はその組織基盤の脆弱さにある。ここで強調したいのは，投資支援以外の一般的な

財政支援については，どちらかというと組織としてある程度成熟した団体に適したものであ

り，こうした閉塞状態にある多くのまちづくり会社にとっては，それらの策は企業体質の強

化を図るための対応とはなりにくいものであるということである。

まず，補助金や助成金による支援に関しては，多くの場合において組織強化を目的として

おらず，あくまでも個別事業を対象としたものであるということが指摘できる。また融資支

援について，最も代表的な金融機関等からの借入れの場合でいえば，まちづくり会社の大半

は財務状況が脆弱であるため，貸付の際の与信額が低く設定されるなどによって十分な事業

資金を調達することが困難であることが考えられる。そして税制優遇措置については，こう

した団体のほとんどは保有資産が少なく，また事業の収益性が低いために各種の税の減免に

よって得られる恩恵があまり多くないということがいえる。

翻って，この投資支援制度に基づく増資の場合はどうであろうか。その期待される点を端

的に示すならば次のとおりである。第１は，政府系金融機関である投資育成会社が株式の引

受けおよび保有を行うとしていることである。公的機関による株式の引受けは一般的な金融

機関からの借入れとは異なり，会社の自己資本比率を向上させ財務基盤の改善に寄与するも

のである。また，保有については中長期的にこれを安定させる効果が見込まれる。

第２は，この投資支援制度がソフト事業を主たる対象とするものであることが示されてい

ることである。投資支援によって一定の資本金が備わり経営基盤が強化されるだけでなく，

その使途がハード部門に限定されないことによって，人材不足や事業の収益性の問題などの



 

が期待されるものといえる。だが，この制度はそもそも民間事業者による活用を強く意識し
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資金を調達することが困難であることが考えられる。そして税制優遇措置については，こう

した団体のほとんどは保有資産が少なく，また事業の収益性が低いために各種の税の減免に
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様々な懸案が解消され，まちづくり会社の事業計画の幅が広がることが期待される。

このような考えの下，次節ではこの商業活性化事業および同制度に基づく出資支援制度に

ついて，その枠組み等をくわしく確認する。

４ 民間中心市街地商業活性化事業に基づく投資支援制度

（１）事業制度のスキーム

民間中心市街地商業活性化事業（商業活性化事業）制度の枠組みについては，図表４－３

のように示される。まず，その活用主体については，民間事業者をはじめ商店街組織などの

様々な地域主体が挙げられているが，所管の経済産業省によると，なかでもその主要な活用

主体としてまちづくり会社を想定していることが明示されている。

そして，その趣旨については，中心市街地の商業の活性化に資する事業の認定，ならびに，

これにかかる支援措置によって中心市街地の活性化を図ること，そして，そうした中心市街

地における事業を担う事業者の信頼度の向上等を目的として，当該事業者が行うイベント等

のソフト事業を認定することで，民間活力を引き出すこととされている。

既述したように，この事業制度はソフト事業を主な対象とするものとされているものの，



 

ここではその事業イメージについてイベント等のほかにテナントミックス事業やまち並み

の保存・復元などが例示されていることから実際にはハード事業も支援対象に含まれる。な

お，同事業の認定を受けるには，こうした取り組みに関する計画を盛り込んだ商業活性化事

業計画を申請しなければならないが，これは経済産業大臣による認定を要するものであり，

相応の熟度が要求されることとなる。

次に，認定された商業活性化事業計画事業者への支援策としては次の２つのメニューが用

意されている。ひとつは中小企業基盤整備機構によるアドバイザーの派遣等による支援，も

うひとつは中小企業投資育成株式会社（投資育成会社）による出資支援である。

前者は，従来，中心市街地活性化協議会のみを支援対象としていた制度を，まちづくり会

社が活用できるようにするために，2014 年の法改正でこの商業活性化事業制度に基づく施

策のひとつとして位置づけたものである。これは，近年，まちゼミや 100 円商店街などの

ソフト事業が各地で活発化していることを受けた対応であり，そうした取り組みに対するノ

ウハウの提供や専門家の派遣など，主に人的支援を内容とするものである。

一方，後者の制度が本研究のなかで注目する投資支援制度である。これは，従来の投資育

成会社による出資支援について，資本金３億円以下の株式会社，または，資本金３億円以下

の株式会社を設立しようとする事業者のみを対象としていた同社の出資規定を緩和し，認定

商業活性化事業者に対しては資本金の額が３億円以上の場合も適用することを定めたもの

である。また，その支援内容については，新会社の設立や増資に際して発行される株式の引

受けおよび保有などと示されている。

このようなスキームで示される商業活性化事業に基づく投資制度について，その主なメリ

ットには次の３つが挙げられる 。
（２４）

第１は，投資育成会社からの投資が借入れ等の負債ではなく，基本的には返済の必要のな

い資金であるため，まちづくり会社の自己資本比率の向上に寄与するものであることである。

これは，同社が公的機関であり，また，キャピタルゲイン（株式売却益）ではなく，投資に

よるインカムゲイン（配当益）を目的とする会社であることによる。

第２は，政府系金融機関である同社が長期安定株主となることによって，まちづくり会社

の信用力が増すということである。いうまでもなく，それによって一般の金融機関から融資

を受ける場合に十分な事業資金を調達できるといった効果がもたらされる。

第３は，原則として，同社が投資先の経営陣の経営判断を尊重するスタンスを取っている

ことである。すなわち，ここでの投資育成会社の立場はあくまでも中立的なものであり，外

部株主としての関与にとどまるものであるため，それによって，まちづくり会社は安定的な

企業経営を行うことができる。

一方，この制度のデメリットとしては，支援を受けた会社が投資育成会社への配当を毎年

出さねばならず，さらに投資額等の条件によっても異なるが同社への配当は概ね６％程度と

されており ，
（２５）

その利回りがけっして低くはないことが挙げられる。この点は，まちづくり

会社が同制度を活用する際の最大のネックであるだろう。
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ところで，この出資支援制度の規定について，従来のルールを緩和し「資本金の額が３億

円以上の場合も適用する」ものであることを国の提示に沿いながら上で紹介したが，この制

度は資本金額が３億円未満の場合であっても支援を受けることができるものであることを

念のため付言しておく。例えば，支援前の会社の資本金が 500 万円で，増資を受けること

によって 1,000 万円となるケースなど，増資の前後それぞれの資本金額が３億円未満の場

合でも同制度の活用は可能である 。
（２６）

（２）投資支援制度の活用をめぐって

さて，このような枠組みで示される商業活性化事業に基づく出資支援制度について，同制

度の所管である経済産業省中心市街地活性化室（経産省中活室）に対してその活用状況を確

認したところ，2014 年７月の制度化以降，まだまちづくり会社による活用例はないとのこ

とである（2017 年３月３日現在）。

しかし，前項でみたように，この制度は少なからず活用によるメリットが期待されるもの

である。また，その一方で同制度には懸念材料があることもたしかである。先に指摘したデ

メリットが，このように制度の活用が振るわないことの要因であるのか，そして投資支援制

度への期待について，特に組織基盤の弱いまちづくり会社の強化を図る観点からここまで考

察を行ってきたが，実際にはこの制度はそうした団体からのニーズはないものなのか。

それらのことをくわしく検証するために，以下では筆者が 2016 年１月から８月にかけて

九州・中国地区の 12 の中活認定市（自治体の担当部局，まちづくり会社等）を対象として

行ったヒアリング調査（第２章参照）から得た知見を取り上げる。

なお，本調査は，2014 年改正中活法に対する現場レベルでの評価や新設制度の活用意向

等を問うために実施し，その一環として，同改正法に基づいて創設された商業活性化事業制

度に関する質問をあわせて行ったものである。

まず，この調査では，実に全体の約３分の２を数える団体から，同制度についての詳細を

よく知らないとする回答が挙げられた。具体的には，国が作成する支援制度のガイドブック

や手引書等によってこの制度が新設されたことは知っているが，その内容については正しく

理解していないといった声がそのほとんどであった。

したがって，大半の団体に対してはそれ以降の聞き取りを行うことができなかったが，同

制度について理解していると回答した団体に対してはその活用意向に関する質問を行うこ

ととした。だが，結果としてはこの制度の活用の予定はないという声がその大勢を占めた。

数少ないながらもここで「活用しない」とした回答の内容をいくつか紹介すると，まず自

らの財務状況や経営基盤が安定しているというまちづくり会社の１社からは，この制度を活

用し資本の増強を行う必要性がないという考えが明確に示された。また，これとは逆に自ら

の会社が安定的な経営状況にはないというある団体からは，補助金などの従来の支援制度に

意識を置いているため増資等の検討はしていないとの意見が示された。

そうしたなかで，わずか１社ながら同制度に「興味を持っている」とのコメントが挙げら



 

れた。なお，先にみたように，この事業制度は投資育成会社の出資について認定商業活性化

事業者であれば資本金３億円以上の会社も対象とすることを定めたものである。対して同制

度への関心があると回答したこの会社は，2006年中活法改正以後に設立された資本金1,000
万円程度の小さな組織であり，また自らの組織体制や事業の収益性などに問題があると認識

している団体である。

同社は，制度を活用する場合は，あくまでも事業を軌道に乗せることを目的とした適正規

模の資本増強にとどまるだろうということだった。また，この会社はこの投資支援制度がソ

フト事業を対象としており，その拡充に利用することができる点を評価していた。

さて，このように，本調査からはこの出資支援制度に対してごく少数ながらもまちづくり

会社からの関心があることを確認することができた。ここで注目すべきは，こうした資本規

模のけっして大きくないこの会社が，この制度に関して活用の際の方向性をある程度具体的

に示したことである。

すなわち，2006 年中活法改正後に設立された団体を中心として，大半のまちづくり会社

は資本金が少なく，またそうした資本規模の小ささに起因する課題を数多く抱える傾向にあ

ることは前節でみたとおりである。これと同様の状況にあるこの会社は，この投資支援制度

の活用をめぐる検討内容について，相応規模の増資によって組織の立て直しやソフト事業の

充実化を図ることなどであることを示しているが，これらのコメントは他の団体にとっても

非常に示唆に富むものであるといえる。

しかしながら，このような知見が得られた一方で，ここでの考察においては，大多数のま

ちづくり会社がこの制度に対する理解や関心が乏しいということをやはり大きく問題視せ

ざるを得ない。

こうした状況については，各地でのヒアリングをとおした所感として，同制度が従来の中

活制度にはなかった投資支援という手法を採るものである一方で，投資とは通常あまり関わ

りがないまちづくり会社や自治体においてその仕組みに関する予備知識が十分に備わって

いないという側面が少なからずあるように思われる。

加えて，これについては国が示す商業活性化事業制度のスキーム（前掲図表４－３）のわ

かりにくさも指摘される。例えば，このなかでは投資育成会社への配当や利回りの算定等に

関する規定など，制度の核心部分について必要最低限の情報すら記載されておらず，そうし

た点からはこの制度の周知をめぐっていささか説得性に欠ける印象があることは否めない。

このように，まちづくり会社によってこの投資支援制度の活用がこれまで行われていない

ことについては，制度の活用主体となるまちづくり会社や，関係主体に対して法制度のガイ

ダンスを行う立場にある自治体においてその理解が十分でないこと，そして制度を所管する

国側の周知の取り組みが不足していることがその主たる要因であると考えられる。

そして，こうした問題点を指摘した上で，以下ではまちづくり会社による同制度の活用を

めぐって今後の焦点と考えられるひとつの課題を提示したい。

それは，出資元である投資育成会社への配当について，どのような運用が行われるのかと
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いうことである。すなわち，出資先の企業が投資育成会社へ配当を毎年行わなければならな

いことと，その利回りが６％程度とされていることは既述したとおりであるが，これは中活

法に基づく商業活性化事業制度の枠組みとは関係なく，投資育成会社があらゆる企業に適用

する共通ルールとなっている。また，筆者が経産省中活室に取材したところでは，認定商業

活性化事業者であるまちづくり会社がこの投資支援制度の活用を申請した場合であっても，

現状ではこうしたルールに特段の措置を設ける予定はないとのことだった 。
（２７）

だが，配当に関するこれらの条件は一般的な中小企業であってもけっして低いハードルで

はない。例えば，一般財団法人熊本県起業化支援センターが所管する同様の投資支援制度に

おいては，株式の引受け上限額が 2,000 万円，保有期限が原則 10 年以内ではあるものの，

引受けにかかる額についてはその 10 年の期間のうちに償還すればよく，必ずしも毎年の配

当は求められない。また，利回りについても企業の負担にならない範囲のものとされてい

る。
（２８）

この制度はもちろんまちづくり会社による活用を想定したものではなく，ベンチャー支

援等を主な目的とするものであるが，この内容と比較するならば，商業活性化事業制度に基

づく投資支援の条件は取り立てて魅力的なものではないということがいえる。

しかし，ここで焦点としているのは，通常の民間企業ではなく中活法に基づく公益的企業

であるまちづくり会社である。この制度における配当の時期や頻度，利回りなどの一般の会

社組織にとっても高いハードルと考えられる条件については，まちづくり会社の場合に限っ

ては従来のルールとは一線を画す必要があり，その例外措置や緩和対応などの方策が検討さ

れてしかるべきものと考える。

なお，株式会社まちづくり佐賀（2001 年７月破産）や宝塚まちづくり株式会社（2009
年２月破産）の例にみられるように，第３セクター方式のまちづくり会社といえども必ずし

も安定が保証された組織形態ではないことはたしかであるが，この２つの事例に限っていえ

ば，いずれも商圏性や採算性に見合わない過度な大規模開発事業を担ったこと，そして倒産

にいたるまでの財務上のチェックが不十分だったことによるものである。

だが，この商業活性化事業制度は，そもそもソフト事業を主たる支援対象としており大掛

かりなハード事業を想定したものではない。また，商業活性化事業計画の申請・認定時に財

務チェックや事業の収支予測を細やかに行い，投資支援後も経産省あるいは投資育成会社に

よる単年ごとの経営診断を行うといった対応によって，上に示した事例のような事態を未然

に防ぐことができると考える。

商業活性化事業に基づく投資支援制度については，政府系金融機関が株式の引受けと保有

を行うことによってまちづくり会社の財務基盤の強化を図るというその方向性は適正であ

るだろう。ただし，その活用拡大をめぐっては，現状の制度内容を踏まえつつ以上のような

追加対応の検討が必要であるということをここでは指摘しておきたい。



 

５ 結 び に

前節では2014年の中活法改正によって創設された民間中心市街地商業活性化事業（商業

活性化事業）に基づく投資支援制度に焦点をあて，その制度内容を検証するとともに，まち

づくり会社による同制度の活用をめぐる課題を指摘し，その対応に関する検討を行った。た

だし，これらは，制度の周知徹底やまちづくり会社を支援対象とした緩和措置の検討など，

この投資支援制度の運用面で主に対応されるべき問題点である。 
ここでは，これとは別に，まちづくり会社が株主配当を行うケースを想定した国の指針の

内容とその現場レベルでの捉え方について，同制度の活用拡大を図る上で，さらには今後の

まちづくり会社のあり方を考える上での懸念がみられることを指摘するとともに，その対応

についての考えを示しながら本章のまとめを行うこととする。 
その懸念とは，2010 年に出された国のガイドライン（国土交通省）のなかで，公益的観

点からまちづくり会社は配当を出さないことが望ましいという任意の考えが示されている

こと ，
（２９）

そしてこの内容に沿ってその旨を定款に記載する，あるいは暗黙の了解として，剰

余金が生じた場合には配当を行うべきではないというスタンスを取るまちづくり会社が少

なからずあることである。

まちづくり会社が株主配当を出すか否かについては各々の団体の裁量に委ねられるもの

であり，加えて，まちづくり会社において配当を行えるほど利益が発生した例が従来ほとん

どなかったため，この問題に関してはこれまでクローズアップされる機会があまり多くなか

ったものと考える。

しかしながら，まちづくり会社が配当を行うことについては多くの組織が再検討すべきテ

ーマである。それは，いうまでもなく増資によって財務基盤を強化し，それによって人材の

確保や事業の収益性の改善を図ることが多くのまちづくり会社にとって優先されるべきこ

とであるからである。そしてなにより，投資育成会社等からの出資支援を受ける場合に限ら

ず，地元企業や市民等から資金調達を図る場合なども含めて，株主配当はまちづくり会社が

増資を行う際の根拠となるものであると考えるからである。

したがって，まちづくり会社は事業活動の結果として利益が生じることや配当を行うこと

を過剰に忌避する必要はない。例えば，長浜まちづくり株式会社のように株主配当に前向き

な姿勢を明らかにしている団体もある 。
（３０）

また，このガイドラインは，2014 年の中活法改正によって組織基盤の弱いまちづくり会

社への対応を図るための支援制度が整備される以前に策定されたものであり，本研究でここ

までみたとおり，現在のまちづくり会社をめぐる政策の方向性はその頃とは明らかに異なっ

ている。

こうしたことからも，まちづくり会社は自らの公益的側面に過度に依拠するべきではない

のである。さらにいえば，多くの団体は，利益や株主配当を正当なものとして再認識し，そ

の上で今後の株主との関わり方を考え直す必要がある。
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以上のことを，ここでは，まちづくり会社が増資によって組織強化を図ることを重要視す

る観点から強調しておく。
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終章 本研究のまとめと今後の課題

 

１．各章のまとめ

２．本研究の意義と今後の課題

１ 各章のまとめ

ここでは各章のまとめを行う。

第１章の「商業まちづくり政策の展開と評価－中心市街地活性化法の制定・改正・再改正

をとおして」では，本研究における導入として，1990 年代後半以降のわが国の商業まちづ

くり政策において基底をなす役割を担ってきた中心市街地活性化法（中活法）の変遷プロセ

スに主に焦点をあて，これまでの中活制度の枠組みを確認しながらそれぞれの法制度に関す

る検証を行った。

まず本研究における論考の出発点として，同章でははじめに 1998 年のまちづくり３法制

定以前の商業まちづくり政策の展開過程について概観した。ここでの考察においては，商業

調整の流れを主流とするものであったわが国の高度経済成長期の流通政策のなかに，まちづ

くりの概念を取り入れようとする試みが幾度かの浮き沈みはありながらも不断に続けられ

てきたこと，またその一連の流れにおいて商業と土地利用との調和を図ることの必要性が強

く認識され，そのための取り組みが連綿と行われてきたことを確認するねらいがあった。 
そのような政策過程を経て，また 1990 年代初頭から顕在化した中心市街地の空洞化問題

への対応としてまちづくり３法が整備された。しかし，それでもこうした事態が好転するこ

とはなく，そのため 2006 年に３法の強化改正が行われたものの，その後も都心の衰退が各

地で深刻化の一途をたどったことは周知のとおりである。 
そのため，続く３法整備後の商業まちづくりの流れに関する考察では，この 2006 年法改

正までの中活法の変遷を整理した上で，先行研究によってこれまで明らかにされていなかっ

た 2006 年改正以後の中心市街地活性化政策をめぐる齟齬と 2014 年中活法再改正をめぐる

国レベルでの検討過程をつぶさに描き出すとともに，再改正法のスキームとその取り組み状

況についての検証を行うことに力点を置いた。 
以上の検討をとおして， 2006 年の中活法見直し以降のわが国の中活施策において「認定

４要件」に代表される中活制度へのエントリーをめぐるハードルの高さと，中心市街地への

民間資本の流入不振という２つの問題が浮き彫りとなったこと，その対応として 2014 年の

再改正法において「裾野拡大」および「重点支援」と銘打った２つの政策が整備されたこと

を確認した。さらには，この２つの政策対応によってもたらされつつある効果と残された課

題を分析するとともに，今後の中活制度をめぐる展望について論じた。 
ただし，ここでの現状分析は２次データ等に依拠したものであったため，こうした再改正

法による効果と課題については，あらためて現地調査に基づきながら実態的に描出する必要



 

があるとした。そして，これを受けるかたちで，第２章「転機を迎えた商業まちづくり政策

－2014 年改正中心市街地活性化法に関する検証をとおして」では，九州・中国地区の計 12
の中活認定自治体に対するヒアリング調査を行い，同調査から得られた知見を基にしながら，

2014 年改正中活法に基づく「裾野拡大」と「重点支援」によってもたらされた効果や問題

点を解明することを試みた。 
この調査からは，まず前者については，新規に中活認定を受けた小規模自治体や認定中の

自治体が継続認定を受けたケースなど規模や背景の異なる様々な市町村からの評価をとお

して，改正中活法による認定４要件の緩和措置や国の運用面での緩和対応によってその効果

が現出しつつあることが確認された。 
一方，後者に関しては，中活法に基づく認定中心市街地への民間資本の流入促進策として

創設された特定民間中心市街地経済活力向上事業（特民事業）制度について，各地でのヒア

リングに基づきながら都市の行政人口や交流人口の多寡，あるいは当該地域の商圏規模の大

小などによって活用できる地域が概ね限られるものであることを明らかにした。 
その上で，自治体による同事業制度の活用をめぐっては，その認定要件である「地域のコ

ミットメント」が多くの市町村にとって高いハードルとなっていること，そして，そのよう

な地域主体間の連携性を醸成するためのシステムであるべき中心市街地活性化協議会（協議

会）が大半の地域で機能していないことを指摘した。 
こうした協議会の機能不全については，2014 年の中活法再改正をめぐる国の検討過程に

おいて強く認識されていたにもかかわらず，実効的な手立てが講じられなかった課題であっ

た。そうしたことからも，特民事業制度の活用拡大を図る上では，協議会の抜本的な運用改

善策と一体的に対応する必要があることを論じた。 
また，この調査では，現行の中活制度をめぐって，2014 年法改正による「裾野拡大」に

よる効果も相まって小規模自治体からの支持は得られているものの，人口５万人以上の自治

体を中心として同制度への期待感が減退しつつあることが確認された。 
本研究では，こうした“中活離れ”ともいうべき傾向の要因について，これまで中活事業

を実施してきた自治体において，多年にわたるその取り組みの成果が十分に得られていない

ことなどから同制度に対する魅力が低下していること，そして，2014 年に創設された立地

適正化計画制度（立適制度）に寄せる期待が大きいためであることを指摘した。 
なお，この２制度についてあらためて簡単に整理すると，従来の中活制度が単一の中心市

街地へ都市機能の集約を目指す「単心型コンパクトシティ」であるのに対して，立適制度は

行政区内に設定した複数の地域拠点に向けて居住や様々な都市機能を誘導するとともに，そ

れらの拠点間を公共交通網の整備によって結節を図る「多極ネットワーク型コンパクトシテ

ィ」として定義される制度である。 
そして，前者は旧中活法以来の商業まちづくり政策の流れをくむ制度であるが，後者は商

業まちづくりの系譜を継ぐものではなく，土地利用の側面を重視する国土交通省の所管制度

である。また，この立適制度をめぐっては，現在多くの自治体が立地適正化計画（立適計画）
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本研究では，こうした“中活離れ”ともいうべき傾向の要因について，これまで中活事業

を実施してきた自治体において，多年にわたるその取り組みの成果が十分に得られていない
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適正化計画制度（立適制度）に寄せる期待が大きいためであることを指摘した。 
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街地へ都市機能の集約を目指す「単心型コンパクトシティ」であるのに対して，立適制度は

行政区内に設定した複数の地域拠点に向けて居住や様々な都市機能を誘導するとともに，そ

れらの拠点間を公共交通網の整備によって結節を図る「多極ネットワーク型コンパクトシテ

ィ」として定義される制度である。 
そして，前者は旧中活法以来の商業まちづくり政策の流れをくむ制度であるが，後者は商

業まちづくりの系譜を継ぐものではなく，土地利用の側面を重視する国土交通省の所管制度

である。また，この立適制度をめぐっては，現在多くの自治体が立地適正化計画（立適計画）

 

の策定に取り組んでおり，極めて早いペースで各地に普及しつつあるという状況にある。

そうしたことから，第３章「立地適正化計画制度における地域商業の位置づけに関する考

察－わが国のコンパクトシティ政策の変遷をとおして」では，立適制度の導入後，このよう

に大きな転換期を迎えつつある流通政策のあり方について考察するために，はじめに同制度

の整備までのコンパクトシティ政策の展開プロセスを跡づけるとともに，立適計画のスキー

ムに関する検証を行った。 
そこではまず，わが国のコンパクトシティ政策が単心型（中活制度）から多極型（立適制
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であったが，その後実際の都市の縮み方に着目した実態研究へとその軸足が移り，「スポン

ジ化」や「全体×レイヤーモデル」などの概念が提示されるにいたった流れである。
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の効果が期待された中活制度であったが，移転に伴う市民等のコスト負担の問題などによっ

て推進力を欠くものであったため政策的に振るわなかったこと，そして新設された立適制度
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社会動態に対応し得る内容を備えたものであり，また財政支援措置が充実していることなど

からも高い実効性が期待されるものであることを確認した。

しかしながらその一方で，この立適制度については，同制度における流通政策の位置づけ

や地域商業の捉え方に着目した場合，非常に重大な懸念があることを指摘した。つまり，同

制度においては基底となる土地利用計画の役割が重視されるあまり，商業の位置づけがあく

までも数ある政策分野のひとつに過ぎないものとして著しく後退している側面がみられる

ということである。ここでの議論においては，現在の立適制度における商業のイメージが規

模と種別のみを想定したものとなっているため，特に同制度が定める地域拠点クラスにおい

て地域商業の衰退を助長するものとなりかねない懸念があることを提起した。

加えて，宇野による「都市流通システム」の概念を提示しながら，現状の立適制度をめぐ

っては，地域経済のなかで地域商業が果たす役割とその役割を地元商業者が担うことの有効

性を認めた上でしかるべき制度設計と制度の運用を行う必要があるという考えを示した。そ

れは，いうまでもなく商業と土地利用は一体不可分の関係であり，主従的関係に置かれるも

のではないからである。このことは，第１章でみたようにこれまでの商業まちづくり政策が

絶えず志向してきた方向性でもある。したがって，立適制度においては商業の視点や流通政

策の位置づけが明確にビルトインされていなければならず，その対応が今まさに急務である

といえよう。



 

最後に第４章「まちづくり会社の現状と支援制度に関する考察－民間中心市街地商業活性

化事業に基づく投資支援制度に着目して」では，わが国の中心市街地活性化の取り組みにお

ける重要主体であるまちづくり会社の現状とその支援制度に関する考察を行った。

本稿第１章でみたように，まちづくり会社はまちづくり３法以前の『90年代の流通ビジ

ョン』における「街づくり会社制度」に由来するものである。そして，近年においては2014
年の中活法再改正をめぐる国の議論においてその組織基盤の脆弱さが指摘されるなど，わが

国の流通政策研究において長らく様々な検討や構想が重ねられてきたテーマである。

そうしたことから，ここでははじめに，旧街づくり会社制度以来の累次の法制度を概観す

るとともに，本来まちづくり会社に期待される機能や役割についての確認を行った。その上

で，現在のまちづくり会社を組織設立時の根拠となった法制度の新旧によって分類しながら，

それぞれの組織を取り巻く現状と課題について分析した。 
これらの考察をとおしては，特に2006年中活法改正以後に設立されたまちづくり会社に

ついて，資本金を極端に抑制されて起業されたケースが多いこと，そしてこの資本金の抑制

に起因して，マンパワーの不足や事業の収益性の乏しさといった問題を複合的に抱える傾向

がみられるなど，多くの組織が不全状態にあることを明らかにした。 
こうした現状分析を踏まえながら，次に2014年の中活法再改正によって創設されたまち

づくり会社を対象とする支援制度について，主に民間中心市街地商業活性化事業（商業活性

化事業）に基づく投資支援制度に焦点をあてながら考察した。 
ここでは，中小企業投資育成株式会社がまちづくり会社の株式の引受けおよび保有を行う

とするこの投資支援制度の枠組みに特に着目した。そして，同制度に期待されることとして，

組織基盤の弱いまちづくり会社への対応を念頭に置きつつ，政府系金融機関である同社から

の増資によって既存会社が財務基盤の改善を図ることができる点や，ソフト事業を主たる支

援対象とするものであるため人材確保や事業の収益力強化などに活用できる点を挙げなが

らその評価を行った。 
しかしながら，この制度をめぐっては活用事例がまだ表れておらず，そのため本稿では各

地のヒアリング調査等を交えながらこうした状況の分析を行うこととした。その結果，同制

度の活用が行われていないことの要因として，まちづくり会社や自治体においてこの投資支

援制度に対する理解が十分でないことや，国側の周知徹底の取り組みが不足していることな

どの課題が浮かび上がった。 
加えて，同制度をめぐる今後の運用面での課題を指摘した。すなわち，現状において，こ

の投資支援制度は一般的な中小企業を対象とする既存制度をこの商業活性化事業制度の枠

組みにあてはめたものに過ぎず，取り立てて魅力的な支援内容とはなっていないこと，それ

ゆえ，まちづくり会社による活用の場合においては，配当の時期や利回り等の規定に関して

同制度に特段の措置を設ける必要があるということを主張した。そして，まちづくり会社が

増資を行うこととの前提として，利益追求や株主配当を行うことの正当性に関する考えを示

しながらまとめを行った。 
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２ 本研究の意義と今後の課題

本稿では次の３点を明らかにした。第１は，2014年の中心市街地活性化法（中活法）改

正，および立地適正化計画制度（立適制度）の整備によって大きなターニングポイントを迎

えることとなった商業まちづくり政策の現在地である。ここでははじめに，商業まちづくり

政策の展開過程を確認しつつ，これまでの法制度に関する評価を行った上で，直近の政策対

応となった2014年改正中活法についての検証を行った。そして，以上を踏まえた上で実態

調査に基づきながらこの2014年改正中活法をめぐる課題をつまびらかにした。この考察に

おいては，現行の中心市街地活性化制度（中活制度）における問題点として，同改正法に基

づく新設制度である特定民間中心市街地経済活力向上事業の活用が広がっていない現状を

取り上げ，その要因として各地の中心市街地活性化協議会の機能不全があることを指摘した。

さらには，小規模自治体においては中活制度に対する期待の高さがみられるものの，その一

方で一定規模以上の自治体においてはそうした同制度への期待感や意欲が減退しつつある

ことを描き出すとともに，その一因が立適制度の導入によるものであることを明らかにした。 
第２は，この立適制度をめぐる流通政策サイドからの懸念材料である。同制度については，

様々な政策分野にわたって細やかな将来予測を要するものであることなど，今後の縮退社会

への対応として高い政策効果が期待されるものである。しかしながら，現状のその枠組みに

おいては商業の視点が十分に反映されていないという問題点がみられることをここでは提

起した。その上で，同制度をめぐっては地域経済のなかで地域商業が果たす役割について再

評価し，これを政策的に埋め込む必要があるという議論を行った。 
第３は，まちづくり会社をめぐる課題と支援制度の問題点である。具体的には，特に2006

年中活法改正以後に設立された会社について，極端に資本金を抑制して立ち上げられたケー

スが多いこと，そしてこれに起因する多くの問題を複合的に抱える傾向がみられることを明

らかにした。また，2014年改正中活法に基づき新設されたまちづくり会社を対象とする投

資支援制度について，制度の周知不足や配当をめぐる運用面での課題があることを指摘した。 
以上のとおり，本研究において展開した議論はわが国の商業まちづくり政策について主と

して制度論の側面からアプローチを試みたものであった。 
そして，ここで取り上げた中活制度や立適制度をめぐっては，引き続き同様の問題意識の

下に流通政策研究の立場から取り組んでいくべきテーマであると考えている。 
まず，中活制度については，2014年法改正に基づく「裾野拡大」と「重点支援」による

政策効果や課題に関する検証を今後も行っていく必要があることはいうまでもない。なお，

「裾野拡大」については，その効果として現在表れつつある小規模自治体による中活へのエ

ントリーはこれからも増加すると考えられる。そうしたなかで，既述したように，新規に中

活認定を受ける小規模都市においては，従来の中規模以上の認定自治体ではほとんどみられ

なかったコミュニティビジネスなどの新たな商業活性化事業のモデルが創出されることが



 

想定される。こうしたことから，今後は流通政策研究における新しい対象としてこのような

自治体における動向にも着目していく必要がある。 
次に，立適制度に関しては，制度内容において地域商業の位置づけが不十分である側面が

みられるとともに，熊本市の事例で示したように，策定済みの自治体の立地適正化計画（立

適計画）についても中活計画との不調和がうかがえるなど商業分野との連携が十分に行われ

たものとはなっていない。本研究では，こうした立適計画における不具合について，計画策

定の取り組みをめぐって自治体によって商業政策系の部局による関与に濃淡があるためで

あることを指摘した。現状では立適計画の策定・公表を済ませた自治体数は多くはないが，

2017年度以降においてはその数が大幅に増えることが見込まれていることから，今後はこ

うした各地の動きに注目するとともに，策定された計画の内容をつぶさに検証することによ

って，地域商業のあり方をめぐる議論をさらに深めなければならないだろう。 
一方，まちづくり会社をめぐる研究については，制度論からのアプローチもさることなが

ら，それよりも組織の取り組みや民間主体の参画のあり方などに焦点をあてる必要があると

考えている。本稿第４章においては，地方都市における中活事業，およびその推進主体であ

るまちづくり会社と対比させるべく，大都市都心部におけるエリアマネジメント活動とエリ

アマネジメント組織について触れた。これについては自らの立場を明らかにしておきたいが，

筆者はエリアマネジメントの取り組みに対して否定的なスタンスではなく，また，これを単

に都市の規模やステークホルダーの存在といったマーケット性の側面によって片づけるべ

きものではないと考えている。むしろ，これらの取り組みから地方都市におけるまちづくり

に応用するための示唆を得るべきであるという立場である。 
筆者は，例えば，エリアマネジメントの取り組みにおいて地域の価値を高め維持すること

が必要であるとする議論のなかで，ソーシャル・キャピタルの概念に基づきながら，地域に

関わる地権者や商業者，住民，開発事業者などによって形成される社会的組織の重要性が提

示されている点などに注目している。それは，まちづくり会社はエリアマネジメント団体と

同様にエリア価値向上を目的とする組織として様々な地域主体を巻き込んだ取り組みが必

要であり，そこでとりわけ欠かせないのが市民の参画であると考えるからである。 
本研究においては，中小企業投資育成株式会社による投資支援制度について考察した。こ

れは，初動期もしくは機能不全状態にあるまちづくり会社への対応として，政府系金融機関

による投資支援策に高い実効性が期待されるとの認識に基づいたものであった。 
ただし，エリア価値の向上などのまちづくり会社に本来求められる役割について構想する

とき，その組織運営や事業活動をめぐっては多数の市民や地元企業などの参画によって推進

されることが目指すべきひとつの方向性として導き出されるだろう。またそうした問題意識

に基づくならば，今後は住民のまちづくり会社への資本参加などについての議論を深めてい

く必要があるだろう。 
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適計画）についても中活計画との不調和がうかがえるなど商業分野との連携が十分に行われ

たものとはなっていない。本研究では，こうした立適計画における不具合について，計画策

定の取り組みをめぐって自治体によって商業政策系の部局による関与に濃淡があるためで

あることを指摘した。現状では立適計画の策定・公表を済ませた自治体数は多くはないが，

2017年度以降においてはその数が大幅に増えることが見込まれていることから，今後はこ

うした各地の動きに注目するとともに，策定された計画の内容をつぶさに検証することによ

って，地域商業のあり方をめぐる議論をさらに深めなければならないだろう。 
一方，まちづくり会社をめぐる研究については，制度論からのアプローチもさることなが

ら，それよりも組織の取り組みや民間主体の参画のあり方などに焦点をあてる必要があると

考えている。本稿第４章においては，地方都市における中活事業，およびその推進主体であ

るまちづくり会社と対比させるべく，大都市都心部におけるエリアマネジメント活動とエリ

アマネジメント組織について触れた。これについては自らの立場を明らかにしておきたいが，

筆者はエリアマネジメントの取り組みに対して否定的なスタンスではなく，また，これを単

に都市の規模やステークホルダーの存在といったマーケット性の側面によって片づけるべ

きものではないと考えている。むしろ，これらの取り組みから地方都市におけるまちづくり

に応用するための示唆を得るべきであるという立場である。 
筆者は，例えば，エリアマネジメントの取り組みにおいて地域の価値を高め維持すること

が必要であるとする議論のなかで，ソーシャル・キャピタルの概念に基づきながら，地域に

関わる地権者や商業者，住民，開発事業者などによって形成される社会的組織の重要性が提

示されている点などに注目している。それは，まちづくり会社はエリアマネジメント団体と

同様にエリア価値向上を目的とする組織として様々な地域主体を巻き込んだ取り組みが必

要であり，そこでとりわけ欠かせないのが市民の参画であると考えるからである。 
本研究においては，中小企業投資育成株式会社による投資支援制度について考察した。こ

れは，初動期もしくは機能不全状態にあるまちづくり会社への対応として，政府系金融機関

による投資支援策に高い実効性が期待されるとの認識に基づいたものであった。 
ただし，エリア価値の向上などのまちづくり会社に本来求められる役割について構想する

とき，その組織運営や事業活動をめぐっては多数の市民や地元企業などの参画によって推進

されることが目指すべきひとつの方向性として導き出されるだろう。またそうした問題意識

に基づくならば，今後は住民のまちづくり会社への資本参加などについての議論を深めてい

く必要があるだろう。 

 

だが，こうした課題については，本稿で展開した制度論の側面から捕捉することは極めて

困難であった。したがって，ここではこの点を残された今後の研究課題として示しておきた

い。  
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